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　昨年11月、ブラジルのポンタ・ダ・マデラ

港で積荷中のケープサイズバルカーが沈没す

るという事故が発生した。この船は船齢22年

のキプロス下船で同港のバースにてマンガン

鉱及び鉄鉱石を積荷中に船体中央部に亀裂を

生じ、中央部が海底に接触するという形で沈

没した為、撤去されるまでの約1カ月間バー

スを占拠することとなった。この本船がカラ

ジャス鉱山系の船下のチャーター船であった

との記事を記憶するが、もし事実なら誠に皮

肉と言わざるを得ない。

　事故直後にブラジルの鉄鉱石の主要山元は、

船齢20年以上の老齢船によるブラジル鉄鉱石

積取配船を認めない事を申し合わせたと報道

された。この事故の原因は人為的なものか、

あるいは構造的なものか、現地当局の解析が

待たれるところであるが、船体が現場に残さ

れた事により事故原因が比較的早期に解明さ

れると思われる。

　一般に、撒積み船の経年劣化は、メンテナ

ンスの良否にも関連があるとしても、およそ

船齢に比例していると言われており、各海域

で起きた撒積み船の荒天遭遇による沈没等の

重大海難事故には老齢船が多く含まれている

事は周知のところである。

　ブラジル以外にも豪州の山元で船齢15年以

上及び中国の受荷主での船齢18年以上の撒積

み船の忌避の背景も、近年起きている撒積み

船の海難事故が船齢に関連しているためと容

易に理解される。人命・貨物の安全と環境保

護を命題とする船舶の安全運航には、運航の

ノウハウ、船舶管理の質、乗組員の資質等、

正の部分を積極的に向上且つ改善させる方法

がとられているが、一方老齢船の排除という

負の部分を取り除く事も、安全運航面から有

効な手段であることは論を倹たない。

　逸早く荷主サイドから、老齢船の使用制限

が出た事は極めて自然であると言えようし、

願わくば現在国際的に強化が図られつつある

サブ・スタンダード船（老齢船が多数含まれ

るであろう）排除の動きが早期に実効をみて、

海難事故の防止、地球環境の保全に寄与する

事が強く望まれる次第である。
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　1月17日午前5時46分ごろ、近畿地方を中心とした強い直下型の兵庫県南部地震（阪神大震災）が

発生しました。一震源地は淡路島北部、震源の深さは20キロ、地震の規模はマグニチュード（M）7．2

一。この地震で神戸市、淡路島など兵庫県を中心に、5，4⑪0人を超える方々が犠牲となり、約35，000

人が負傷、多くの建物が焼失、倒・半壊しました。幹線道路や鉄道は寸断され、停電、断水などによ

り日常生活や、生産、物流部門をはじめとした産業界全体に大きな影響が出ました。海運界において

も、神戸港のコンテナ埠頭をはじめとする港湾施設が損壊するなど海上輸送に大きな打撃を受けまし

たが、この阪神大震災において、どのように海運界が対応したのかを今回は特集しました。

（．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成7年1月20日

　　　　　　　　　　　　兵庫県南部地震に際して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈹日本船主協会　会長　轄法輪　奏

　この度の「兵庫県南部地震」により被災されました皆さまに対しまして心からのお見舞いを

申し上げます。

　私ども（社）日本船主協会は、被災者の皆さまの生活再建と災害復旧のために海上から全力

を挙げてご支援申し上げます。

　なお、現地の実情に応じ、順次必要な措置を考えて参ります。

1．会員各社の被害状況

　当協会では、業界として取り組むべき問題

や、政府等関係方面に対し必要な施策を求め

ていくなど今後の対応に資するため、会員各

社の受けた被害状況の調査を行っている。現

在までのところ、神戸港使用不能に伴う他港

への廻国による損害、契約キャンセルによる

損害など営業面での損害や、事務所、社宅の

損害などの報告があった。

　この調査結果の詳細については、次号以降

にて紹介する予定である。

2　海上輸送への影響

　神戸港の港湾施設は、この震災により一部

の岸壁を除き多くの施設が機能マヒに陥った。

回 せんきょう　平成7年2月号



特にコンテナターミナルの集中するポートア

イランド、六甲アイランドでは液状化現象が

発生したほか、岸壁に亀裂や陥没が発生し、

ガントリークレーンは脱線・倒壊し、使用不

能になった。このため、定航各社は、大阪、

東京、横浜、名古屋、門司など各港への寄港

地変更など臨時措置を取ったが、受入れ先で

の蔵置場所、労働力不足などさまざまな問題

が発生した。

　　　　懇懇蕪弊

　　　　　鶴賠

　　　　　　　　　　　　　．懸姦

難…

岸壁が2～3m陥没し、海水が50cmほど溜っている。ガン

トリークレーンも7～8m上方が曲損している。（RC　7）

コンテナ上に崩落したガントリークレーン（RC　3）

　当協会では、これらへの対応措置として日

曜荷役作業の再開や港湾作業体制の特別措置

を㈹日本港運協会に申し入れ、港運労使間で

1月22日から1カ月間、神戸港寄港予定船の

他港へのシフトに伴う日曜荷役作業を実施す

ることが合意された。また、運輸省海上交通

局は、2月1日、神戸港に蔵置されていた貨

せんきょう　平成7年2月号

物や他港において揚げ積みされた神戸港扱い

予定の外航貨物についての国内フィーダー輸

送を当面1ヵ月間の暫定措置として認めた。

3．被災地への救援活動

　当協会は地震発生後直ちに、増田理事長を

本部長とする地震対策本部を設置、被害状況

の把握や海上輸送の利点を生かした船舶によ

る協力方法を各種検討し、神戸市に提案した。

　神戸市より要請を受けた運輸省、当協会、

㈹日本外航客船協会からの働きかけにより、

日本クルーズ客船の「おりえんとびいなす」

が、1月20日から31日まで救護救援関係者の

宿泊施設として．協力した。また、その代替船

として2月1日から16日まで商船三井客船の

「新さくら丸」、新日本海フェリーの「ニュー

しらゆり」が協力したほか臨時宿泊施設や入

浴施設として客船等が利用された。

　当協会会員会社の日本郵船、大阪商船三井

船舶、川崎汽船の外航定航3社は、外国から

の救援物資の海上輸送に関し、以下の通り対

応することとした。

　（1）民間からの生活関連救援物資について

は、海上輸送運賃を無料とする。（㈹経済団体

連合会、兵庫県、神戸市、日本赤十字社に協

力することを連絡した。）

　②　政府関係救援物資について、円滑な海

上輸送に全面的に協力する。

　そのほか．、各会員会社およびその関係会社

においても、旅客船による被災者や生活関連

同



團

物資の輸送など、さまざまな救援活動が行わ

れた。

　当協会の新谷　功副会長・広報委員長が、

ユ月25日に日本赤十字社近衛忠渾副社長を訪

問し、救援活動の一助としていただくよう義

援金1千万円を手渡した。27日には、乾英文

副会長が．、笹山幸俊神戸市長を訪問し義援金

1億円の目録を手渡した。また、日本内航海

運組合総連合会が神戸市に1億円、西宮市ほ

かに3，000万円の義援金を拠出したほか、Ei

本タンカー協会など海事関係団体も拠出した。

　さらに当’協会は、被災した神戸商船大学に

対する見舞品として、先方からの希望品を航

海訓練所練習船「北斗丸」経由で届ける一方、

航海訓練所に働きかけ、同所練習船「銀河丸」、

日本赤十字社近衛副社長（右）へ義援金を手渡す新谷副会長

難

笹山神戸市長（右）へ義援金の目録を手渡す乾副会長

「北斗丸」、「海王丸」3隻の教官および実習

生が交代で、1月22日から31日まで神戸商船

大学地区と海技大学校地区において炊出しや

給水など救援活動に協力した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　至中国自動1

　　　　　　　　　　　　爆藻

　　＿麟楼藻遜：響鍵鐘

　　　　　　　　　　　　　　1暫、
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4　今後の対応

当協会は、海上物流システムの再構築や港湾

機能の回復など被災地の復興に向けて関係各

方面に要望していくとともに、救援活動につ

いては、阪神地区事務局の機能回復後、現地

に地震対策本部を移管し、関係各方面と緊密

な連携を取りながら取り組むこととしている。

道
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至中国自動車道

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　響

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド

～
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、鞠腔

）トラ｛m
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　　　　トラヘス．～：声継
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　　　　　　　、譜・
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硫
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　　　　　ハ　　
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　　醗再開発計画駆
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外航船舶等（タンカー）解撤促進費補助金などが決定

一平成7年度海運関係予算一

　運輸省は、平成6年8月に大蔵省に対して、

海運関係事項を含む平成7年度予算概算要求を

行い、折衝を開始していた（本誌1994年9月号

P．2参照）。

　その後12月20日に大蔵原案の内示があり、復

活折衝を経て12月25日の臨時閣議で政府案が決

定された。

　政府案のうち、海運関係予算の概要は以下の

とおりである。

1，外航海運対策の推進

　①歳出予算

　　①外航船舶等（タンカー）解撤促進費補

　　　助金

　　　タンカー事故による海洋環境への被害を

　　防止するため、二重構造タンカーへの早期

　　代替に資する老朽タンカーの解撤を促進す

　　ることを目的とし、生き船引船価格と解撤

　　売船価格の差額の％を国が外航海運事業者

　　に対して補助を行う基金として、9億100

　　万円を要求していた。

　最終的に固まった政府案では、日本籍ま

たは日本船社が支配している船舶（船齢19

年以下、2G，GGG％以上のタンカー）を解撤

処分する際に、外航海運事業者に対して生

き船繰船価格との差額の％の補助を行うも

のとし、4億5，GGO万円の補助金が決定さ

れた。

　なお、解撤を行う造船事業者に対しても

（財）船舶解撤事業促進協会の既存基金より、

タンカー解撤割増分を従来の交付額に上乗

せした船舶解撤促進助成金を交付すること

となった（資料1、2参照）。

②利子猶予特別交付金

　既に締結した利子補給契約について、日

本開発銀行の猶予対象利子に対する特別交

付金として21億3，300万円（うち、猶予対

象利子本体分＝19億3，900万円、猶予対象

利子運用金利分：1億9，400万円）を要求

し、政府予算案で満額回答を得た（資料2

参照〉。

（．
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　　　（2）財政投融資（日本開発銀行融資）

　　　　超省力化船、LNG船および二重構造タン

　　　カーをはじめとする外航船舶の整備を促進す

　　　ることとし、これらに必要な財政投融資資金

　　　454億円（うち、平成6年度建造継続分＝167

　　　億円、平成7年度新規建造分：287億円）を

　　　要求していた。

　　　　　この要求に対して政府予算案では、融資規

　　　模350億円が財政投融資として決定された（資

　　　料2参照）。

　　　2．船舶整備公団関係
’）．

　　　船舶整備公団は、内航海運の体質改善を図る

　　　ため、近代的経済船の建造を促進することとし

　　　た代替建造で588億円、また改造等に対する融

　　　資枠として14億円、合計602億円を要求した。

　　　　さらに、余剰船舶等の係留船への改造を促進

　　　するために10億円、国内旅客船の整備として409

　　　億円の総額1，021億円を要求した。

　　　　これに対し、政府予算案では代替建造につい

　　　て、ト．ン当たり単価の積算方法の見直しが行わ

　　　れたため、要求額を上回る608億円（所要資金

　　　459億円、前年度継続分149億円）が決定された。

　　　　また、改造等融資については12億円、特定係

留船活用事業の推進として5億円、国内旅客船

整備に295億円が決定した（資料3参照＞Q

3．船員対策関係（資料4参照）

　（D　一般会計

　　船員雇用関係としては、日本船員福利雇用

　促進センター（SECOJ：Seamen’s　EInploy－

　ment　Center　of　Japan）の行う船員雇用対

　策事業に1億1，900万円、国際的な漁業規制

　に伴う船員離職者職業転換等給付金の給付が

　平成7年度限りで6，800万円となるなど、1

　億9，000万円が決定した（前年度比6億4，900

　万円減）。

　　このほかODA（政府開発援助）の一環とし

　て実施している「開発途上国船員受け入れ事

　業補助」は、研修生85名とし、9，000万円（平

　成6年度：85名分　7，800万円）が決定した。

　②　船員保険特別会計

　　船員保険特別会計のうち、船員雇用対策関

　係は、外国船派遣訓練助成金等SECOJへの

　補助金として8億1，600万円（平成6年度：

　7億8，300万円〉が決定したほか、未払賃金

　の立替払に要する経費等合計で8億8，500万

　円となっている。

）

［資料1］　二重構造タンカーへの早期代替に資する外航船舶等（タンカー）解撤促進について

1．目　的＝財団法人船舶解撤事業促進協会の補助制度を拡充・活用することにより、二重構造タンカー

　への早期代替に資する外航船舶等（タンカー〉の解撤を促進する。

2．補助金フロー図

回…・ 財団法人船舶解撤事業促進協会
外航船舶等解撤促進費補助金
ヘロ @　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウ
　　　（拡　充　分）

外航海運事業者

（既存分（但し、タンカーについては割増をする）〉
造船事業者

3　補助制度の概要：日本籍または実質的に日本船社が支配しているマーケットベースでは解撤市場に出

てこない外航船舶等（船齢19年以下、20，GOG％以上のタンカー）を解撤処分するため、造船事業老に対

　して、（財〉船舶解撤事業促進協会の既存基金より、タンカー解撤割増分を従来の交付額に上乗せした船

舶解撤促進助成金を交付するとともに、海運事業者に対して、外航船舶等解撤促進費補助金を交付する。

せんきょう平成7年2月号 同



［資料2］　平成7年度外航海運関係予算

平6．12．　（単位＝億円〉

区　　　　　　　　　　　　　分 平成6年度
¥　舞　額

平成7年度
v　求　額

平成7年度
ｭ府予算案

歳　出　予　算

利子猶予特別交付金
@〔D　猶予対象利子本体分
@②　猶予対象利子運用金利分

36．69

R2．95
R．74

21．33

P9．39

P．94

21．33

P9．39
P．94

外航船舶等（タンカー）
@解撤促進費補助金

一 9．Ol 4．50

財政投融資

外航船舶の整備
@〔1｝金利’〔2｝融資比率

@　・超省力化船、LNG船お
@　　よび二重構造タンカー
@　・その他船舶
@　・改造

　405
ﾁ利5

@60％

@50％
@30％

　454
ﾁ利5

@60％

@5D％
@3D％

　350
ﾁ利5

@60％

@50％
@30％

［資料3］　平成7年度船舶整備公団関係予算案

（単位　億円） ．へ

事　　　　　　　　項 6　年　度
柾於¥算額

7　年　度
v　求　額

内　　示　　額

前年度比θ∂
備　　　考

1．事業規模ω　国内旅客船の整備②　内航海運の体質改善．

@　（代替建造〉
G　貨物船改二等融資㈲　特定係留船活用事業の推進

376

Uユ3

P2

@5

409
T88

P4

P0

295
U08

P2

@5

78．5

X9．2

P00．0

P00．0

合　　　　　　　　計 1，006 1，021 920
91．5

2．調達資金
k1）財投資金
@　　産投出資
@　　借　入　金
@　　引　受　債
k2｝自己資金

7G4

@3
R49
R52
R02

715
@4
T68
P43
R06

644
@3
R19
R22
Q76

91．5

P00．0

X1．4
XL5
X1．4

合　　　　　　　　計 1，OO6 1，021 920
91．5

［資料4］　平成7年度船員対策関係予算（運輸省船員部・社会保険庁） 平6．12．（単位　百万円）

区　　　　　分
平成6年度 平成7年度予算

予算額 概算要求 政府原案
備　　　　　考

一
　
般
　
会
　
計
　
　
　
運
輸
省

1
　
船
　
員
　
雇
　
用
　
関
　
係

1．働日本船員福利雇用促進センター補助金

kD　船員雇用対策

@〔イ）外国船配乗促進事業助成

@回　外国船への就職奨励金
@㈲　内航転換奨励金
@⇔　技能訓練、職域拡大訓練
@飼　内航転換訓練助成
@8　離職高齢船員活用対策助成

155

i54＞

i18）

i29）

i33）

i21）

i0）

121

i8）
i18）

i14）

k33）

i工0）

i38）

119

i6）
i18）

i14）

i33）

ilo＞

i38）

最終年度継続分27人

P8万円／人・回x10D人
｣職漁船員が減少
O年度同様660人

｣職漁船員が減少
T5歳以上の部員を雇用した船主に賃金の1／3を補助　100人分

2．船員離職者職業転換等給付金（海→海）

iD　外航船員離職者

A　漁業等船員離職者等

652

i3）
i649）

　73

i2）
i71）

　71

i3）
i68） 流し網漁の禁止に伴う離職漁船員に対する給付が終了

小　　　計 807 194 190

II　開発途上国船員養成への協力 78 go 90 平成2年度より実施〔ODA）、前年度同様85人　帰国費用分増

船
員
保
険
特
別
会
計
　
厚
生
省

〔コ　鰯日本船員福利雇用促進センターへの助成金

@（イ｝外国船派遣助成金

@＠　技能訓練事業費

@㈲　技能訓練派遣助成金
@⇔　管理費等

@㈱　時短促進講習会等助成金

A　漁船船員雇用確保助成事業

i31未払賃金の立替払経費
i4｝船員等の就職促進経費

783

i327）

i109＞

i251）

i86）

i10）

@3
@46
@20

866

i379）

i119）

i271）

i87）

i10）

@0
@48
@21

816

i346）

i117）

i256）

i87＞

i10）

@0
@48
@21

34千円／月・人（848人）（前年度33千円　827人）

ﾁ殊無線技士養成訓練等の講習会の増加による増額

h遣助成金：賃金日額の1／3、但し、海技免状取

@　　　　　得に係る講習は、大企業1／2、中小

@　　　　　企業2／3、いずれもM氏X．9，D40円／日

@　　　　　講習会の増加による増額
U年度限り

ﾎ象者が若干増加

ｯ　上
小　　　計 852 932 885

へ

團 せんきょう　平成7年2月号



，

　　　1．セメントの貿易について

　　　　セメント輸出入は、経済基盤整備、セメント

　　　の国内需給バランスおよび流通形態などにより
、　）

　　　大きく変化するが、物理的な輸送範囲は物流コ

　　　ストなどによって自ら限定される。

　　　　α）セメント産業の発展段階（図1参照）

　　　　　セメントの市場規模は経済基盤などの整備

　　　　状況に応じて拡大し、時代の流れとともに地

　　　　域的な変化が生じている。戦後半世紀におけ

　　　　る世界のセメント需要動向を見ると、前半は

　　　　欧州市場が拡大し、後半にはアジアが伸びて

　　　　おり、特に80年代以降は中国の市場拡大が顕

　　　　著である。その結果、92年にはアジア市場が

　　　　世界の過半数を占めるに至っている。

＼　　　　（億トン）

｝　　　14

　　　　12
　　　　10
　　　　8
　　　　6
　　　　4
　　　　2
　　　　0　　　　　　「50　　，55　　160　　「65　　ワ0　　175　　「80　　185　　190

（2）ゼメントの需給バランス（図2および図

　3参照）

　セメントは国内建設のための基礎資材であ

るが、その経営基盤は常に国内経済の動向に

左右されるため、時として需給バランスが崩

れ易い。特に先進国では経済規模が大きいこ

とから、セメント供給能力もそれ相応に拡大

しており、一旦国内経済が不況に見舞われる

と大幅な供給過剰となり易い。これを貿易面

から見ると、欧州は常に輸出超過の状態が続

いているが、その大部分は欧州域内とその他

地域（アフリカ、北米）向けに輸出されてい

るのに対して、アジア地域（含、中東）の貿易

はほとんど域内流通が中心である。但し、90

【図11地域別セメント消費の推移

　　　　　　　（億トン）

〔世　界〕

［コその他

皿欧　州
図アジア

F92年

8
7
6
5
4
3
2
1
0
8
7
6
5
4
3
2
1
0

〔アジア〕

□その他（含むインド，中東）

皿皿日　本

園中　国

150　55　160　165　170　175　180　「85　190　192年

〔欧　州〕

皿皿東欧（含む旧ソ連）

匿コ西欧

「50　155　160　165　170　175　180　185　「90　F92年

〔その他の地域〕

［＝コアフリカ．オセアニア

皿㎜中南米

匪ヨ米　国

F50　155　160　165　「70　175　180　185　190　192年
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【図2】地域別セメント輸出の推移

　　　　　　　（千万トン）

〔世　界〕

□その他
皿1アジア

圏欧　州 競一齢，

・1・麟

じ蔦瓢“

P澱…1
．塾二滋．・乳．

竃一隅ヌ
瓢胃謡．

奇獣　『磁ヒ　宅鱗．
撚定・　窯‘『

岬’． y脾r

健e麟

「55　　060　　165　　「70　　075　　「80　　F85　　190　　「92年

〔アジア〕

［コその他

皿皿日　本

5
150　　「55　　160　　165　　「70　　ワ5　　180　　「85　　090　　192年

〔欧州〕

［コその他

皿東欧
團スペイン，ギリシャ

4
3
2
1
0

〔その他の世界〕

器皿南米，アフリカ，オセアニア

國北米

　　～50　155　，60　馳65　170　ワ5　180　「85　190　192年　　　150　155　・60　165　170　「75　180　185　・gO

　　　　　　　　　　　　　　　【図3】地域別セメント輸入の推移
（千万トン）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千万トン）
　9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5
　8
　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4

　6
　5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3

1　　　　　　　　　　　　2
　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　1

0・5・・5516・165・7。175・8018519。・g2年0150・5516。・65・70175・80，851g。

192年

（

〔
世
界
〕
r

［コその他

皿欧　州
匿コアジァ

鵜｛

〔

5
4
3
0
か
1
0

〔アジア〕

?ｻの他
｣中　東

〔世界〕

皿皿1東欧

図西欧

　，5G　　l55　　16G　　065　　17｛｝　　「75　　1鼠）　　「85　　9G　　I92年

年代の貿易は持たざる国から持てる国への物

流が拡大している。即ち、西欧の輸入では旧

東欧およびアフリカ北部から流入し、米国の

輸入では中南米諸国からの流入が増えている。

③　貿易の物流範囲（図2および図3参照）

　セメントの輸送範囲は物流コストに左右さ

れるため、世界全体の物流を見ると次の範囲

に集約される。

輸出地域一一》　輸入地域

旧東欧諸国一西欧、中東、インド洋

192年

〔その他の地域〕

［＝コァブリカ，オセアニア，カナダ

皿皿中南米

圏米　国

匹附　　155　　L6G　　065　　ワO　　「75　　18G　　瓦85　　［90　　哩曾2年

旧西欧諸国一一レ西欧、中東、米国（東海岸、

　　　　　　　　メキシコ湾）、西アフリカ

アジア諸国一→アジア、中東、米国（西海

　　　　　　　　岸）、大洋州

中南米諸国一一レアジア、米国（西海岸、メ

　　　　　　　　キシコ湾）、カリブ海

（4＞貿易の物流形態（図4参照）

　セメントの輸送形態は国内経済発展のレベ

ルに伴って変化している。先進国でも1950年

代頃までは袋ものが主体であったが、現在で

〔　｝
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【図4】世界のセメント輸出高

0

　　70　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　77　　78　　79　　80

はバラ輸送が80％以上を占めている。

　戦後半世紀のセメント輸出形態を見ると、

1970年頃までは袋ものが大部分であったが、

その後急速にバラ化が進んで、90年代では総

輸出量の80％程度がバラ輸送となっているも

のと思われ、その背景には海上輸送量の拡大

がある。

　93年の世界のセメント総輸出高は8，800万

トンといわれ、その7G％は海上輸送による輸

出であり、更にそのうちの4分の1は日本が

占めている。ちなみに1993年の世界のセメン

ト需給は次のとおり。

囮］海上輸送

囲陸上輸送

i戴
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iiii養 雛 まiま恐

i螺

ﾜ携ご

・ii；li

灘
i ii難 灘

ミ撒．

蚊Pii

釜iii

難
iiiilK
…
…
ii蕪

§ iiξiii
π … 需

i毫総
1蓑．

iきiiii

鞭錘 i猟
難 ら、内r

i
l
暴 蝋il

…
i
i
l
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灘
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i
i
i
i
i
｝

i
i
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i難蟄 げザ箏二 丁＝憩 ill難 難 ／奪舘

灘1

灘i
乳，再， 鰯忌

奄鉅c

1灘i

i
i
i
l
i 灘

逐i瀞

l乱l／ 撒、 ご≡撫i

ま署匹

襲簸
i叢i，

蒙
1

1蝦｝

ﾘ難

i
i
i
l
二
郁
5
内

鰯聾

（単位：百万トン｝ 全世界（前年比） 日　本（前年比） 対世界比

生産高（A） 1，293（6％） 95（▲1％） 7％

消費高 1．281〔4％） 79（▲5％） 6％

輸出高（B） 88（17％） 13（14％） 15％

（海　上） 52（9％）
13 25％

（陸　上） 36（30％） D

一

輸出比率（B伍） 7％ 14％
　

2，日本の輸出小史

　日本のセメント産業は1873年（明治6年）に

81　82　83　84　85　86　87　88　89　90　91　92　93年

　誕生し、そのわずか15年後の1888年（明治21年）

　　に最初の輸出が記録されていることから、産業

　　の歴史としては既に121年、輸出の歴史は106年．

　　を各々超えている。

　　　この106年間の総輸出量は2億2，000万トンに

　　達し、そのほとんどは戦後の実績である。

歴年べ一　ス 期　間 輸出量
N万トン〕

構成比 年平均i百万トン）

戦前（1888年～1945年） 57年間 7．9 3％ 0．1

戦後｛1羅＝雛：
3q年間 43．9 20％ 1．5

19年間 169．2 77％ 8．9

累計（IBSS年～1994年） 106年間 221．0 100％ 2．1

戦後日本のセメント需要（図5参照）を見る

と、国内需要は1973年の第1次石油ショックま

での約30年間は常に右肩上りの急成長を維持し

ていたが、その後は第2次石油ショック、先進

7力国のプラザ合意（通貨調整→円高不況）、．バ

ブル経済の崩壊などを経て成熟期に突入した感

がある。一方、輸出は第1次石油ショックまで

は東南アジア向けに袋ものを中心として年間

200万トン程度に止まっていたが、その後は日

本国内の需要を補完する形で急拡大を示し、年

せんきょう　平成7年2月号 圖



10G

【図5】戦後日本の内需と輸出（50／93年）
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間1，000万トン前後のペースで続いている。ち

なみに、戦後50年間における世界の輸出に占め

る日本の位置付けとしては、世界第1位が19回、

第2位が13回と常に上位にあり、94年には1，478

万トンと世界記録を更新し．ている。

3，輸出の移り変わり

　（1）市場のシフト（図6および図7参照）

　　日本の輸出が急拡大を示した1970年代以降

　について見ると、輸出市場がアジアから中東

　ヘシフトしたり、また米国西海岸ヘシフトし

　たり、再びアジアヘシフトしたりと若干の移

　動はあるものの、基本的にはアジア太平洋地

　域が日本固有の市場であり、この姿は今後と

　も変わらないものと思われる。

　　70年代後半から8D年代前半には、中東市場

　でオイル・ダラーを武器とした経済開発など

　によるセメント。ブームが発生し、その後、

　全米でバブル経済によるセメント・ブームが

　起こり、90年代にはアジア太平洋地域でイン

　フラ整備などを中心とした建設ブームが起こ

　っている。

（2）バラ化の時代（図8参照）

　戦後のセメント輸出形態は、ほとんど袋も

のが中心であったが、70年代の中東ブームを

境にバラ・セメントへと移行していった。こ

の物流の変化に対応するには、輸出側と輸入

側双方に大量輸送、大量販売を可能とする供

給体制が必要であり、従ってこの時期の輸出

国が今日でも世界の主要輸出国（日本、ギリ

シャ、韓国、メキシコなど〉となっている。

　なお、袋セメントとバラ・セメントについ

て船積／陸揚など物理的側面から比較すると、　＿．

大概次のとおりとなろう。

主な比較 袋ものセメント パラ・セメント！クリンカ

船積能力 1，20Dトン畑 1，000トン／時

積／揚方式 人海戦術 機械式

最大船型 lO．000～20．000トン 20，DOO～50，000トン

コ　ス　ト面 割　　高 割　　安

4．日本の輸出能力

　日本のセメント工場立地は、全国41工場のう

ち約半分の20工場が海に面していることから、

工場出荷高の約60％が海上輸送であP、且つ総

せんきょう　平成7年2月号
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生産能力9，800万トンのうちこれら臨海工場の

占める割合は57％（5，600万トン／年）となっ

ている。また、これらの工場はいずれも工場岸

（
百
万
ト
ン
V

30三

20…

10：
3

　　　　　　　　壁を持ち、原燃料の受け入れバース、国内向け

　　　　　　　　セメント出荷バース、輸出向けセメント／クリ

　　　　　　　　ンカ出荷バースなどが独立または一部兼用とな

【図6】日本の輸出先の地域別輸入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27
　　　　　　　　　　　　　25　　　　　　　　　　　／

　　21　　　　　　　　　　　　　中東

　　　　　　　　　16
　　　　　　　　　　　　　　　　　13　　　　アンア
　　　　12

1

米国西海岸
3

6

〔
百
万
ト
ン
）

0．

　70　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　77

14：：

10．

8i

78　79　80　8182　83　蟄　85　86　87　88　89　90　91　92　93年

　【図7】日本の地域別輸出
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っている。

　このように、工場敷地内に生産設備と船積設

備が一体化したセメント工場が国内に20カ所を

有する国は世界に例がない。

　例えば、韓国と台湾の主要輸出メーカーの工

場立地は次のとおり。

メーカー 輸出工場 輸送距離（手段） 船積港

韓国＝隻龍セメ7卜 東　海 8，5蝋ベルコン） 東海（旧北坪）

韓国：東洋セメント 三　陽 1．2㎞（ベルコン） 三陸

台湾冶湾セメント 蘇　懊 4．G㎞（ベルコン） 蘇藻

台湾＝亜洲セメント 花　連 25．O㎞（トラヅク債車） 花連

　なお、日本の主力セメント輸出港および輸出

船積み能力などは次のとおり。

激励　　船積港 バース 船積能力　船積方式

〔D60，00螂 津久見（大分県）
F　部（山口県）

氈@館（北海道）

専用

齬p
齬p

1，3DDトン／時x2

P，000トン！時

P，500トン塒

機械式

@械式
@械式

②40，000騒 苅　田（福岡県） 専用 LGGOトン塒 機械式

〔3｝35，000％ 徳　山（山口県） 専用 60Dトン塒 機械式

〔4）23，000％ 佐　伯（大分県） 専用 1，300トン／時 機械式

〔5）20，00D％ 宇　部1山口県） 公共 80Dトン塒 圧送式

㈲18，000％ 須　崎（高知県） 公共 600トン／時 機械式

　従って、1日当たりの船積み能力は9，4GOト

ン／時×24時間；225，600トン／日となる。また、

上記以外｝こも6，000％～15，000％型の船が接岸

可能で、且つ機械式などの船積設備を完備して

いるセメント工場が数当所あるなど、日本はセ

メント輸出国といえる。

　ちなみに、1994年の日本の輸出量は表1に見

るとおり、合計1，478万トン（前年比13％増）と、

1983年の過去最高（1，418万トン）を11年ぶり

に更新するとともに、世界新記録を樹立した。

そのうちアジア地域が91％と他地域を完全に圧

倒しており、今後ともこの傾向は変わらないも

のと思わ．れる。

【表1】94暦年度市場別輸出実績

　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千トン）

地　域 市　　　場 94暦年 前年比 構成比

韓　　　　　　国 ＊2」70 2D2．3 14．7

中　　　　　　国
345

81．6 2．3

台　　　　　　湾 4，915 9S．8 33．3

香　　　　　　港 1，604 l18．8 10．9

ベ　　ト　ナ　　ム 156 cO 1．1

ア　ジ　ア タ　　　　　　イ
12D CQ 0．8

フ　ィ　リ　ピ　ン ＊625 127．2 4．2

シンガポール ＊2，416 lD8．2 16．3

マ　レ　一　シ　ア ＊1，107 l16．0 7．5

ブ　ル　ネ　イ
9 oo 0．1

インドネシア
19 oo 0．1

計 ＊13，486 l16．5 91．3

ク　ウ　ェ　一　ト
315

37．3 2．1

中　　　東 サウジアラビア
240
297．9 1．6

アラブ首長国
72 4L2 D．5

計 627 53．1 4．2

オーストラリア ＊433 25G．9 2．9

大　洋　州 ニューカレドニア
67
497．8 0．5

マ　　リ　ア　　ナ 153 1Q5．8 1．Q

計 ＊653 197．6 4．4

北　　　米 ア　　メ　　リ　カ 14 33．3 0、］

袋　　　も　　の 一 回 一

合　　　計 バ　　　　　　　ラ ＊8，973 127．3 60．7

ク　　リ　ン　カ 5，807 95．5 39．3

計 ＊14，780 l12．6 100．0

　　　　　　　　　　　　　　　＊匠01ま言己録更新

5，日本の輸出見通し

　アジア太平洋地域のセメン．ト市場は、20世紀

末期に至ってようやく世界の注目を浴び始めて

おり、「21世紀はアジアの時代」であろうこと

は確実である。この地域のセメント需要は図9

に見るとおり、90年代に入って年率1⑪％増が続

いており、その勢いは少なくも今世紀中は続く

ものと予想される。

　アジア太平洋地域の高度成長は、1980年代後

半の冷戦構造の雪解けに始まった。87年の中国

改革経済政策、89年にはカンボジアからのベト

ナム撤退、92年には韓国、フィリピン、タイで

新政権が誕生するなど、政情安定化（カントリ

ー・ 潟Xクの軽滅）が進展し、同時にこれら地

域に対する域内各国（日本およびアジアNIES）

からの民間投資が活発化したことが大きく貢献

せんきょう　平成7年2月号



している。この結果、アジア太平洋地域では社

会基盤整備などを中心とした公共投資、民間設

備投資および住宅投資が一斉に開花し、「セメ

ントの爆発現象」が発生している。

　この地域は本格的な成長期に入ったことから、

セメントの需給状況は当分の間、需要先行型（供

給不足）で推移するものと予想されるため、日

本に対する輸出引き合いは今後ともかなり根強

いものがあろう。

）　　　卜1

　　　万
　　　　ト

　　　と

　　　　　　　　　　　　　　【図9】アジア主要国のセメント需給

アジア主要6ヵ国合計
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93 94 95
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タ　　　　イ 11．6 7．9 7．4 7．8 8．2 8．5

台　　　　湾 4．9 7．2 6．6 6．2 6．4 6．6

インドネシア 7．1 6．6 5．8 6．5 6．7 7．0

マレーシア 9．7 8．7 8．5 8．CI 8．6 8．4

フィリピン 2．7 ▲0．7 0　　　　1．7 4．0 5．5
出所）

　アジア開発銀行
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．　一

“晴れ”を汲み出す

気象・・セイス・◆倉嶋厚

（．

　鹿児島気象台長を最後に気象庁を定年退職し

てから11年遅たつ。気象庁では主に予報官の仕

事をしてきたが、最後の7年間は管理業務であ

ったから、天気予報の現場から離れて約20年に

なる。その20年間の気象予報技術の進歩は、実

に驚くばかりである。

　私たちのころも、コンピュータで理論的に作

り出した明日・明後日の予想天気図を利用して

いたが、それは、人間が頭の中で低気圧や高気

圧のこれまでの動きを単純に先に延ばして想像

したのと大差なかった。ところが最近では一週

間先までの毎日の予想天気図が作られ、しかも

昔の予報官ならとても分からなかった現象が見

事に予想されている。改めて後輩たちの技術開

発の努力に脱帽し、「老兵は消え去るのみ」の

感を強くしている次第である。

　気象庁の自己採点でも東京地方の明日の予報

の成績は1946年には71％だったが、1987年には

82％に上昇している。

　昔は天気予報は「当てにならないもの」のた

とえにされた。その証拠には「日本国語大辞典』

（小学館）で天気予報を引くと、第二義として

「（天気予報ははずれやすいところがら）あまり

当てにならない予想や予報」と記されており、

『大漢和辞典』（大修館）でも第二義に「あて．

にならぬ予言を皮肉にいう語」とある．

　吉田茂が首相のころの話である。

　野党議員　「あなたの言う事は天気予報のよ

うに信頼できない」

　首相　「私は間違ったことを言ってはいませ．

ん。また、私は中央気象台（後の気象庁〉を信

頼しています」

　札幌気象台の予報課長を務めていたころ、秋

晴れの昼休みに、同僚と近くの知事公舎の庭園

でキノコをとった。住宅街でのキノコ狩りは東

京から来た者には大きな驚きであった。

　　「課長、持って帰って、晩のおかずにしませ

んか」

　　「アタらないかなあ」

　　「大丈夫。食用ですよ。でもアタったら、予
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）「

報課長、キノコにはアタる、という記事になる

でしょうね」

　同様の話は昔からたくさんある。天気予報が

はずれて雨になり、プロ野球のナイトゲームが

流れた。翌日、売れ残りの弁当を業者が気象台

へ持ち込んできた。

　「無料でやるから食べてくれ」

　「昨Eiの弁当だから、悪くなっているでしょ

う」

　「あなた方は、何をたべてもアタらないよ」

　日露戦争の時、「天気予報」というお守りが

あった。敵の弾丸に「あたらない」というので

ある。千人針に5銭玉を縫いつけて「死線（4

銭）を越える」ことを願ったのに似ている。が、

このお守りはよくない、と誰かが言いだした。

　「天気予報はたま（弾丸）にはあたる」

　外国の新聞にも、洪水で木の上に避難したハ

イカーの肩につるした携帯ラジオが「今日は晴

天、絶好の行楽日和です」とアナウンスしてい

る漫画が載っていた。

　「拝啓、予報官殿、昨夜は一晩中地下室から

貴官の“晴れ”を汲みだしていました」

　これは予報されなかった大雷雨で地下室が水

浸しの被害にあったミラノ市民の気象台への手．

紙である。

　そして／975（昭和50）年にスウェーデン芸術

アカデミーは「詩と空想小説分野での優れた業

績」の特別賞をストックホルム気象台に贈った。

せんきょう　平成7年2月号

その理由は「予報官の発表文は、まことに現実

離れした、詩的ファンタジーにあふれていた」

ためという。

　ところで天気予報の点数は将来、何点ぐらい

まで上昇するであろうか。私は国民実感では、

いつまでも70点どまりではないかと思う。1927

（昭和2）年発行の『ラジオ講演・通俗科学講

座』で、後の第5代中央気象台長の藤原町平博

士が．、天気予報のあたりはずれについて、次の

ように述べている。

　「お金がいくら出来ましても、これでよいと

いうことはないのと同様で、予報はだんだん上

手になってまいりましても、なればなるほど世

間様のご要求も上がり、もう少しうまくやれと

いうことになり、結局十分なるご満足を得る時

代はほとんど来ないものではないかと思ってお

ります……」

　天気予報の満足度は、国民の平均的な幸福感

に似たとこうがあるように思う。

　戦後しばらくはお米が1日に3合食べられた

ら大満足だったが、同じ物差しがいまの時代に

あてはまらないのと一緒で、世の中の多くのこ

との満足度はいつも70点ぐらいで、残りの30点

を埋めようと目指して進んでいくのではないだ

ろうか。
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1．海事労働基準4条約の採択会議が来年1月に開催ざれる

　一ILO海事労働基準に関する三者構成会議の摸様一

2．世界バルク輸送の現状

3．減少傾向にあるわが国の商船船腹

1，海事労働基準4条約の採択会議が来年1月に開催される

　　一lLO海事労働基準に関する三者構成会議の模様一一
．・（．

「標記国際会議は、昨年11月28日より12月9日

までの問、主要海運国3G力国の官労使が参加し

ジュネーブのILO本部で開催された。ILO

の会議は、官労使の三者構成となっており、条

約の採択および改正は、2回の討議を経ること

が原則とされている。今回の会議は、下記4条

約（勧告を含む）の改正に関する一次討議に当

たり、改正草案を作成することが目的であり、

わが国からは、運輸省加藤船員部長、全日海中

西組合長、当協会増田理事長が各々の代表とし

て参加した。

　なお、二次討議すなわち条約採択会議は、1996

年（平成8年）1月中旬に2週間にわたり開催

される予定である。

　改正草案の概要は次のとおりである。

　（D　海員に対する職業紹介所設置に腰する条

　　約（1920年第9号条約）の改正

　　この条約では、船員に対する職業紹介は、

　公の機関が無料で行うことを義務付けており、

　営利を目的とした民間の職業紹介業を禁止し

　ているが、．その内容について全面的見直しを

　行い、民間の職業紹介業を公的な船員職業紹1

介所と同様に認め、船員に対する職業の斡旋

および紹介をできることとした。

　新条約は、監督官庁が承認するための基準

および紹介所の義務等を定めておP、これを

補完する事項が勧告となっている。

②　海員の労務状態の監督についての一般原

　則に関する勧告（1926年第28号勧告）の改正

　わが国における船員労務官に関する勧告で

あるが、これを近代的なものとするための見

直しが行われ、新たな条約およびこれを補足

する勧告の形式とした。

　条約の規定は、監督官（当局の認める代行

機関の監督員を含む）の資格、任務、年次監

督の実施、監督結果の報告等を内容とし、勧

告は、労働条件等の監督が効果的に実施され

るための具体的な協力体制、監督官組織の要

件等が庫められている。

　なお、本条約の労務監督は、自国籍船を対

象としており、PSCには関連させていない。

（3）商船における最低基準に関する条約

　（1976年第147号条約）の改正

　本条約は、船内の安全基準、労働条件等に

（
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関する最低条件を定めた条約で、付属書に列

挙されている他のILO条約を遵守すること

を条件としている。レかし、必ずしも付属書

に列挙されている条約を批准することは要求

されておらず、各国政府の実情に配慮したも

のとなっているが、条約の趣旨を尊重し、条

約と同程度の規範を国内法により担保しなけ

ればならないこととなっている。

　今回は、同付属書に発効済みのILO条約

をさらに追加することについて審議が行われ、

次の6条約を付属書として追加する議定書を

採択した。

　①国の発給する船員身分証明に関する条

　　約

　②船内船員設備に関する条約（補足規定）

　③企業における労働者代表に与えられる

　　保護及び便宜に関する条約

　④船員の年次有給休暇に関する条約

　⑤　船員の健康の保護及び医療に関する条

　　約

　⑥船員の送還に関する条約

　　　ただし、加盟国はこれらのすべて、ま

　　たは一部を実施するか否かについて選択

　　することができることとなっている。

（4）賃金、船内労働時間及び定員に関する条

　約及び勧告（1958年第109号条約および勧

　告）の改正

　この条約は、賃金部分を分離し批准するこ

とができるよう過去に改正されたが、未だに

発効しておらず、今回その内容を近代的な船

内労働実態に合致したものに改めるとともに

批准促進のための検討が行われ、労働時間、

定員に関しては条約を改正することとし、賃

金については、勧告とすることとした。

　勧告の形式となった賃金については、賃金

体系の原則、最低賃金の設定、AB船員の月

額最低賃金等に関する規定を定め、改正条約

の労働時間の規定については、［］を付し

次期海事総会の審議に委ねる条項も多く残さ

れたが、1日8時間、週1日の休日を基本原

則とし、変形として、①最大労働時間の規則

（1日14時間、週72時間等）または②最小休

息時間の規則（1日10時間、週84時間等）を

設けた。定員については、疲労防止、安全を

考慮して決定することを骨子とした。

⑤　その他

　三者会議終了後に開催された労使による合

同海事委員会において、AB船員の月額最低

賃金の改定が行われ、1995年1月1日より実

施することが合意された。

　これは、200万％以上の船舶を保有する国

および多数の船員を供給する国である世界44

力国（地域）における賃金事情、消費者物価

指数等を勘案し決定されるものであり、現行

の356ドル（1992年10月25日より実施）が385

ドルに改定された。

2．世界バルク輸送の現状
不定期船とタンカーのブローカーであるファ ーンレイズ（Fearnleys）社は、毎年、世界の
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バルク輸送の現状を取りまとめ、“World　Bulk

Trades”として発表しています。今般、1994

年版が発行されたので、その一部を抜粋して概

要を紹介します。

　世界のバルク輸送量の推移

　83年から93年までの10年間における原油の海

上輸送量の年平均増加率は、トン数で3．8％、

トン・マイルで5．1％であった。特に輸送量が

低迷した85年と93年を比較すると、トン数で

56％、トン・マイルでは84％と著しく増加した

ことになる。これは、イラクからトルコへのパ

イプラインの閉鎖が強く影響したものである。

　また、．同期間における主要ドライバルク貨物

5品目（鉄鉱石、石炭、穀物、ボーキサイト／

アルミナ、燐鉱石）の海上輸送量を見ると、ト

ン数では、年平均3．1％、全体量で36％の増加

を示したが、84年時の対前年比最高伸び率14％

【表】

　①荷動き量

や86年の3％減少など、必ずしも一様ではない。

また、トン・マイルでも同じ傾向が見られ、年

平均3．2％、全体では37％の伸びが見られた。（表

参照）

　原　油．

　93年の原油の海上輸送量は、3．3％の増加を

示し、4，3DO万トン増の13億5，600万トンであっ

原油の海上荷動き（1993年）畿鴇1蹴㍑編

　　　　　　　　　　　　　　穐．

原油および5大バルク貨物の海上荷動き量の推移

電電，

　えヒホ

趣、

　　カリブ海
　　て。。・

、
欧

毒
．

近東

m圃中東

全荷動き量＝13億5，600万トン
　（7兆3，910億トンマイル）

（単位：100万トン）

品目
年 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993

原 油 930 930 87三 958 970
1，042 1，120 L190 工，247 1，313 ち356

鉄　　　　鉱 石
257 3G6 321 311 319 348 362 347 358 334 354

石 炭 197 232 272 276 283 304 321 342 369 371 36ア

穀 物 199 207 181 165 186 196 192 192 20G 208 1窪4

ボーキサイト。アルミナ 36 44 40 41 45 48 49 52 53 48 51

燐　　　　鉱 石
43 44 43 41 42 44 41 35 31 29 2了

5大バルク貨物計
732 833 857 834 875 940 965 968 1，G11 990 9雲3

（2＞　トン。マイル （単位：／Q億トン・マイル）

品目
年

原 油

石
炭
物
ナ
石
目

　
　
　
岐
　
物

　
　
　
力
　
貨

　
　
　
，
　
　
ク

鉱
　
　
ト
鉱
レ

　
　
　
イ
　
　
ノ

　
　
　
サ
　
バ

　
　
　
↓
大

鉄
石
穀
ボ
燐
5

1983　　1984　　！985　　1986　　王987　　1988　　1989　　1990　　1991　　1992　　1993

4，478　4，508　4，GO7　4，640　4，618　5，065　5，736　6，261　6，757　6，977　7，35て

1，32G　　1，631　1，675　　1，671　1，728　　1，919　2，012　1，978　2，008　　1，896　2，001

1，057　　1，270　　1．479　　1，586　　1，653　1，719　　1，752　1．849　1，999　2，DO1　1，949

1，135　1，157　　1，004　　　914　1，061　1，117　　1，095　1．〔｝73　1，G69　1，091　　1，03ヨ

　145　　　172　　　166　　　167　　　180　　　189　　　190　　　205　　　200　　　177　　　184

　159　　　162　　　156　　　155　　　165　　　176　　　173　　　154　　　140　　　133　　　124

3，816　4，392　4，480　4，畦93　4，787　5，120　5，222　5，259　5，416　5，298　5、296
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た。これは、最高の輸送量を記録した79年の14

億9．700万トンと比べ、9％の減少となる。

　輸出を地域別で見ると、中東（4％）、近東

　（36％）、カリブ海（7％）が増加、西アフリカ、

東南アジアがわずかに滅少、北アフリカは6％

の減少となった。その他の地域では、黒海（56

％）、北海（4％〉からの輸出が増加している。

一方、輸入では、地中海（一5％）を除く全地

域で増加を示し、北・西欧（2％）、北米（U％）、

南米（1％）、日本（2％〉が増加した。その他

の地域は、極東の経済活動の成長に伴い3％の

増加であった。

　鉄鉱石

　鉄鉱石は、93年、ドライバルク輸送量中では

石炭を抜いて再び第1位となった。93年の鉄鉱

石の海上輸送量は、前年比6．0％増の3億5，400

万トンであった。

　輸入を地域別で見ると、英国・欧州大陸で7

％を超える減少が見られたため、全欧では0．9

％の減少となった。日本はわずかながら増加に

転じ、日本以外の極東（20．1％）、米国（13．5％）

　も増加を示した。輸出では、北米（一4％）を

鉄鉱石の海上荷動き（1993年）畿」禺1輪㍑ζ拓

磯蒙ス。．急転・

　　　　カナダ　1。　　　＝5陶　　　　　　　、
　　　　ゐロお　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぎ

　　　不国　．　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　日本

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほロ　り　　　　　ヒ　　　　ニ　ヨ

　　　　　層1一　　　　　島＿・ノ

　　　　　　　　　　　　全荷動き量：3億5，379万トン
　　　　　　　　　　　　　　（2兆10億トンマイル）
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除く全地域で増加に転じ、南米（4．1％）、豪州

（5．9％）の増加となった。

　石　炭

　石炭の海上輸送量は、92年には前年比0．5％

の減少であったが、93年は更に1．1％減の3億

6，700万トンとなった。そのうち、エネルギー

炭は2億600万トンから2億300万トンに、コー

クス炭も1億6，500万トンから1億6，400万トン

にそれぞれ減少した。

　輸出国では、豪州、ポーランドからの増加が

顕著であり、インドネシア、コロンビア、カナ

ダでも増加を示したが、米国からの輸出は25％

減少した。輸入を地域別に見ると、欧州が2，200

万トン（14％）の減少となったが、日本以外の

極東は14％の増加、南米への輸入は前年とほぼ

同じ伸びを示した。

石炭の海上荷動き（1993年）増倍」織ま『議㍑ζ‡彦）

。ご鶴・ポ認・
　　　米国　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　日本
71周　　　　，｝1陶　　　凋11吻　　　　　　　畠　　　　　　　　　　　　11ユ陶
　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極東

　　　　　　　　　　　　　　　　．1陶　　　層’　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ
　‘3目1

　　　　　　　＝：酵　　　　　　　　．．　．

　　　　　　↓印
　　　　　　　　　　　　全荷動き量：3億5，669万トン
　　　　　　　　　　　　　　（1兆9，490億トンマイル）

　穀　物

　93年における穀物の海上輸送量は、前年比

7％減の1億9，400万トンであった。穀物輸送

は、84年に2億700万トンを記録した後、86年

までは減少を続けたが、その後92年にかけて回

復している。



穀物の海上荷動き（1993年）

15L局

訓四

1‘防

7〔．り

欄両

　5［匂

151凶，

31団

単｛立＝IQO万メトリックトン

（カッコ内はID億トンマイル）

・・「1び　　稿．

、中炉　　　欝　♂
9陶

B・]，　1署
　　　　　　り　　リ　　　　　　　　　アくロ　　　　　　　はロ　　・・物！　・・　一、

コ瀕『・
　　　　・卸　　・ノ

　　　全荷動き量：1億3，374万トン
　　　　　（1兆380億トンマイル）

　93年置穀物輸送の内訳は、小麦8，500万トン、

とうもろこし5，600万トン、大豆2，800万トン、

ソルガム800万トン、大麦／からす麦／ライ麦

合計1，700万トンとなっている。92年との比較

では、ほとんどの品目が減少を示す中で、小麦、

とうもろこしの減少が目立っている。輸出を地

域別に見ると、カナダ、米国、南米は減少した

が、豪州は増加となった。また、その他の地域

では中国は増加したが、トルコは減少した。輸

入では、東欧、インド洋、アフリカ、日本以外

の極東は減少、日本、西欧は増加した。

　ボーキサイト・アルミナ

　93年のボーキサイト・アルミナの海上輸送量

は、前年比7％増の5，080万トンであった。ボ

ーキサイトは、3，030万トンから3，320万トンに

増加した。主要輸出国は、ギニア1，090万トン、

ブラジル660万トン、ジャマイカ5QQ万トン、豪

州340万トンと続き、主要輸入国は、米国1，310

万トン、ベネズエラ300万トン、カナダ290万ト

ン、旧ソ連260万トン、ドイツ260万トンであっ

た。

　アル．ミナも、1，730万トンから1，760万トンに

増加した。輸出国では、豪州が950万トンと大

半を占める。主要輸出先は、欧州480万トン、　　（

米国380万トン、カナダ330万トンであった。

　燐鉱石

　燐鉱石は、苛性カリ、アンモニウム、尿素と

並んで肥料工業にとって重要な主原料である。

93年の燐鉱石の海上輸送量は2，910万トンから

2，670万トンへと8％減少した。

　主要輸出国のモロッコは8％、米国はU％、

それぞれ減少となった。輸入を地域別に見ると、

英国・欧州大陸、地中海、アメリカ大陸は大幅

に減少したものの、他の欧州地域や、日本、豪

州は増加を続けている。また、モロッコをはじ

めとするアフリカ地域は、海上輸送量の半分を

占めている。

3．減少傾向にあるわが国の商船船腹

　当協会では、毎年7月1日現在における日本

国籍を有する100総トン以上の鋼船（漁船、雑

船を除く）の船腹量を取りまとめ、「日本商船船

腹統計」として発表している。また、運輸省に

おいては、去る2月1日、同統計の中から2，000

総トン以上の外航商船の船腹量を抽出し、同省

で把握している外国用船の船腹量を加えた「わ

が国外闇商船隊の現状」について公表した。そ

こで、これらの概要を紹介する。
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【表1】船種別構成

船 種

タ
ン
カ
ー

船
船
船

　
ス
品

送
が
薬

　
化
学

油
液
化

小 計

鉱／油兼用船

旅　　客　船

そ　の　他
合 計

1993年

隻数
1，143
220

626

ユ，g89

4

　96
　6
　104
　102

　51
2，239

2．598

　706

2，029

7β23

千％
7，380

1，867
270

9，517

398

6β92

　210
1．044

　245
1．466

1，146

10，757

1．564

1β59

23，595

千％

O
Q
J
O

8
8
7

2
5
5

3
1

1

15，433

748

12，987

　253
　757
　353
1，435

2，591

18，376

　584
1，726

36β67

1994年

隻数
1，120
214

617

1．951

1

　86
　5
　93
　76
　49
2，207

2，516

　694

2，003

7，165

千％

6，768

1，957

　253

8，978

128

6，242

　206
　908
　工72
1．382

1，159

10，069

1，598

ユ，115

21，888

千％

12，117

1，634

　550

14β01

11，800

11，800

　247
　642
　252L367
2，645

16，953

　605
1，734

33，840

対前年比増減
隻数
3
疏
U
∩
コ

2

△
△
△

△38

△　3

（
U
1
1
ρ
0
2
2

1
　

1
2
　つe

△
△
△
△
△
△

△82

△12

△26

△158

千％
△　612

　　90
△　　17

△　539

△　270

△　650
△　　4
△　136
△　　73

△　　84

　　13

△　688
34

△　244

△1，707

千％
△1，163

　　51
△　　20

△i，132

△　501

増減率㈱

△8．8

　3．2
△3．5

△7．3

△70．0

王
3
2
R
）
7
1

Q
り
2
5
8
4
2

　
　
1
2

△
△
△
△
△

7
6
5
1
8
4
↑

8
　

1
0
ρ
0
5

1
　
　

1
1

1

△
△
△
△
△

77
△
342L

△

6312

8

△3，027

G．5

△8．2

（注）①対前年比増減率は％ベースによる。

1．日本籍商船の船腹量

（1）総船腹量

　1994年7月1日現在のEI本籍商船船腹量は、

全体で7，165隻、21，888千総トン、33．840千

重量トンとなり、前年と比較して158隻、1，707

千総トン、3，027千重量トンの減少となって

　いる（表1参照）。

　これは、過去1年聞の減少船舶が4，988千

【表2】　日本籍商船船腹の推移

②四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。

年
位
又 千％ 千％ 伸び率（％）

1980
8，825 39，O15 66，288

「

1985 8，225 38，141 62，600

1987
8，250

32831　　，

52，609

1988 7，939 29，193 46β09 △　且．0

／989 7，777 26，367 42，320 △　9．6

王990 7，668 25，186 40，331 △　4，7

1991 7，568 24，741
39431　　，

△　2．2

1992 7，41工 23，736 37，351 △　5．3

1993
7，323 23，595 36，867 △　1．3

1994
7，165

21888　　，

33，840 △　8．2

重量トン（うち海外売船4，924千総トン）で

あったのに対し、新造船が1，876千重量トン

と大幅に減少したため、総トン数・重量トン

数とも86年以来9年連続の減少となった（表

2参照）。

②　船種別構成

　船種別構成は、重量トンベースで油送船が

12，117千重量トンで全体の35．8％、次いでオ

ア・バルクキャリアが11β00千重量トンで

34．9％、一般貨物船が2，645千重量トンで

7．8％となっており、これら3船種で全体の

78．5％を占めている（表1参照〉。

　このうち、船腹量が前年に比べて増加した

二種は、一般貨物船が54千重量トン、液化ガ

ス船が51千重量トンで、減少した船種は、オ

ア・バルクキャリアが1，187千重量トン、油

送船が1，163千重量トンなど、ほとんどの船

種におよぶ。

せんきょう　平成7年2月号
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【表31　船型別構成（総トン区分）

船型別（％） 隻数 千％ 千％

100以上～　　500未満 5，283 1，541 3255

50Gη～　1，0GG；ノ 8？7 646 i，282

LOOO〃～　5，0GO〃
596
1，583 2，102

5，000〃～10，000〃
112 781 569

10，000〃～50，GOO〃
168
4，455 4，616

5G，000〃～100，000〃
67
5，005 8，983

ユ00，000　〃　　～150，000　〃
61
7，640 12，547

王5G，000以上
1 239 484

合　　　　　計 7，165 21，888 33，840

（注）　四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。

（3）船型別構成

　船型別構成は、500総トン未満の船舶が隻

数で73％を超えていること、5万総トン以上

の船舶の重量トンベースによるシェアが65％

　となっていることなどが注目される（表3参

照）。

㈲　船齢別構成

　　船齢別構成は、重量トンベースで船齢5年

　未満船は27．5％（前年は24．5％）、同5年以上

　10年未満船は42．6％（実40．8％）で、両者で

【表4】　船齢別構成（竣工べ一ス）

船　齢 隻数 千％ 千％ 購戎比伊∂

0～4年 2，037 6，264 9β07 27．5

5～9η
L969 8，85ユ 14，414 42．6

IO～11〃
595

1，880 2，658 7．9

12～13〃
588 1，7Q4 2，752 8．1

14～工5〃
508 951

1，468 4．3

16～17〃
262 457 773 2．3

18～19〃
225 829 1，305 3．9

20年以上
979 952

1，163 3．4

不　　明
2 ユ ．　　　0

0

合　　計 7，165 21，888 33β40
100

（注｝①四捨五入の関係で末尾の計が合わない場含がある。

　　②構成比は％ベースによる。

全体の70．1％を占めている。これは前年の

65．3％から4．8ポイントの増加である。一方、

10年以上の船舶の構成比は、10年以上15年未

満船が22．1％から20．8％へ、16年以上船が

14．0％から9．6％にそれぞれ減少している（表

　4参照）。

⑤．航行区域別構成

　航行区域別構成は、平水、沿海船が隻数で

約90％を占めている。平水、沿海船は前年と

比較して、隻数で79隻の減少であるが、トン

数においては51千総トン、48千重量トン増加

　した。一方、近海、遠洋船は前年に比較して

79隻、L755千総トン、3，075千重量トン減少

　し、737隻、17，654千総トン、27，338千重量

　トンとなった。重量トンベースによる全体に

　占める割合は前年の82．5％から80．8％に減少

　している（表5参照）。

【表51航行区域別構成

航行区域 隻数 千％ 千％

平　　　水

?@　　海

ﾟ　　　海

a　　　洋

1，245

T，183

SD7

R30

420

R，813

W61

P6，793

382

U，120

X25

Q6，413

合　　計 7」65 21，888 33，840

（注）四捨耳入の関係で末尾の計が合わない場合がある。

2，外航商船隊の船腹量

（112，000総トン以上の日本籍外航商船

　上記日本籍商船のうち、旅客船、フェリー、

　その他特殊船等を除く2，00⑪総トン以上の外

航商船は280隻、16，669千総トン、26，375千

重量トンとなる。この船種別構成を見ると、

重量トンベースでオア・バルクキャリアが

　11，779千重量トンで全体の44．7％、次いで油

（

．（．
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【表6】　2，000％以上の日本籍外航船の船種別構成

総　船　腹　量
船　　　　種

隻数 千％ 千％ 講成比囎

タ
ン
カ
ー

油　　送　　船

t化ガス船
ｻ学薬品船

62

Q6
5，950

P，808

@一

10，408
k455

@　

39．5

T．5

@一
小　　　　計 88 7，758 11，863 45．0

鉱／油兼用船
1 128 248

0．9

乾
貨
物
船

オア・バルクキャリア

ﾘ材専． p船
ｩ動車専用船
笂?E冷蔵専用船

tルコンテナ船

齡ﾊ貨物船

80

T
3
2
2
4
3
5
1
5

6，230

Q06

U89

P25

P，354

P80

ll，779

@247
@455
@146
蛛C335

@303

44．7

O．9

P．7

O．6

T．1

Pユ

小　　　　計
191 8，784 14，265 54．1

合　　　　　計
280
16，669 26β75

1GG

（注）①構成比は％ベースによる。

　　②四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。

　送船が10，4Q8千日目トンで39．5％、蔽化ガス

　船が1，455千重量トンで5．5％、フルコンテナ

　が1，335千重量トンで5．1％となっており、こ

　れら4船種で全体の94．8％を占めている（表

　6参照）。

　　また、日本籍外航商船の船腹量の推移は表

　7のとおりで、1994年央においては前年に対

　し60隻、1，751千総トン、3，070千重量トンの

【表7】わが国外四丁船隊の船腹量推移

減少で、近年では1989年に次ぐ大き．な減少率

となっている（表7参照）。

②　外国用船

　運輸省において取りまとめた1994年央の外

国用船の船腹量は、1，71Q隻、44，381千総ト

ン、67，522千璽量トンで、前年の1，708隻、

44，488千総トン、68，066千重量トンと比較し

て、2隻増加、108千総トン、544千重量トン

減少している（表7参照）。

（3）わが国外航商船隊の船腹量

　上記（D、（2）によると、わが国外航商船隊の

1994年目における船腹量は1，990隻、61，050

千総トン、93，897千重量トンとなり、前年と

比較して、58隻、1．857千総トン、3，614千重

量トンの減少となっている。日本商船隊に占

める日本籍船の比率は、1987年までは重量ト

ンベースで50％以上を維持していたが、1988

年以降は円高による日本引船のコスト競争力

の低下などから急激に減少を続け、1994年は

前年の30．2％から28，1％へとさらに減少した

　（表7参照）。

（2，000％以上の日本籍外航船ならび1こ外国用船の船腹量｝

日　本　籍　　船 外　　国　用　船 合　　　　計
年
隻 千％ 千％ 伸び率㈱ 隻 千％ 千％ 伸び率㈱ 隻 千％ 千％

1989

P990

P991

P992

P993

P994

532

S49

S19

R76

R4G

Q80

～1，691

Q0，406

P9，815

P8，669

P8，420

ｫ6，669．

35，260

R3，163

R2，188

R0，039

Q9，445

Q6，375

△　5．9

｢　2．9

｢　6．7

｢　2．0

｢．10．4

1，470

k543

､，641

P，637

P，708

P，71G

33，477

R6，910

S040G

S2，997

S4，488

S4，381

52，677

T8，036

U3，282

U3，017

U8，066

U7，522

　102

@9．G

｢　0，4

@8，0

｢　0，8

2，002

P，992

Q，G60

Q，013

Q，048

P，990

55，168

T7，316

T9，914

U1，666

U2，907

U1，050

871937

X1200

X5，470

X3，056

X7，511

X3β97

（注〉①外国用船は運輸省調べによる。　②年央の値である。
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r．1

訪問団体　日本タンカー協会

設立昭和3年（1928年）8月21日

沿　革　我が国でも19世紀の終わり頃から石油

　　　　需要が増え、軍需用石油も大きく伸び

　　　　たが、その頃には我が国で1万トン級

　　　　の鋼製外航タンカーが建造され始め、

　　　　石油会社、商社系の船主（5社）によ

　　　　って8隻・8万％が所有されたという

　　　　時代背景の中にあって、業界の意思疎

　　　　通と協調を図るためと、海軍や逓信省

　　　　などとの運賃、船腹調整の必要が生じ

　　　　たため、昭和3年8月2旧に日本タン

　　　　カー協会が設立された。昭和16年末に

　　　　は会員23社、所属タンカーは48隻・63

　　　　万％に達した。戦後昭和21年11月に近

　　　　海油槽船協会が合体し、新生「日本タ

　　　　ンカー協会」として合計30社余りのメ

　　　　ンバーで再発足したが、その後、内航

　　　　タンカーが分離し、現在は外航タンカ

　　　　一業者のみで構成されている。そして

　　　　経済の伸長とともに石油輸入は急増し、

　　　　それに伴って外航タンカーは大量建造

　　　　されるに至り、協会では安全運航と油

土防止を永遠のテーマとして石油連盟

や日本船主協会とも連携しながら業界　　．（．．

の発展と国家経済への寄与のためのあ

らゆる活動を行ってきたのである。当

協会メンバーとして、独立系船社とは

別の石油会社系のタンカー会社も早く

から加入しており、これがタンカー、

石油両業界の関係円滑化を進め、前述

の目的達成に大いに資するところとな

っている。その間、昭和43年に協会創

賦
引

醐
駿

離1ξ

（．
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　　　　立40周年記念事業として、運輸省、海

　　　　上保安庁、自衛隊の協力を得て、安全

　　　　研修センターの事業を行い、1，355名

　　　　の履修生を送り出したが、本事業は現

　　　　在では海上災害防止センターに引き継

　　　　がれている。

会　長　南雲　四郎（川崎汽船会長）

事務所　東京都千代田区平河町2－6－4

　　　　　　　　　　　　　　　海運ビル6階

事業外航タンカー事業全般に関して、関係

　　　　機関に対し意見の開陳を行う一方、本

　　　　邦タンカーバースにおける港費をワー

　　　　ルドスケールに反映させる事業や海事

　　　　法規ならびに保険の研究を行うほか、

　　　　海山専門家による内・外地港湾事情の

　　　　調査や油濁防止策の検討などを各専門

　　　　委員会で行い、これら調査研究活動の

　　　　成果は刊行物として関係者に配布され、

　　　　その利便性は世の高い評価を受けてい

　　　　る。当協会の諸活動の原点はタンカー

　　　　の安全運航と油濁事故防止を達成する

ことにあり、このために創立以来一貫

して自己啓発に努めてきたのであり、

これが近年の世界的要請である海洋環

境保護という大命題にも沿うものとな

っているのである。

　平成7年度の専門委員会の活動は次

のとおりである。

1．タンカーの安全及び海洋汚染防止

　対策検討委員会

2．海運関係法並びに保険研究委員会

3．ワールドスケール調査研究委員会

4．タンカーチャーターパーティ研究

　委員会

5．タンカー海上交通並びに港湾安全

　対策検討委員会

6．外地（北米、中南米）港湾事情調

　査研究委員会

7．タンカー油濁事故に関する調査研

　究委員会

8．OCIMF出版物の翻訳、編集委員

　会

）
組織図会員数30社（平成6年目現在）

藤12雌事・社匠廻
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江戸海運の発展に貢献した

日本版ブルーリボン競争

　帆船のスピード競走といえば19世紀のティー

クリッパーによるブルーリボン争奪戦が有名だ

が、日本でもかつて同じようなレースが行われ

ていた。菱垣廻船による「新綿番船」と樽廻船

による「新酒番船」がそれだ。どちらもその年

の最初の綿や酒を近畿から江戸まで運ぶレース

で、新綿番船は元禄年間（1688－17G3）、新酒番

船は享保15年（1730）頃に始まった。

　当時、廻船の主力となっていた船は別名「千

石船」．とも呼ばれた「弁才船（べざいせん）」。

横帆1枚の単純な帆装だが、帆と舵の巧みな操

作で横風や逆風でも帆走が可能で、時代ととも

に速力も向上の一途をたどっていた。番船レー

スは、こうした速力や航海性能向上に貢献する

　、　／

）9こ

技術開発競争の側面も持っていたようだ。

　初期の頃（17世紀後半〉の弁才船は大阪～江

戸間（片道）を約1ヵ月もかけて航海していた

が、寛政2年（1790）には新酒番船が西宮から

江戸までわずか58時間で航海、平均速力6．5ノ

ットという記録を樹立し、さらに安政6年

（1895）には、新綿番船が大阪から浦賀まで50　（

時間、平均速力7ノットの記録を残している。

　毎年、この競走のために、船主は帆走技術や

航海技術に様々な工夫を凝らし、改良を重ねた。

こうした技術面での成果は、普段の廻船の運航

にも生かされたため、菱垣廻船や樽廻船の運航

も全般にスピードアップ。元禄期には大阪～江

戸間を1隻が年問4往復していたのに対し、天

保年間（1830d843）には8往復と稼働率は倍

増し、北は北海道から西は九州まで全国をくま

なく網羅したその強力な輸送力は、江戸時代の

経済や文化を支える上で大きな役割を果たした。

　齢
oo

ﾂ
倍

し
や
2
　波の高さや波長を把握するための目安として

用いられるのが「有義波」だ。これは一定の数

の波の高さと波長を観測し、大きい方から3分

の1の波の平均波高と平均波長を求めることに

よって得られる大きさの波を意味し、天気予報

などで報じられる波の高さも、この有義波の高

さを表す「有義波高」によって示される。

　とはいっても、これはあくまで統計的な平均

値であり、実際にこの高さや波長の波が連続し

てやって来るのではない。統計的には、100波

に1波は有義波高の1．6倍、1，⑪00波に1波はL9

倍の波高の波が起こるといわれている。波高4

mで波長が10秒なら、約17分に1回の割合で波

．（、
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　　．高6，4mの波が、2時・間40分に1回の割合で7，6

　　　mの波がやって来る可能性があるわけだ。

　　　　甲板．．トで作業していた船員や磯釣りをしてい

　　　た入が高波にさらわれる事故も、こうした大波

　　　に遭遇し、うっかり逃げそこねてしまうことに

　　　よるものが多い。磯釣りを楽しむ人は、安全そ

　　　うにみえる岩場でも、今打ち寄せている波の2
．） @倍近い高さの波が突然やって来る可能性がある

　　　ことを常に念頭に置いておくべきだろう。

）．

国際海上物流を一変させた

トラック業者のユニークな

アイデア

「必要は発明の母」と言われるが、コンテナ船

の登場は、まさにその典型的な一例だ。「発明

者」は、個人トラック業者から身を起こし全米

有数のトラック運送会社のオーナーとなったマ

ルコム・マクリーン（Malcom　P．McLean）。

せんきょう　平成7年2月号

　第2次大戦後の先進諸国を中心とする急速な

経済成長は、貨物量の増大とともに港湾労働者

の不足をもたらした。人手不足で荷役作業が遅

れ、貨物船の停泊時間は長引く。その結果、多

くの船が着岸できずに沖待ちを余儀なくされた。

それは当然トラックや鉄導などの陸上輸送機関

の効率にも波及する。港湾荷役は、当時、物流

の最大のボトルネックだったのである。

　マクリーンは、陸上輸送業者としての経験か

ら、異なる輸送機関の間で輸送単位を共通化す

ることが物流合理化の決め手だと気付いていた。

そこで1956年に中古のT2型タンカー（1万

6，000重量トン〉を購入して改装。これにピギ

ーバックと呼ばれる陸上トレーラーをそのまま

積載して荷役時間を大幅に短縮した。ちょうど

現在のRORO船に相当する輸送方式だ。

　しかしこの方式では車両部分も同時に輸送す

るため積載効率が悪い。そこでマクリーンは、

トレーラーをシャーシとコンテナに分離し、コ

ンテナ部分だけを効率よく船倉内に固定するた

めの画期的なセルガイド方式を開発した。この

新方式による最初のコンテナ船は、1957年10月

ニューアーク（ニューヨーク港）からヒュース

トンへの初航海に成功する。こうして国際貨物

輸送の分野に海陸一貫輸送という大変革をもた

らした「コンテナ革命」が始まったのである。

　マクリーンは自らのコンテナ船運航会社を海

陸一貫輸送を象徴する「シーランド」と命名し、

1966年には北大西洋航路に進出。追うようにし

て欧州や日本の船会社も定期航路にコンテナ船

を相次いで就航させ、1970年代には世界の主要

航路のコンテナ化がほぼ完了した。

　わずか10年程度でこれほど急激な輸送形態の

変化が起こったのは海運史上でも他に例がない。

一陸上輸送業者のユニークな視点が世界の物流．

を一変させてしまったのである。
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　ベルギー、フランスそしてドイツに囲まれたヨー

ロッパの小国、ルクセンブルク大公国のことはご存

じでしょう。南北約100km、東西約40㎞で神奈川県

とほぼ同一の大きさで人口約39万人とのことです。

かっては鉄鋼産業で有名でしたが、現在はヨーロッ

パでも有数の金融センターですが、特に最近ではE

Uの諸機関、すなわち欧州議会事務局、欧州裁判所、

EU統計局、欧州投資銀行などの機関があることで

知られています。また、今年ユ月からEUの委員長

になったサンテール氏の出身地でもあります。

　ここの第一審裁判所でわれわれも関係しているE

Uの競争法に関するヒヤリングが行われましたので、

1月のある日傍聴に行きました。欧州裁判所やその

他の機関のある場所はルクセンブルク市の東北部に

ある高台にあり、付近にはこれら関係者のために建

てられた新しいホテルが立ち並んでいます。ヒヤリ

ングの前夜、そのホテルの一つに泊まりましたが、

夜ともなるとロビーやバーには瀟洒なスーツに身を

固め、グラス片手に英仏2力国語でウイットに富ん

だ会話を楽しむロイヤーで満ち溢れていました。紹

介されてこれらのグループに加わっても会話につい

ていくのが大変で、どうしても疎外感を味わうこと

になります。彼らに支払う高い弁護士費用のことな

ども頭をかすめ、これぞ別世界「ロイヤーズパラダ

イス」か、なぞと思いました。

　さて、ヒヤリングは第一審裁判所の小法廷で開か

れました。定刻になると、若い廷吏が入ってきてド

アの呼び鈴を押します。文字通り『ピンボーン』と

音がすると同時に、正面のドアが開いて平服の3人

の裁判官が入ってきました。裁判官は原告／被告な

どの関係者と気軽に挨拶をすますと、何の前置きも

なくいきなり本題に入ります。裁判長はポルトガル

人でしたが、ヒヤリングは英語で行われました。し

な
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かしフランス関係の判例が引朋されたりして、フラ

ンス語も結構出てきます。

　ここでちょっと法廷の説明をしますと、正面の高

い席が3人の裁判官の席で、左右の壁には裁判所に

あまり似合わない街の広告のような絵が掛かってい

ます。一段下がって、左右に速記者や廷吏や裁判所

の関係者が並びます。正面に向かい合うようにして

右側が原告、左側が被告席で、それぞれ4人分の机

と椅子、そして演壇が用意されています。陳述する

場合、この演壇に書類を広げて立って行うわけです。

その後ろが傍聴席で、60人程度の席がありました。

今回は海運関係者のほか、法律事務所の関係者が多

いのが目立つとのことでした。

　裁判長は小柄な人で、ある時は大きな椅子に体を

沈め、ある時は机に頬杖をついて少しもじっとして

いません。話の途中でも、疑問点があるとその場で

すぐ話を遮ウ質問します。裁判長は海運のことはほ

とんど知らないはずだと聞いておりましたが、質問

を聞くかぎり、なかなかどうしてよく判っているよ

うでした。原告／被告双方で5人の弁護士が陳述を　＿．

行いましたが、いずれも欧州のやり手の弁護士との

ことで話に説得力があり、時間の経つのも忘れるほ

どです。これで彼らの言っていることが100パーセ

ント判ればどんなに面白いかと思いました。

　ヒヤリングは途中15分のコーヒーブレークを挟ん

で、4時間にわたって行われました。最後に裁判長

は『これは大変難しいケースである。判決は相当遅

れるであろう』と言づて無造作に立ち上がると、さ

っさと入ってきた時と同じ正面のドアから出ていき

ました。

　判決が待たれてなりません。

　　　　　　　　（欧州地区事務局長　赤塚宏一）
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海運 寧日

7日　リンゴの輸入自由化を受け、輸入が本格

　　化。米国ワシントン州産リンゴを積んだ船

　　が東京と横浜に到着した。9日の食物検疫

　　を経て、10日に店頭に並んだ。

9日　運輸省は、94年12月の新造船建造許可実

　　績を発表した。それによると、94年の日本

　　の新造船受注量は343隻・1，162万％で、88

　　年の第二次設備処理以後では最高の受注量

　　を記録した。

16日　IMOの第40回無線通信小委員会が20日

　　までロンドンで開催され、既存船の無線設

　　備をGMDSS（海上における遭難および安

　　全の世界的な制度）へ早期に切り替えるこ

　　とを、各国主管庁が船主に対して勧告する

　　ことを決定した。

17日　早朝、淡路島北部を震源地とする大地震

　　が発生し、兵庫県南部を中心に大災害をも

　　たらした。また、神戸港でもコンテナ埠頭

　　をはじめ殆どの埠頭が使用不能となるなど、

　　港湾施設が壊滅的なダメージを受けた。当

　　協会は、増田理事長を本部長とする地震対

　　策本部を設置し、被害状況の把握、関係方

　　面との連絡・調整を行い、対策を検討した。

　　（P．2特別欄参照）

旧日　日本船舶輸出組合は、94年（1～12月〉

　　の輸出船契約実績を発表した。それによる

　　と、249隻・992万2，00⑪％で、過去20年間

　　で最高となった。

23日　IMOの第38回設計設備小委員会が27日

麩1月

　　までロンドンで開催され、船橋および機関

　　室内の主要機器に関する配置標準化ガイド

　　ライン、スラッジ専焼焼却炉の標準仕様書

　　の策定、高速船の消防設備などについて審

　　議した。

24日　大蔵省は、94年（1月～12月）の貿易統

　　計速報（通関ベース）を発表した。それに

　　よると、輸出額は3，955億4，100万ドル（対

　　前年比9．6％増）、輸入額は2，743億7，400万

　　ドル（同14．0％増〉で、輸出額から輸入額

　　を差し引いた輸出超過額（貿易黒字）は

　　1，211億6，800万ドル（同0．8％増）となつ

　　た。

25日　当協会は、阪神大震災の被災義援金とし

　　て、神戸市に対して1億円、日本赤十字社

　　に対して1，000万円の拠出を決定した。

　　（P，2特別欄参照）

30日　STCW条約改正のための第4回中間会

　　合が、2月3日までロンドンで開催された。

　　引き続き、第27回訓練当直基準小委員会が

　　2月6日から10日まで開催され、STCW

　　条約の全面改正のための改正案が審議され

　　た。

81日　通産省は、94年9月分の輸出入決済通貨

　　建て動向調査を発表した。輸出における円

　　建て比率（金額ベース）は39．7％で、前期

　　　（94年3月）より1ポイント低下、輸入は

　　19．2％で2．4ポイント低下した。輸入での

　　マイナスは調査開始以来初めてのこと。
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1月の定例理事会の模様

（1月25日、日本船主協会役員会議室において開催〉

阪神大震災への対応について

1．義援金の拠出

2．海外からの救援物資の輸送

3．情報提供

4．輸送協力

5．船舶の提供

6　港湾機能等の再構築への対応

7　救援活動の提案

8　要望事項

　阪神大震災に対する義援金の拠出について

1　神戸市に対する1億円の拠出について

2　日本赤十字社に対する義援金について

　　（P．2特別欄参照）

副委員長　日　本　郵　船　　　田中　禎三

委員乾汽船　乾英文
　　　　　川崎汽船　新谷　功
　　　　　ナビックスライン　　石井　和夫

　　　　　大阪商船三井船舶　　轄法輪　奏

　　　　　佐藤国汽船　　佐藤國吉

　　　　　昭和海運　吉田耕三
　　　　　東京タンカー　　　野田進一郎

日本船主協会50年史編集実行委員会
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総務委員会関係報告事項

1．日本船主協会創立50周年記念事業について

　当協会は平成9年6月5日をもって創立50周

年を迎えるため、平成8年5月頃、50周年記念

事業準備委員会を設けて検討する方針であるが、

日本海運振興会の補助金（平成7～9年度）で

実施を計画している。

　50周期史の編纂については、先行させて実施

することとし、別紙の通り編集委員会および編

集実行委員会を設け作業に着手していくことと

したい。

〔別紙〕

　　日本船主協会50年史編纂委員会

　委員長日本郵船　　根本二郎

政策委員会関係報告事項

1．運輸省外航海運・船員問題懇談会について

　近年の急激な円高等により日本下船の隻数は

現在280隻にまで減少し、ますますフラッギン

グ・アウトが進行している。また日本人外航船

員数も現在1万人を切っており外航海運は空洞

化を通り越した状態に近づきつつあるとの認識

のもと、運輸省では今般、別紙（省略）のメンバ

ーによる「外航海運・船員問題懇談会」（海上交

通局長の私的懇談会〉を設置し、基本的な生活

物資の安定輸送の観点から何等かの対策を講じ

るべきか否か等について検討したいとしている。

　同懇談会には海運業界からは大阪商船三井船

舶・浜本専務、川崎汽船・里長専務、日本郵船

（

せんきょう　平成7年2月号
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・河村副社長の3氏に参加の要請があったが、

同懇談会での検討は業界全体に大きな影響を及

ぼす可能性があること、また検討の進み具合に

よっては海造審の開催もあり得るので、その進

展模様については3氏より必要に応じ政策委員

会に報告願うこととしている。

広報委員会関係報告事項

1．平成7年度以降の広報活動方針について

　当協会の広報活動については、昭和6G年12月

開催の定例理事会において、「海運の役割と重要

性の理解増進」を中心に、包括的に国民各層を

対象として実施していく旨が定められ、この方

針に基づいて活動してきた。しかしながら、近

年における広報活動の実際は、オピニオンリー

ダー、マスコミ、学生・学校をも併せ対象とし

つつ、「海運の役割と重要性」は勿論のこと、「海

運の現状と問題点」、また、時には「海運政策」

についても、担当部門と連携しながら理解増進

のための広報努力を行ってきている。

　従って、平成7年度以降の広報活動方針とし

ては、このような総合性こそが延いては広報活

動の説得力を強め、広報効果を一層高めること

となるとの観点より、広報の方法・手段につい

ては更に検討を重ねることとし、目的b対象に

対する従来の限定を取り払い、活動の範囲を拡

大することといたしたい。また、個別事項につ

いて所掌の委員会／部門が、それぞれ独自の広

報活動を行うことは当然あり得るが、そのよう

な際にも当委員会／部門との一体性が十二分に

保たれるよう広報関係者としても従来以上の努

力を続けることとする。

　さらに、2年後に控えた当’協会の創立50周年

における各種記念事業についても、広報活動に

関わるものについては全面的にサポートしてい

くこととし、必要な予備的調査を開始すること

といたしたい。

せんきょう　平成7年2月号．

2．平成7年度海運講習会の開催について

　当委員会では、昭和32年より会員会社の陸上

新入社員を対象に、社会人としての門出を祝す

るとともに、海運人として必要な心構えを育成

する目的で海運講習会を実施している。本年度

は、27社より総合職71名（男性70名、女性1名）、

一般職23名（女性のみ）、合計94名の受講希望が

あったが、従来の半分以下の規模のため、総合

職と一般職に分けずに実施することとし、来る

3月28日㈹、海運ビル2階大ホールにおいて開

催することとしている。

　なお、講師および演題については、次の通り

といたしたい。

3月28日㈹　09：30～16：15

　挨　　拶

　　日本船主協会会長　　　　　　轄法輪　奏

　激励の言葉

　　運輸省海上交通局海事産業課長　寺前　秀一

　日本海運の現状と将来

　日本船主協会副会長

社会人としての心構え

　　MSC・コンサルタント

海運と経済

船長雑感

　日本郵船株式会社船長

映画「日本の海運」

新谷　　功

三木　尚子

　未　定

水船　憲一

労務委員会関係報告事項

1．ILO海事基準に関する三者（官労使）会

　議について（P，18海運ニュース1参照）

2．20条問題小委員会の審議模様

　（本誌1995年1月号P．24海運ニュース3参
照）

国際委員会関係報告事項

1．アジア船主フォーラムトレード安定化委員



会第2回中間会議ならびに航行安全委員会第

1回中間会議の模様について

（アジア船主フォーラムトレード安定化委員

会第2回中間会議については、本誌1994年12

月号P．2シッビングフラッシュ1参照〉

会　員　異　動

○退　会

　平成6年12月31日付

　大三海運株式会社（京浜地区所属）

　平成7年2月1日現在の会員数158社

　（京浜地区所属103社、阪神42社、九州13社〉

陳情書・要望書（1月）

宛　先：運輸大臣

件　名＝阪神大震災に関する要望

要　旨：阪神大震災に係る救援物資、復興に要

　　　　する基礎物資などの円滑な輸送活動を

　　　　確保するために必要な物流システムの

　　　　確立、港湾機能、航行安全施設の早期

　　　　回復などに関する要望。なお、今後の

　　　　被害状況に応じて追加要望を行うこと

　　　　も検討している。

宛　先：日本赤十字社社長、兵庫県災害対策本

　　　　部、神戸市災害対策本部、㈹経済団体

　　　　連合会会長

件　名＝海外からの阪神大震災救援物資の無料

　　　　海上輸送について

要　旨：阪神大震災に際し、当協会として各種

　　　　の救援活動を展開しているが、その一

　　　　環として、海外から提供された生活関

　　　　連救援物資を本邦向けに輸送する場合

　　　　に邦船社の外航定期航路において無料

　　　　海上輸送の提供を申し出た。

海運関係の公布法令（1月）

⑲　船員法第60条第2項及び第62条第1項の労

　　働時間に係る暫定措置に関する政令の一部

　　を改正する政令

　　（政令第1号、平成7年1月5日公布、平

　　成7年4月1日施行）

㊥　許可、認可等の整理及び合理化に関する法

　　律の施行に伴う運輸省関係政令の整備に関

　　する政令

　　（政令第7号、平成7年1月2⑪日公布、平　　＿

　　成7年4月1日施行）

㊨港則法施行規則の一部を改正する省令

　　（運輸省令第2号、平成7年1月20日公布、

　　平成7年2月1日施行）

㊨　船員法施行規則の一部を改正する省令

　　　（運輸省令第3号、平成7年1月20日公布、

　　平成7年4月1日施行）

国際会議の開催予定（3月）

アジア船主フォーラム保険委員会第1回目間会

議（ASF）

　3月6日　香港

CENSA理事会
　3月8日　ブリュッセル

IMO第39回復原性・満載喫水線・漁船安全小

委員会（SLF）

　3月13日～17日　ロンドン

国連欧州経済委員会貿易手続簡易化委員会

（UN／ECE／WP，4）第41回会期

　3月20日～24日　ジュネーブ

IMO第34回コンテナ貨物（BC）および第26回

救命・捜索救助小委員会（LSR）

　3月27日～31日　ロンドン

SMDGサレルノ会合

　3月29日～30日　サレルノ
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　　　羅　　　　　一 C運統計一一　一一一翻
1．わが国貿易額の推移 （単位　百万．ドル） 2．対米ドル円相場の推移〔銀行間直物相場）

輸　出 輸　入
前年比・前年同期比（％〉 年　月 講平均 最高値 最安値

年　月 入囚出超
（FOB） （CIF）

輸　出 輸　入 1985
238．54 200．50 263．40

1989
137．96 124．10 150．35

19巳Q 129，8Q7
14G　52S　　　，

▲IG，721 26．G 27．0 1990 144．81 124．30 160．10
1985 175638　　　，

129，539
46099　　，

3．2 ▲　　5．1 1991
134．55 126．35 141．801991 314525　　　， 236737　　　， 77789　　，

9．6 0．8 1992
126．62 ／19．15 134．751992

339，650 233，021
106628　　　，

8．0 ▲　　1．6 1993
／11．19 100．50 125．751993

P994

360872　　　，

R95，53？

240551　　　，

Q74β68

120318　　　，

P21161　　　，

6．2

X．6

3．2

P4．1
／994 ／G2．24 96．45 109．00

1994年1月
@　　　　　2

25968　　，

Q9563　　，

19β99
P8652　　7

6
0
6
9
　
　
，
1
0
9
1
0
　
　
，

7．6

T．7

5．2

V2
1994年2月
@　　　　　3

1D6．33

P05．17

102．20

P03．15

109．00

H06．50

3
36，546

22578　　｝ 13967　　，

5．4 6．1
4

103．53 105．05 102．50

4 32936　　， 21779　　， 11156　　，

7．3 6．6
5

103．99 101．55 105．05

5
28，116

21560　　，

6，555 4．4 12．5
6

102．72 99．05 105．33

6
33，727

22355　　， 11371　　，

10．6 8．5
7

98．50 97．30 99．75

7 34487　　， 22204　　， 12283　　，

7．0 8．8
8

99．85 97．70 101．40

8 31286　　，

25，211
6
0
7
4
　
， 12．3 23．7

9
98．81 97．82 100．15

9
36，160

24184　　， 11975　　7

8．5 16．2
10 98．42 96．80 100．57

10 34638　　， 25374　　，

9
2
6
4
　
， 10．4 24．2

11
97．96 96．45 98．92

11 34440　　髄 25888　　，

8
5
5
2
　
， 21．2 23．2

12
100．13 98．95 10D．55

12
37，670

24684　　， 12985　　，

14．9 24．5 1995年1月 99．75 98．55 10LO5

（注）　通関統計による。

3．不定期不自由市場の成約状況 （単位　千MIT）

区分 航 海 用 船

定期 用船

シングル
〔品　目 別 内　訳）

年次

合　　計 連続航海
航　海
穀物 石炭 鉱石 屑鉄 砂糖 肥料 その他

Trip Period

1989 119708　　　，

3
3
7
3
　
，

116335　　　， 44629　　， 21936　　， 38448　　，

1，018
3
3
2
6
　
，

6
8
1
4
　
，

164 103915　　　，
24161　　，

1990 132265　　　，

3
0
9
1
　
，

129174　　　， 43613　　， 32043　　， 43626　　， 805
4
7
1
6
　
，

4
1
7
3
　
，

198 90980　　， 14326　　，

1991 127095　　　，

2
4
6
2
　
，

124633　　　， 35022　　， 34538　　， 44554　　， 761
3
5
1
9
　
，

5
0
4
3
　
，

1
1
9
6
　
脚

102775　　　，

25，13／

1992 196312　　　， 16996　　， 179316　　　， 54719　　， 54731　　， 61197　　， 576
3
0
6
4
　
，

4
0
2
3
　
，

LOO6 87，735 16，530
1993 172768　　　，

8，470
164298　　　， 56033　　7 42169　　， 59167　　， 408

2，353
3
3
5
7
　
，

811
108，546

26003　　脚

1994 180978　　　， 11264　　「 1697工4　　　冒 44993　　冒 44251　　9 68299　　髄

2
6
3
4
　
， 3，477 4，430 1，630 176，407 46，876

1994　5
13574　　， 540 13034　　，

2
0
2
2
　
，

3
8
1
3
　
，

6
3
4
9
　
，

119 178 432
王21 12，992

2
7
0
7
　
，

6
18，233

0 18233　　，

4
6
6
0
　
，

4
6
7
2
　
，

6
9
9
4
　
，

501 569 727 110
15，564

2
9
9
2
　
脚

7 15620　　， 0 1562D　　，

3，863
3
9
7
6
　
，

6
6
2
0
　
，

252 377 426 106 12，146
3
6
5
3
　
，

8 ll　369　　， 152
U，2玉7 3，09／ 3，35塁 3，605

168 313 546
／40 14，739 4，928

9 20210　　，

5
1
3
6
　
，

15074　　，

4
9
1
3
　
9

3
4
5
5
　
，

5
4
1
1
　
，

349 413 502 31 19153　　7

5，482
10 12526　　， 0 12526　　，

3，415

3
1
5
7
　
，

4
5
1
0
　
，

4s7 345 475 137 18100　　， 5208
11 12438　　， 444 11994　　，

3，407

2
8
1
9
　
，

5
1
6
5
　
，

149 159 221 74 13420　　，

4，820
12 14565　　，

1
3
7
5
　
，

13190　　，

3
4
1
6
　
，

2
7
2
8
　
，

6
4
2
7
　
，

162 160 289 8 14775　　，

4
4
5
8
　
，

1995　1 王3，643
270 13373　　，

4
2
0
8
　
脚

3
8
6
9
　
7

4
5
8
8
　
，

262 232 161 53
11β80 5，336

（注）①マリタイム・リサーチ社資料による。②品目別はシングルものの含計。③年別は暦年。

せんきょう　平成7年2月号
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4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）

ペルシヤ湾／日本 ペルシャ湾／欧米
月次 1993 1994 1995 1993 1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
58．00　49．00 42，50　32．00 60．00　54．50 57．50　46．50 37、50　30，00 50．00　47．502
53．00　47．50 39，05　31．25 45，00　42．50 35．00　30．003
5D．00　41，50 46．00　37．50 50．00　37．50 46．00　32．504
46．00　44，00 38．50　3L80 47．50　40．00 ．4．1．00　32．005
46．00　38．00 37，00　35．00 42．50　37．50 34．50　30．006
53．00　38．00 44．50　32．00 48、50　36，00 42．50　30．00

7
64．00　59．50 53，50　39．50 56．25　45．00 47，50　38．008
47，50　40．50 60，00　44．00 47．50　39．00 陵b、．50　38．009
55．00　42．00 51．50　40．00 45．00　38，50 42．50　35．0010
50，00　42．05 55．50　．48，00 45，00　39．05 47．50　37．5011
46，05　40．00 55，00．47．50 42．D5　37．05 57．50　45．0012
43．05　34．00 58．00　48．50 4000　3400 5000　4500

（注）

③いずれも2D万DIW以上の船舶による
①日本郵船調査部資料による。②単位はワールドスケールレート。1989年1月以降

@　　　　　　　　　　　　　　　　　もの。④グラフの値はいずれも最高値。
新ワールドスケールレート。

．（．

＝

5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧） （単位　ドル）

ガルフ／日本 北米西岸／日本 ガルフ／西欧
月次 1994 1995 1994 1995 1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低
1
23．50　20．65 33，00　29．00

一 一 10．25　　9．10 17，25　16．002
2／．50　19，50 12．00 9．30　　8．603
19，30　18．25 11．75　11．70 8．45　　8．QO4
19．80　19．25

一 10．25
5
24．25　22，50

一 12．00
6
23，30　20．25

『 10．50　　9，87

7
25．00　21．50

一 1L50　10．258
26，00　2L50 一 11．75　10．659
25，00　22，20

一 15．68　11．OD10
28．50　25．00 15．50　14．75 14．25　12，9011
30．75　26．00 16．00　15．75 17．00　13．5012
33．80　29．75

一 1700　1650
（注） ①日本郵船調査部資料による。②いずれも 5万D〆W以上8万D／W未満の船舶によるもの。
③グラフの値はいずれも最高値。

せんきょう平成7年2月号
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6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧） （単位　ドル）

ハンプトンローズ／日本（石炭） ツバロン／日本（鉄鉱石） ッバロン／西欧（鉄鉱石）

月次
1994 1995 1994 ／995

1994 1995

最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低 最高　　最低． 最高　　最低 最高　　最低
1

9．45
一

8．80 14．20 4．35
一2 9．25 7．70 4．96

3
一 一 5．60　　4．50

4

一 9．25　　7．90 6．25　　5．55
5

13．10　　12、40 ／0．30 6．50　　5．75
6

』 9．50　　9．10 5．75　　5，30

7 12．10 ／1．10 5．00
8

一 11．40　　10．85 6．00
9 13．50 ll．00　　10．30 『Io 15．80 一 10．50　　8．00
1／

一
13．45 9．35　　8．40

12
一 12，75　11．75 9．25

（注）①目論郵船調査部資料による。②いずれも10万DIW以上15万DIW未満の船舶によるもの。
　　③グラフの値はいずれも最高値。

〃．

j 7．タンカー運賃指数

タ ン カ 一　　運
任貝 指 数

月次 1992 1993 1994

VLCC 中型 小型 H・D H・C VLCC 中型 小型 H・D 1・1・C VLCC 中型 小型 H・D H・C
1
37．9 86．6 120．6 152．1 183．7 52．2 98．3 工38．6 162．6 193．2 37．6 90．6 133．7 161．9 211．7

2
48．9 91．2 133．9 184．7 194．7 51．4 94．9 130．1 167．4 181．6 34．2 88．8 144．2 171，0一 221．．3

3
41．1 83．8 140．7 208．5 168．1 44．9 98．1 126．5 17L7 169．2 37．1 88．1 130．8 175．2 219．2

4 33．9 81．3 U5、5 158．3 153．6 45．2 98．2 132．2 187．6 167．8 37．9 88．2 125．7 工71．7 203．55 40．6 7／．6 llO．2 160．8 ／47．4 42．5 93．1 14工．2 192．8 153．7 36．6． 93．6 124．5 169．1 199．4
6
39．4 70．7 104．7 155．4 ／60．0 39．7 101．3 153．8 177．3 170．1 34．2 SS、6 125．9 175．6 183．／

7
36．D 68．9 1D3．9 17L8 153．6 45．9 mL9 140．7 184．2 16L9 37．8 91．5 129．7 185．4 188．5

8 43．5 74．6 110．4 178．1 154．7 52．1 89．4 122．9 184．1 167．2 45．7 88．7 123．9 199．1 181．9
9
44．6 71．7 113．6 165．0 162．3 4／．5 78．4 110．8 160．9 171．9 47．8 93．1 133．8 201．7 186．410
43．4 72．9 113．2 156．4 161．7 42．3 81．4 1ユ8．9 154．0 175．7 44．6 96．6 142．2 200．2 196．411 49．5 79．3 115．9 164．7 148．6 42．5 92．0 125．8 152．7 186．3 48．2 102．1 153．4 188．6 199．312 56．8 64．5 117．3 174．2 176．6 41．2 93．2 120．4 159．3 210．2 47．5 117．6 173．1 2G9．4 214．9

平均 43．0 76．4 116．7 169．2 158．2 45．／ 93．4 130．2 171．2 175．7 40．8 9．4．0 136．7 184．1 200．5

（注）①ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・三ユーズ・インターナショナル
　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）②タンカー運貿はワールドスケールレート。③タンカー運賃
　　指数の発表様式が87年正0月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　④VLCC＝／5万IOO〔エトン（15万トン）
　　以上　◎中型＝7万1000～15万トン（6万～15万トン）◎小型13万6000～7万トン（3万～6万トン〉㊥II・D
　　＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン（3万トン）未満　㊨H・C＝ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。

せんきょう　平成7年2月号
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9．係船船腹量の推移

1993 1994 1995
月次 貨物船 タンカー 貨物船 タンカー 貨物船　　　　　タンカー
隻数千GIT千GIW 隻数千G／T千G〆W 隻数千GIT千GハV 隻数千GIT千GハV 隻数千G〆T千G／W 隻数千G／T千G／W

1
2
3
4
5
6
　
　
7
8
9
1
0
H
1
2

345　　2，328　3，048

R48　　2，429　3，154

R50　　2，481　3，204

R31　2，317　2，988

R24　　2，252　2，982

R17　　2，232　　2，954

R13　　2，217　2，997

R15　　2，174　　2，906

R15　　2，248　　3，069

R13　　2，250　　3．041

R20　　2，293　　2，975

R33　　2，514　　3，273

904，2828，395
X44，0837，98／
X73，8727，565
X23、7377，285
X63，3566，408
X33，／796，054

P00　　3，456　6，589

X83．3276，308
P06　　3，316　　6，279

P03　　3，287　6，218

X83，2196，052
X43，0505，642

329　　2，476　　3，203

R10　　2．333　　3，017

R12　　2，304　　3，000

R03　　2，198　　2，808

Q9／　2，158　　2，816

Q88　　2，l18　　2、825

Q93　2，工93　2，999

Q82　2，272　3，／36

Q78　2．244　3，077

Q93　2，288　　3，115

Q97　2，349　　3，210

Q94　2，446　　3．315

　912，9755，556
W02β565．021
W42β135β26
W12，5344，749
W22，6014，90／

@852β004．215

W62，6445，075
D　88　　2，688　5，171

W52、3334，4／2
W42，5264，691
V32，2044，040
U61．9703，652

289　　2，399　　3，238 652，1954，134

（注） ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。
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　1995年は、波乱の年明けとなっ

た。

　1月17日朝5時46分、神戸を襲

ったマグニチュード7．2の巨大地

震は、六甲の山並みを背景と．した

美しい港町を一瞬のうちに崩壊さ

せました。自然の力の大きさは、

まさに人知の及ばないごとを、あ

らためて認識させられた思いがし

ます。この未曾有め大災害は、

5，400人を超える貴い命を奪い、

35，000人近い方々がけがをされま

した。また建物の損壊は16万戸に

及び、戦後最大の惨事となりまし

た。ここに｛亡くなられました多

くの方々のご冥福を謹んでお祈り

するとと，もに、災害に遭われまし

た方々に心よりお見舞い申し上げ

る次第です。

　海運界にとりましても、今回の

地震の影響は計り知れないものが

あります。神戸港の機能はほとん

どマヒ状態になっております。特

．編．

に外航定期航路にとっては、ポー

ト・アイランドや六甲アイランド

に集中していたコンテナ・ターミ

ナルが全て壊滅状態となり、現段

階では、その復旧も何時になるか

はっきりした見通しも立っており

ません。地震の発生直後は、神戸

に配船していた各船会社はその対

応に追われ、急遽代替港への振り

替えを行いました。

　しかしながら、発生直後の混乱

状態を過ぎ、落ち着きを取り戻す

とともに復旧の困難さが重い現実

となってふりかかって来ています。

単に港の機能だけでなく、今回の

地震では鉄道や道路網もズタズタ

になっており、物流全般にわたっ

てその影響の深刻さはまさに、呆

然自失以外の何物でもありません

が、日本の物流の大切な大動脈の

一刻も早い復旧が待たれます。港

湾設備の復旧には、少なくとも2

～3年を要するとの見方がなされ

ておりますが、現在の国力を持っ

てすればもっと早くに修復し、前

にも増して立派な港の回復は十分

可能と思われます。

　神戸は、関西のみならず日本の

表玄関の一つとして重要な都市で

あり、歴史的にも世界中の人々か

ら愛された街です。美しい街並み

と異国情緒は、後ろに山を控えた

外国航路の港があってこそ神戸の

良さが発揮されるものと確信しま

す。

　災害に遭われた皆様の一日も早

い立ち直りと、美しい街神戸の復

活を心からお祈りします。

川　崎　汽船

総務部長兼情報広報室長

　　　　　　内野正彦

（．
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会社名：関汽外航㈱（英文名）KANSAI　STEAMSH［P　CO，，　LTD

代表者（役職・氏名）：取締役社長　有井　晋

当鰯会会員は158社。

（平成7年2月現在）

所有船状況 遠洋・近海・沿海 一隻 一％ 一％

運航船状況 遠洋・?E沿海 21隻 324，437％ 303，日54％

）．

主たる配船先：東南アジア諸国

事業概要：当社は関西汽船外航部から独立、タイ国、台湾地域を

　　　　　中心に東南アジア向け輸出、および同地域からの輸入

　　　　　において関係各位の最適のニーズに応えた配船を行っ

　　　　　ております。また貸船業として8隻のPOO船を大阪

　　　　　商船三井船舶に定期貸船しております。

ρ

’

L．）．

σ
会社名：川崎近海汽船㈱（英文名）晒WASAKI　KINKAI　KISEN　KAISHA　LTD，

代表者（役職・氏名）：取締役社長　松田和秀

ρ

．
ノ

D

本社所在地：東京都千代田区内幸町2－1－1飯野ビル

資本金：11536．6百万円

創立年月日：旧66年5月］日

従業員数二海上201名　陸上134名　計335名

讃｛売

燃営噂

所有船状況 遠洋・㊥・⑳12隻　45、475％ 47，5B9％

運航船状況 遠洋・浴E㊥51隻　26L日51％ 34E，23ア％

主たる配船先：近海部門…ロシア極東地域、中国、タイ、インド

　　　　　　　ネシア、マレーシア、パプアニューギニア

　　　　　　　内航部門…国内諸港

　　　　　　　フニリー部門…ハ戸、苫小牧、東京

事業概要：　当社の運航船腹は51隻、34万％におよび、近海外航

　　　　　・内航・フェリーの各部門で産業への原材料の安定供

　　　　　給、各種製品、消費物資の輸送に従事しております。



海への感謝をこめて、7月20Elを国民の祝日「海の日」に。

（
．
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平成7年2月20日発行　毎月1回EO日発行　No．415　昭和47年3月8日第3種郵便物認可鵬1＼、〆　一　　　　　Y　｝ゲこ、・」字・　．・「ゴ　ニニ　　ド　　　ド　　　　　ドド　まげ　　　　ド　　　　ゴ馬�nド臼働「桜、肝・ドラ　　ドメ顎堵影鍵3、ド’三三、一珂℃�d一・露PO脚『罵／・霧弼ご．う諺ノ準（ド　　‘婆〆町梯’…：．　「．？「’・ρﾂ墾ジ．げ�dド湾ノ馬∵ダ薪薦．・てr弓「’鏡γ塚ア．笥∴ケ・、お　　きぼド　ドドく　　　　　　　ゴ箕曽〆∵臼証P　　〕．’窯懸しギ引ト軽　∈，、判　　　　　　　　E………………�jヒ山回ヨ　　　rドン／1　　し　　　　　　ゴ　　　P、　　　　　　　　　　　　・　　＼　　、　　＼　　　　＼・「?怩P・レヨ1　　　　　　一・グ1　　「　　　　　　　　　　　ド　　i　　　　　　　　⊃，」　　　　　　／／．　　　　／　　　　　〆　　　　　ダ　　　ゴ　　　　5［〆S＼ヅ礁懸蕪桑　　　　　　　　　　　　　　　　＼　　　　　　　　　　〆刈『　　’　　　　　　　　　券騨一諺；て：「∫　一　　　　　　　　嚢驚考◎・計団…キ人　ロフk縮恐ま＝輯隷会＼�`　、r　　／〈　：1、…∵@一．4�d・渥でぐ、、聖　　　　　　　園ミ竃こ；戯雛船影月報／1995年2朋目次．．ｪ頭言老齢撒積み船事故に想う★畢鱒麟1簾懸・五月頬彦一1特別欄神戸港を直撃　阪神大震災2　シッビングフラッシュ外航船曲目（タンカー）解撤促進費補助金などか決定　　一平成7年度海運関係予算一6（図寄稿日本のセメント輸出……現状と将来彊セ薩ン磨養・伊藤公司随想“晴れ”を汲み出す★気象エッセイスト・倉鳴厚169．，C運ニュース1　海事労働基準4条約の採択会議が来年1月に開催される　一ILO海事労働墓準に関する三者構成会議の模様一2．世界バルク輸送の現状　　193，減少傾向にあるわが国の商船船腹　　2218r（業界団体を訪ねて一日本タンカー協会．海運雑学ゼミナール★第59回．4廟便りや海運日誌★ヨ月噸船協だより毒海運統計噸編集後記50343230312825（LNG船「エルエヌジー　ヴコ〔スタ」））．　昨年11月、ブラジルのポンタ・ダ・マデラ港で積荷中のケープサイズバルカーが沈没するという事故が発生した。この船は船齢22年のキプロス下船で同港のバースにてマンガン鉱及び鉄鉱石を積荷中に船体中央部に亀裂を生じ、中央部が海底に接触するという形で沈没した為、撤去されるまでの約1カ月間バースを占拠することとなった。この本船がカラジャス鉱山系の船下のチャーター船であったとの記事を記憶するが、もし事実なら誠に皮肉と言わざるを得ない。　事故直後にブラジルの鉄鉱石の主要山元は、船齢20年以上の老齢船によるブラジル鉄鉱石積取配船を認めない事を申し合わせたと報道された。この事故の原因は人為的なものか、あるいは構造的なものか、現地当局の解析が待たれるところであるが、船体が現場に残された事により事故原因が比較的早期に解明されると思われる。　一般に、撒積み船の経年劣化は、メンテナンスの良否にも関連があるとしても、およそ船齢に比例していると言われており、各海域で起きた撒積み船の荒天遭遇による沈没等の重大海難事故には老齢船が多く含まれている事は周知のところである。　ブラジル以外にも豪州の山元で船齢15年以上及び中国の受荷主での船齢18年以上の撒積み船の忌避の背景も、近年起きている撒積み船の海難事故が船齢に関連しているためと容易に理解される。人命・貨物の安全と環境保護を命題とする船舶の安全運航には、運航のノウハウ、船舶管理の質、乗組員の資質等、正の部分を積極的に向上且つ改善させる方法がとられているが、一方老齢船の排除という負の部分を取り除く事も、安全運航面から有効な手段であることは論を倹たない。　逸早く荷主サイドから、老齢船の使用制限が出た事は極めて自然であると言えようし、願わくば現在国際的に強化が図られつつあるサブ・スタンダード船（老齢船が多数含まれるであろう）排除の動きが早期に実効をみて、海難事故の防止、地球環境の保全に寄与する事が強く望まれる次第である。せんきょう　平成7年2月号［］　1月17日午前5時46分ごろ、近畿地方を中心とした強い直下型の兵庫県南部地震（阪神大震災）が発生しました。一震源地は淡路島北部、震源の深さは20キロ、地震の規模はマグニチュード（M）7．2一。この地震で神戸市、淡路島など兵庫県を中心に、5，4�J0人を超える方々が犠牲となり、約35，000人が負傷、多くの建物が焼失、倒・半壊しました。幹線道路や鉄道は寸断され、停電、断水などにより日常生活や、生産、物流部門をはじめとした産業界全体に大きな影響が出ました。海運界においても、神戸港のコンテナ埠頭をはじめとする港湾施設が損壊するなど海上輸送に大きな打撃を受けましたが、この阪神大震災において、どのように海運界が対応したのかを今回は特集しました。（．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成7年1月20日　　　　　　　　　　　　兵庫県南部地震に際して　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�兼�本船主協会　会長　轄法輪　奏　この度の「兵庫県南部地震」により被災されました皆さまに対しまして心からのお見舞いを申し上げます。　私ども（社）日本船主協会は、被災者の皆さまの生活再建と災害復旧のために海上から全力を挙げてご支援申し上げます。　なお、現地の実情に応じ、順次必要な措置を考えて参ります。1．会員各社の被害状況　当協会では、業界として取り組むべき問題や、政府等関係方面に対し必要な施策を求めていくなど今後の対応に資するため、会員各社の受けた被害状況の調査を行っている。現在までのところ、神戸港使用不能に伴う他港への廻国による損害、契約キャンセルによる損害など営業面での損害や、事務所、社宅の損害などの報告があった。　この調査結果の詳細については、次号以降にて紹介する予定である。2　海上輸送への影響　神戸港の港湾施設は、この震災により一部の岸壁を除き多くの施設が機能マヒに陥った。回せんきょう　平成7年2月号特にコンテナターミナルの集中するポートアイランド、六甲アイランドでは液状化現象が発生したほか、岸壁に亀裂や陥没が発生し、ガントリークレーンは脱線・倒壊し、使用不能になった。このため、定航各社は、大阪、東京、横浜、名古屋、門司など各港への寄港地変更など臨時措置を取ったが、受入れ先での蔵置場所、労働力不足などさまざまな問題が発生した。　　　　懇懇蕪弊　　　　　鶴賠　　　　　　　　　　　　　．懸姦難…岸壁が2〜3m陥没し、海水が50cmほど溜っている。ガントリークレーンも7〜8m上方が曲損している。（RC　7）コンテナ上に崩落したガントリークレーン（RC　3）　当協会では、これらへの対応措置として日曜荷役作業の再開や港湾作業体制の特別措置を�兼�本港運協会に申し入れ、港運労使間で1月22日から1カ月間、神戸港寄港予定船の他港へのシフトに伴う日曜荷役作業を実施することが合意された。また、運輸省海上交通局は、2月1日、神戸港に蔵置されていた貨せんきょう　平成7年2月号物や他港において揚げ積みされた神戸港扱い予定の外航貨物についての国内フィーダー輸送を当面1ヵ月間の暫定措置として認めた。3．被災地への救援活動　当協会は地震発生後直ちに、増田理事長を本部長とする地震対策本部を設置、被害状況の把握や海上輸送の利点を生かした船舶による協力方法を各種検討し、神戸市に提案した。　神戸市より要請を受けた運輸省、当協会、�兼�本外航客船協会からの働きかけにより、日本クルーズ客船の「おりえんとびいなす」が、1月20日から31日まで救護救援関係者の宿泊施設として．協力した。また、その代替船として2月1日から16日まで商船三井客船の「新さくら丸」、新日本海フェリーの「ニューしらゆり」が協力したほか臨時宿泊施設や入浴施設として客船等が利用された。　当協会会員会社の日本郵船、大阪商船三井船舶、川崎汽船の外航定航3社は、外国からの救援物資の海上輸送に関し、以下の通り対応することとした。　（1）民間からの生活関連救援物資については、海上輸送運賃を無料とする。（�血o済団体連合会、兵庫県、神戸市、日本赤十字社に協力することを連絡した。）　�A　政府関係救援物資について、円滑な海上輸送に全面的に協力する。　そのほか．、各会員会社およびその関係会社においても、旅客船による被災者や生活関連同團物資の輸送など、さまざまな救援活動が行われた。　当協会の新谷　功副会長・広報委員長が、ユ月25日に日本赤十字社近衛忠渾副社長を訪問し、救援活動の一助としていただくよう義援金1千万円を手渡した。27日には、乾英文副会長が．、笹山幸俊神戸市長を訪問し義援金1億円の目録を手渡した。また、日本内航海運組合総連合会が神戸市に1億円、西宮市ほかに3，000万円の義援金を拠出したほか、Ei本タンカー協会など海事関係団体も拠出した。　さらに当’協会は、被災した神戸商船大学に対する見舞品として、先方からの希望品を航海訓練所練習船「北斗丸」経由で届ける一方、航海訓練所に働きかけ、同所練習船「銀河丸」、日本赤十字社近衛副社長（右）へ義援金を手渡す新谷副会長難笹山神戸市長（右）へ義援金の目録を手渡す乾副会長「北斗丸」、「海王丸」3隻の教官および実習生が交代で、1月22日から31日まで神戸商船大学地区と海技大学校地区において炊出しや給水など救援活動に協力した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　至中国自動1　　　　　　　　　　　　爆藻　　＿麟楼藻遜：響鍵鐘　　　　　　　　　　　　　　1暫、　　鷺藝　　　鍮　　　　．兵庫突堤コンテナバースポートアイランドほ藁「P68曹6磁P働ボー　アイランド第2期喝工事せんきょう　平成7年2月号4　今後の対応当協会は、海上物流システムの再構築や港湾機能の回復など被災地の復興に向けて関係各方面に要望していくとともに、救援活動については、阪神地区事務局の機能回復後、現地に地震対策本部を移管し、関係各方面と緊密な連携を取りながら取り組むこととしている。道　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　至中国自動車道　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　響　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ド〜摩耶埠頭　　　ライナーバース、鞠腔）トラ｛m　コンテナパースブイーダーバース嘩舌　　　東　　．＼　　＿線　　　　トラヘス．〜：声継コンテナパース‘＼　興’　　　　　　駆、　部第・エ・．フ六甲大橋　　　　　　　、譜・　　　　　　ド1六甲アイラン　　六甲アイランド北　　＆．．．甲アイラン，　嘗塗　　　　　　　叢コ譲大阪湾干硫・穆第3エ�j鵡」鰹　　　　　　　　　薪　フェリーバース内貿バース　　　　　ハ　　　　團既設鰍願　　匿ヨ建設中舩社顯　　醗再開発計画駆　　　　　．港湾幹線道蹄（既設｝一幹線道路1既設〕せんきょう　平成7年2月号沸万．』』』』鮎暮〜’“・墓胃三量一5＿薩一！し，（外航船舶等（タンカー）解撤促進費補助金などが決定一平成7年度海運関係予算一　運輸省は、平成6年8月に大蔵省に対して、海運関係事項を含む平成7年度予算概算要求を行い、折衝を開始していた（本誌1994年9月号P．2参照）。　その後12月20日に大蔵原案の内示があり、復活折衝を経て12月25日の臨時閣議で政府案が決定された。　政府案のうち、海運関係予算の概要は以下のとおりである。1，外航海運対策の推進　�@歳出予算　　�@外航船舶等（タンカー）解撤促進費補　　　助金　　　タンカー事故による海洋環境への被害を　　防止するため、二重構造タンカーへの早期　　代替に資する老朽タンカーの解撤を促進す　　ることを目的とし、生き船引船価格と解撤　　売船価格の差額の％を国が外航海運事業者　　に対して補助を行う基金として、9億100　　万円を要求していた。　最終的に固まった政府案では、日本籍または日本船社が支配している船舶（船齢19年以下、2G，GGG％以上のタンカー）を解撤処分する際に、外航海運事業者に対して生き船繰船価格との差額の％の補助を行うものとし、4億5，GGO万円の補助金が決定された。　なお、解撤を行う造船事業者に対しても（財）船舶解撤事業促進協会の既存基金より、タンカー解撤割増分を従来の交付額に上乗せした船舶解撤促進助成金を交付することとなった（資料1、2参照）。�A利子猶予特別交付金　既に締結した利子補給契約について、日本開発銀行の猶予対象利子に対する特別交付金として21億3，300万円（うち、猶予対象利子本体分＝19億3，900万円、猶予対象利子運用金利分：1億9，400万円）を要求し、政府予算案で満額回答を得た（資料2参照〉。（．せんきょう　平成7年2月号　　　（2）財政投融資（日本開発銀行融資）　　　　超省力化船、LNG船および二重構造タン　　　カーをはじめとする外航船舶の整備を促進す　　　ることとし、これらに必要な財政投融資資金　　　454億円（うち、平成6年度建造継続分＝167　　　億円、平成7年度新規建造分：287億円）を　　　要求していた。　　　　　この要求に対して政府予算案では、融資規　　　模350億円が財政投融資として決定された（資　　　料2参照）。　　　2．船舶整備公団関係’）．　　　船舶整備公団は、内航海運の体質改善を図る　　　ため、近代的経済船の建造を促進することとし　　　た代替建造で588億円、また改造等に対する融　　　資枠として14億円、合計602億円を要求した。　　　　さらに、余剰船舶等の係留船への改造を促進　　　するために10億円、国内旅客船の整備として409　　　億円の総額1，021億円を要求した。　　　　これに対し、政府予算案では代替建造につい　　　て、ト．ン当たり単価の積算方法の見直しが行わ　　　れたため、要求額を上回る608億円（所要資金　　　459億円、前年度継続分149億円）が決定された。　　　　また、改造等融資については12億円、特定係留船活用事業の推進として5億円、国内旅客船整備に295億円が決定した（資料3参照＞Q3．船員対策関係（資料4参照）　（D　一般会計　　船員雇用関係としては、日本船員福利雇用　促進センター（SECOJ：Seamen’s　EInploy−　ment　Center　of　Japan）の行う船員雇用対　策事業に1億1，900万円、国際的な漁業規制　に伴う船員離職者職業転換等給付金の給付が　平成7年度限りで6，800万円となるなど、1　億9，000万円が決定した（前年度比6億4，900　万円減）。　　このほかODA（政府開発援助）の一環とし　て実施している「開発途上国船員受け入れ事　業補助」は、研修生85名とし、9，000万円（平　成6年度：85名分　7，800万円）が決定した。　�A　船員保険特別会計　　船員保険特別会計のうち、船員雇用対策関　係は、外国船派遣訓練助成金等SECOJへの　補助金として8億1，600万円（平成6年度：　7億8，300万円〉が決定したほか、未払賃金　の立替払に要する経費等合計で8億8，500万　円となっている。）［資料1］　二重構造タンカーへの早期代替に資する外航船舶等（タンカー）解撤促進について1．目　的＝財団法人船舶解撤事業促進協会の補助制度を拡充・活用することにより、二重構造タンカー　への早期代替に資する外航船舶等（タンカー〉の解撤を促進する。2．補助金フロー図回…・財団法人船舶解撤事業促進協会外航船舶等解撤促進費補助金ヘロ@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウ　　　（拡　充　分）外航海運事業者（既存分（但し、タンカーについては割増をする）〉造船事業者3　補助制度の概要：日本籍または実質的に日本船社が支配しているマーケットベースでは解撤市場に出てこない外航船舶等（船齢19年以下、20，GOG％以上のタンカー）を解撤処分するため、造船事業老に対　して、（財〉船舶解撤事業促進協会の既存基金より、タンカー解撤割増分を従来の交付額に上乗せした船舶解撤促進助成金を交付するとともに、海運事業者に対して、外航船舶等解撤促進費補助金を交付する。せんきょう平成7年2月号同［資料2］　平成7年度外航海運関係予算平6．12．　（単位＝億円〉区　　　　　　　　　　　　　分平成6年度\　舞　額平成7年度v　求　額平成7年度ｭ府予算案歳　出　予　算利子猶予特別交付金@〔D　猶予対象利子本体分@�A　猶予対象利子運用金利分36．69R2．95R．7421．33P9．39P．9421．33P9．39P．94外航船舶等（タンカー）@解撤促進費補助金一9．Ol4．50財政投融資外航船舶の整備@〔1｝金利’〔2｝融資比率@　・超省力化船、LNG船お@　　よび二重構造タンカー@　・その他船舶@　・改造　405ﾁ利5@60％@50％@30％　454ﾁ利5@60％@5D％@3D％　350ﾁ利5@60％@50％@30％［資料3］　平成7年度船舶整備公団関係予算案（単位　億円）．へ事　　　　　　　　項6　年　度柾於\算額7　年　度v　求　額内　　示　　額前年度比θ∂備　　　考1．事業規模ω　国内旅客船の整備�A　内航海運の体質改善．@　（代替建造〉G　貨物船改二等融資�求@特定係留船活用事業の推進376Uユ3P2@5409T88P4P0295U08P2@578．5X9．2P00．0P00．0合　　　　　　　　計1，0061，02192091．52．調達資金k1）財投資金@　　産投出資@　　借　入　金@　　引　受　債k2｝自己資金7G4@3R49R52R02715@4T68P43R06644@3R19R22Q7691．5P00．0X1．4XL5X1．4合　　　　　　　　計1，OO61，02192091．5［資料4］　平成7年度船員対策関係予算（運輸省船員部・社会保険庁）平6．12．（単位　百万円）区　　　　　分平成6年度平成7年度予算予算額概算要求政府原案備　　　　　考一　般　会　計　　　運輸省1　船　員　雇　用　関　係1．働日本船員福利雇用促進センター補助金kD　船員雇用対策@〔イ）外国船配乗促進事業助成@回　外国船への就職奨励金@�求@内航転換奨励金@⇔　技能訓練、職域拡大訓練@飼　内航転換訓練助成@8　離職高齢船員活用対策助成155i54＞i18）i29）i33）i21）i0）121i8）i18）i14）k33）i工0）i38）119i6）i18）i14）i33）ilo＞i38）最終年度継続分27人P8万円／人・回x10D人｣職漁船員が減少O年度同様660人｣職漁船員が減少T5歳以上の部員を雇用した船主に賃金の1／3を補助　100人分2．船員離職者職業転換等給付金（海→海）iD　外航船員離職者A　漁業等船員離職者等652i3）i649）　73i2）i71）　71i3）i68）流し網漁の禁止に伴う離職漁船員に対する給付が終了小　　　計807194190II　開発途上国船員養成への協力78go90平成2年度より実施〔ODA）、前年度同様85人　帰国費用分増船員保険特別会計　厚生省〔コ　鰯日本船員福利雇用促進センターへの助成金@（イ｝外国船派遣助成金@＠　技能訓練事業費@�求@技能訓練派遣助成金@⇔　管理費等@�梶@時短促進講習会等助成金A　漁船船員雇用確保助成事業i31未払賃金の立替払経費i4｝船員等の就職促進経費783i327）i109＞i251）i86）i10）@3@46@20866i379）i119）i271）i87）i10）@0@48@21816i346）i117）i256）i87＞i10）@0@48@2134千円／月・人（848人）（前年度33千円　827人）ﾁ殊無線技士養成訓練等の講習会の増加による増額h遣助成金：賃金日額の1／3、但し、海技免状取@　　　　　得に係る講習は、大企業1／2、中小@　　　　　企業2／3、いずれもM氏X．9，D40円／日@　　　　　講習会の増加による増額U年度限りﾎ象者が若干増加ｯ　上小　　　計852932885へ團せんきょう　平成7年2月号，　　　1．セメントの貿易について　　　　セメント輸出入は、経済基盤整備、セメント　　　の国内需給バランスおよび流通形態などにより、　）　　　大きく変化するが、物理的な輸送範囲は物流コ　　　ストなどによって自ら限定される。　　　　α）セメント産業の発展段階（図1参照）　　　　　セメントの市場規模は経済基盤などの整備　　　　状況に応じて拡大し、時代の流れとともに地　　　　域的な変化が生じている。戦後半世紀におけ　　　　る世界のセメント需要動向を見ると、前半は　　　　欧州市場が拡大し、後半にはアジアが伸びて　　　　おり、特に80年代以降は中国の市場拡大が顕　　　　著である。その結果、92年にはアジア市場が　　　　世界の過半数を占めるに至っている。＼　　　　（億トン）｝　　　14　　　　12　　　　10　　　　8　　　　6　　　　4　　　　2　　　　0　　　　　　「50　　，55　　160　　「65　　ワ0　　175　　「80　　185　　190（2）ゼメントの需給バランス（図2および図　3参照）　セメントは国内建設のための基礎資材であるが、その経営基盤は常に国内経済の動向に左右されるため、時として需給バランスが崩れ易い。特に先進国では経済規模が大きいことから、セメント供給能力もそれ相応に拡大しており、一旦国内経済が不況に見舞われると大幅な供給過剰となり易い。これを貿易面から見ると、欧州は常に輸出超過の状態が続いているが、その大部分は欧州域内とその他地域（アフリカ、北米）向けに輸出されているのに対して、アジア地域（含、中東）の貿易はほとんど域内流通が中心である。但し、90【図11地域別セメント消費の推移　　　　　　　（億トン）〔世　界〕［コその他皿欧　州図アジアF92年876543210876543210〔アジア〕□その他（含むインド，中東）皿皿日　本園中　国150　55　160　165　170　175　180　「85　190　192年〔欧　州〕皿皿東欧（含む旧ソ連）匿コ西欧「50　155　160　165　170　175　180　185　「90　F92年〔その他の地域〕［＝コアフリカ．オセアニア皿�o中南米匪ヨ米　国F50　155　160　165　「70　175　180　185　190　192年せんきょう　平成7年2月号囹囮）ン』］「［匝屋〔……OT万　9876543210千543210【図2】地域別セメント輸出の推移　　　　　　　（千万トン）〔世　界〕□その他皿1アジア圏欧　州競一齢，・1・麟じ蔦瓢“P澱…1．塾二滋．・乳．竃一隅ヌ瓢胃謡．奇獣　『磁ヒ　宅鱗．撚定・　窯‘『岬’．y脾r健e麟「55　　060　　165　　「70　　075　　「80　　F85　　190　　「92年〔アジア〕［コその他皿皿日　本5150　　「55　　160　　165　　「70　　ワ5　　180　　「85　　090　　192年〔欧州〕［コその他皿東欧團スペイン，ギリシャ43210〔その他の世界〕器皿南米，アフリカ，オセアニア國北米　　〜50　155　，60　馳65　170　ワ5　180　「85　190　192年　　　150　155　・60　165　170　「75　180　185　・gO　　　　　　　　　　　　　　　【図3】地域別セメント輸入の推移（千万トン）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千万トン）　9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5　8　7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4　6　5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31　　　　　　　　　　　　2　2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　10・5・・5516・165・7。175・8018519。・g2年0150・5516。・65・70175・80，851g。192年（〔世界〕r［コその他皿欧　州匿コアジァ鵜｛〔5430か10〔アジア〕?ｻの他｣中　東〔世界〕皿皿1東欧図西欧　，5G　　l55　　16G　　065　　17｛｝　　「75　　1鼠）　　「85　　9G　　I92年年代の貿易は持たざる国から持てる国への物流が拡大している。即ち、西欧の輸入では旧東欧およびアフリカ北部から流入し、米国の輸入では中南米諸国からの流入が増えている。�B　貿易の物流範囲（図2および図3参照）　セメントの輸送範囲は物流コストに左右されるため、世界全体の物流を見ると次の範囲に集約される。輸出地域一一》　輸入地域旧東欧諸国一西欧、中東、インド洋192年〔その他の地域〕［＝コァブリカ，オセアニア，カナダ皿皿中南米圏米　国匹附　　155　　L6G　　065　　ワO　　「75　　18G　　瓦85　　［90　　哩曾2年旧西欧諸国一一レ西欧、中東、米国（東海岸、　　　　　　　　メキシコ湾）、西アフリカアジア諸国一→アジア、中東、米国（西海　　　　　　　　岸）、大洋州中南米諸国一一レアジア、米国（西海岸、メ　　　　　　　　キシコ湾）、カリブ海（4＞貿易の物流形態（図4参照）　セメントの輸送形態は国内経済発展のレベルに伴って変化している。先進国でも1950年代頃までは袋ものが主体であったが、現在で〔　｝せんきょう　平成7年2月号10080百60万ト乙4020【図4】世界のセメント輸出高0　　70　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　77　　78　　79　　80はバラ輸送が80％以上を占めている。　戦後半世紀のセメント輸出形態を見ると、1970年頃までは袋ものが大部分であったが、その後急速にバラ化が進んで、90年代では総輸出量の80％程度がバラ輸送となっているものと思われ、その背景には海上輸送量の拡大がある。　93年の世界のセメント総輸出高は8，800万トンといわれ、その7G％は海上輸送による輸出であり、更にそのうちの4分の1は日本が占めている。ちなみに1993年の世界のセメント需給は次のとおり。囮］海上輸送囲陸上輸送i戴iiiii鰯1ll懸灘∈1難iliiii＝謬託賦‘�藝…iiii養雛まiま恐i螺ﾜ携ご・ii；li灘iii難灘ミ撒．蚊Pii釜iii難iiiilK……ii蕪§iiξiiiπ…需i毫総1蓑．iきiiii鞭錘i猟難ら、内ril暴蝋il…iil灘i漁…歪‘1鄭灘窪綴≡．iiiii｝ii嚢寮i撒i難蟄げザ箏二丁＝憩ill難難／奪舘灘1灘i乳，再，鰯忌奄鉅c1灘iiiili灘逐i瀞l乱l／撒、ご≡撫iま署匹襲簸i叢i，蒙11蝦｝ﾘ難iiil二郁5内鰯聾（単位：百万トン｝全世界（前年比）日　本（前年比）対世界比生産高（A）1，293（6％）95（▲1％）7％消費高1．281〔4％）79（▲5％）6％輸出高（B）88（17％）13（14％）15％（海　上）52（9％）1325％（陸　上）36（30％）D一輸出比率（B伍）7％14％　2，日本の輸出小史　日本のセメント産業は1873年（明治6年）に81　82　83　84　85　86　87　88　89　90　91　92　93年　誕生し、そのわずか15年後の1888年（明治21年）　　に最初の輸出が記録されていることから、産業　　の歴史としては既に121年、輸出の歴史は106年．　　を各々超えている。　　　この106年間の総輸出量は2億2，000万トンに　　達し、そのほとんどは戦後の実績である。歴年べ一　ス期　間輸出量N万トン〕構成比年平均i百万トン）戦前（1888年〜1945年）57年間7．93％0．1戦後｛1羅＝雛：3q年間43．920％1．519年間169．277％8．9累計（IBSS年〜1994年）106年間221．0100％2．1戦後日本のセメント需要（図5参照）を見ると、国内需要は1973年の第1次石油ショックまでの約30年間は常に右肩上りの急成長を維持していたが、その後は第2次石油ショック、先進7力国のプラザ合意（通貨調整→円高不況）、．バブル経済の崩壊などを経て成熟期に突入した感がある。一方、輸出は第1次石油ショックまでは東南アジア向けに袋ものを中心として年間200万トン程度に止まっていたが、その後は日本国内の需要を補完する形で急拡大を示し、年せんきょう　平成7年2月号圖10G【図5】戦後日本の内需と輸出（50／93年）8Q言60万トと4020O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バブル崩壊（91）　　　　　　　　　　　　　　　　　　第2次オイルシ・ック�戟@　　　　。・へ◎　　　　　　　　　　　　　…ツク黙ガ＼鷲ダド　　　　　　　　　　　　　　寒／）……　i　｝　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆゆ　　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／　　　　　　1　　　　　　…　　　　　　i　内需拡大　…　　　　　　　　　　　　　　　ひ　　　　　　　　　　　　　　　　ら　　　　　　　　　　　　　　　ヒ　　　　　　　　東京オリンピック／　　　　　　　2　　　　　2　　　　　i　　　　　i　　　　　　　　　　　　．ρ開・●　　　　　　　　3　　　　　　3　　　　　　1　　　　　　3　　　　　　　　　　　●・5D●3　　　　　　　　　　　　　3　　　　　　　　2　　　　　　　　2　　　　　　　　2　　　　　　　　　　ゆゆ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5051525354555657585960616263646566676869707172737475767778798Q　818283糾85868788　S990919293年（間1，000万トン前後のペースで続いている。ちなみに、戦後50年間における世界の輸出に占める日本の位置付けとしては、世界第1位が19回、第2位が13回と常に上位にあり、94年には1，478万トンと世界記録を更新し．ている。3，輸出の移り変わり　（1）市場のシフト（図6および図7参照）　　日本の輸出が急拡大を示した1970年代以降　について見ると、輸出市場がアジアから中東　ヘシフトしたり、また米国西海岸ヘシフトし　たり、再びアジアヘシフトしたりと若干の移　動はあるものの、基本的にはアジア太平洋地　域が日本固有の市場であり、この姿は今後と　も変わらないものと思われる。　　70年代後半から8D年代前半には、中東市場　でオイル・ダラーを武器とした経済開発など　によるセメント。ブームが発生し、その後、　全米でバブル経済によるセメント・ブームが　起こり、90年代にはアジア太平洋地域でイン　フラ整備などを中心とした建設ブームが起こ　っている。（2）バラ化の時代（図8参照）　戦後のセメント輸出形態は、ほとんど袋ものが中心であったが、70年代の中東ブームを境にバラ・セメントへと移行していった。この物流の変化に対応するには、輸出側と輸入側双方に大量輸送、大量販売を可能とする供給体制が必要であり、従ってこの時期の輸出国が今日でも世界の主要輸出国（日本、ギリシャ、韓国、メキシコなど〉となっている。　なお、袋セメントとバラ・セメントについて船積／陸揚など物理的側面から比較すると、　＿．大概次のとおりとなろう。主な比較袋ものセメントパラ・セメント！クリンカ船積能力1，20Dトン畑1，000トン／時積／揚方式人海戦術機械式最大船型lO．000〜20．000トン20，DOO〜50，000トンコ　ス　ト面割　　高割　　安4．日本の輸出能力　日本のセメント工場立地は、全国41工場のうち約半分の20工場が海に面していることから、工場出荷高の約60％が海上輸送であP、且つ総せんきょう　平成7年2月号星」．．．’）生産能力9，800万トンのうちこれら臨海工場の占める割合は57％（5，600万トン／年）となっている。また、これらの工場はいずれも工場岸（百万トンV30三20…10：3　　　　　　　　壁を持ち、原燃料の受け入れバース、国内向け　　　　　　　　セメント出荷バース、輸出向けセメント／クリ　　　　　　　　ンカ出荷バースなどが独立または一部兼用とな【図6】日本の輸出先の地域別輸入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27　　　　　　　　　　　　　25　　　　　　　　　　　／　　21　　　　　　　　　　　　　中東　　　　　　　　　16　　　　　　　　　　　　　　　　　13　　　　アンア　　　　121米国西海岸36〔百万トン）0．　70　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　7714：：10．8i78　79　80　8182　83　蟄　85　86　87　88　89　90　91　92　93年　【図7】日本の地域別輸出5＼331／6802中東2アジア1215（10百万トと　5070　　71　　72　　73　　74　　75　　76　　77　　78　　79　　　　米国・その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　180　8182　83　84　85　86　87　88　89　90　91　92　93年【図8】輸出儘紘・・ンカ　一鞘，、「14．213．13．9囁「，「、，4．3「、“，、「P“「内「協輝r．齢罵　乙2．0、『「「「、u，「囁乳、，o蔦『，「「、P早P，「o呼、，「、f叩脾Pw．ま族‘＝0．7囁，早、内「「『脾ｵ　P鶏ミr内@　「内「「．　　騨1閨e竃け　ミ???@　、9．rii毒iワ置ヌえ内，甲i鍛i雫内、再，「．7」．．円�`「■囁窄欲　　二．．円「円「．毒i『触蔦，兎70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80　81　82　8384　85　86　87　8889　90　91　92　93年せんきょう　平成7年2月号圖囮っている。　このように、工場敷地内に生産設備と船積設備が一体化したセメント工場が国内に20カ所を有する国は世界に例がない。　例えば、韓国と台湾の主要輸出メーカーの工場立地は次のとおり。メーカー輸出工場輸送距離（手段）船積港韓国＝隻龍セメ7卜東　海8，5蝋ベルコン）東海（旧北坪）韓国：東洋セメント三　陽1．2�q（ベルコン）三陸台湾冶湾セメント蘇　懊4．G�q（ベルコン）蘇藻台湾＝亜洲セメント花　連25．O�q（トラヅク債車）花連　なお、日本の主力セメント輸出港および輸出船積み能力などは次のとおり。激励　　船積港バース船積能力　船積方式〔D60，00螂津久見（大分県）F　部（山口県）氈@館（北海道）専用齬p齬p1，3DDトン／時x2P，000トン！時P，500トン塒機械式@械式@械式�A40，000騒苅　田（福岡県）専用LGGOトン塒機械式〔3｝35，000％徳　山（山口県）専用60Dトン塒機械式〔4）23，000％佐　伯（大分県）専用1，300トン／時機械式〔5）20，00D％宇　部1山口県）公共80Dトン塒圧送式��18，000％須　崎（高知県）公共600トン／時機械式　従って、1日当たりの船積み能力は9，4GOトン／時×24時間；225，600トン／日となる。また、上記以外｝こも6，000％〜15，000％型の船が接岸可能で、且つ機械式などの船積設備を完備しているセメント工場が数当所あるなど、日本はセメント輸出国といえる。　ちなみに、1994年の日本の輸出量は表1に見るとおり、合計1，478万トン（前年比13％増）と、1983年の過去最高（1，418万トン）を11年ぶりに更新するとともに、世界新記録を樹立した。そのうちアジア地域が91％と他地域を完全に圧倒しており、今後ともこの傾向は変わらないものと思わ．れる。【表1】94暦年度市場別輸出実績　　　　　　　　　　　　　　　（単位＝千トン）地　域市　　　場94暦年前年比構成比韓　　　　　　国＊2」702D2．314．7中　　　　　　国34581．62．3台　　　　　　湾4，9159S．833．3香　　　　　　港1，604l18．810．9ベ　　ト　ナ　　ム156cO1．1ア　ジ　アタ　　　　　　イ12DCQ0．8フ　ィ　リ　ピ　ン＊625127．24．2シンガポール＊2，416lD8．216．3マ　レ　一　シ　ア＊1，107l16．07．5ブ　ル　ネ　イ9oo0．1インドネシア19oo0．1計＊13，486l16．591．3ク　ウ　ェ　一　ト31537．32．1中　　　東サウジアラビア240297．91．6アラブ首長国724L2D．5計62753．14．2オーストラリア＊43325G．92．9大　洋　州ニューカレドニア67497．80．5マ　　リ　ア　　ナ1531Q5．81．Q計＊653197．64．4北　　　米ア　　メ　　リ　カ1433．30、］袋　　　も　　の一回一合　　　計バ　　　　　　　ラ＊8，973127．360．7ク　　リ　ン　カ5，80795．539．3計＊14，780l12．6100．0　　　　　　　　　　　　　　　＊匠01ま言己録更新5，日本の輸出見通し　アジア太平洋地域のセメン．ト市場は、20世紀末期に至ってようやく世界の注目を浴び始めており、「21世紀はアジアの時代」であろうことは確実である。この地域のセメント需要は図9に見るとおり、90年代に入って年率1�J％増が続いており、その勢いは少なくも今世紀中は続くものと予想される。　アジア太平洋地域の高度成長は、1980年代後半の冷戦構造の雪解けに始まった。87年の中国改革経済政策、89年にはカンボジアからのベトナム撤退、92年には韓国、フィリピン、タイで新政権が誕生するなど、政情安定化（カントリー・潟Xクの軽滅）が進展し、同時にこれら地域に対する域内各国（日本およびアジアNIES）からの民間投資が活発化したことが大きく貢献せんきょう　平成7年2月号している。この結果、アジア太平洋地域では社会基盤整備などを中心とした公共投資、民間設備投資および住宅投資が一斉に開花し、「セメントの爆発現象」が発生している。　この地域は本格的な成長期に入ったことから、セメントの需給状況は当分の間、需要先行型（供給不足）で推移するものと予想されるため、日本に対する輸出引き合いは今後ともかなり根強いものがあろう。）　　　卜1　　　万　　　　ト　　　と　　　　　　　　　　　　　　【図9】アジア主要国のセメント需給アジア主要6ヵ国合計　（韓国、台湾、フィリピン、タイ、インドネシア、マレーシア）20D1501005006　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1導157難＿、≠§≠r離一．　駈消984698691515910一50　　　　　90年　　　　91．年　　　　92年　　　　93年　　　　94年　　　注）1．90年〜93fトは実績，94年〜95年は見通し　　　　2．セメント生産高は輸入クリンカを含まない　　　　3．年率＝消費高の年間平均伸び率（90／95年）　　　　4．生産能力ヨ12月末　　出所）各国セメント協会アジア主要6ヵ国の消費　　（韓国、台湾、フィリピン、タイ、インドネシア、マレーシア）1295年。−o生産能力。一一一・oセメント生産O一・一〇消　　費皿輸　　出門輸　　入）．50青　40万1・と　　20　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　51　　　　　　　52．／・一．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　28　　＿鯉．，一・一一・一多，＿8一・：＝驚＝享菱一一一塁。一一一一”。一’一’一’一一。L一’一@　18　　　　　　　　　　118＝＝＝拙盟郭一心一一一一・6・…冒諾亨罰量茜轟E穿置一…一虚。　0　　90年　　　　　91年実質経済成長率（GDP＞94年92年93年95年。−o韓　国O【陶■Qタ。−o］　湾O一・一〇インド不シア。’一一一一〇マレーシア●・一一●フィリピン（％）9091　　　　92939495韓　　　　国9．28．54．84．76．76．9タ　　　　イ11．67．97．47．88．28．5台　　　　湾4．97．26．66．26．46．6インドネシア7．16．65．86．56．77．0マレーシア9．78．78．58．CI8．68．4フィリピン2．7▲0．70　　　　1．74．05．5出所）　アジア開発銀行せんきょう　平成7年2月号囮．　一“晴れ”を汲み出す気象・・セイス・◆倉嶋厚（．　鹿児島気象台長を最後に気象庁を定年退職してから11年遅たつ。気象庁では主に予報官の仕事をしてきたが、最後の7年間は管理業務であったから、天気予報の現場から離れて約20年になる。その20年間の気象予報技術の進歩は、実に驚くばかりである。　私たちのころも、コンピュータで理論的に作り出した明日・明後日の予想天気図を利用していたが、それは、人間が頭の中で低気圧や高気圧のこれまでの動きを単純に先に延ばして想像したのと大差なかった。ところが最近では一週間先までの毎日の予想天気図が作られ、しかも昔の予報官ならとても分からなかった現象が見事に予想されている。改めて後輩たちの技術開発の努力に脱帽し、「老兵は消え去るのみ」の感を強くしている次第である。　気象庁の自己採点でも東京地方の明日の予報の成績は1946年には71％だったが、1987年には82％に上昇している。　昔は天気予報は「当てにならないもの」のたとえにされた。その証拠には「日本国語大辞典』（小学館）で天気予報を引くと、第二義として「（天気予報ははずれやすいところがら）あまり当てにならない予想や予報」と記されており、『大漢和辞典』（大修館）でも第二義に「あて．にならぬ予言を皮肉にいう語」とある．　吉田茂が首相のころの話である。　野党議員　「あなたの言う事は天気予報のように信頼できない」　首相　「私は間違ったことを言ってはいませ．ん。また、私は中央気象台（後の気象庁〉を信頼しています」　札幌気象台の予報課長を務めていたころ、秋晴れの昼休みに、同僚と近くの知事公舎の庭園でキノコをとった。住宅街でのキノコ狩りは東京から来た者には大きな驚きであった。　　「課長、持って帰って、晩のおかずにしませんか」　　「アタらないかなあ」　　「大丈夫。食用ですよ。でもアタったら、予せんきょう　平成7年2月号）「）「報課長、キノコにはアタる、という記事になるでしょうね」　同様の話は昔からたくさんある。天気予報がはずれて雨になり、プロ野球のナイトゲームが流れた。翌日、売れ残りの弁当を業者が気象台へ持ち込んできた。　「無料でやるから食べてくれ」　「昨Eiの弁当だから、悪くなっているでしょう」　「あなた方は、何をたべてもアタらないよ」　日露戦争の時、「天気予報」というお守りがあった。敵の弾丸に「あたらない」というのである。千人針に5銭玉を縫いつけて「死線（4銭）を越える」ことを願ったのに似ている。が、このお守りはよくない、と誰かが言いだした。　「天気予報はたま（弾丸）にはあたる」　外国の新聞にも、洪水で木の上に避難したハイカーの肩につるした携帯ラジオが「今日は晴天、絶好の行楽日和です」とアナウンスしている漫画が載っていた。　「拝啓、予報官殿、昨夜は一晩中地下室から貴官の“晴れ”を汲みだしていました」　これは予報されなかった大雷雨で地下室が水浸しの被害にあったミラノ市民の気象台への手．紙である。　そして／975（昭和50）年にスウェーデン芸術アカデミーは「詩と空想小説分野での優れた業績」の特別賞をストックホルム気象台に贈った。せんきょう　平成7年2月号その理由は「予報官の発表文は、まことに現実離れした、詩的ファンタジーにあふれていた」ためという。　ところで天気予報の点数は将来、何点ぐらいまで上昇するであろうか。私は国民実感では、いつまでも70点どまりではないかと思う。1927（昭和2）年発行の『ラジオ講演・通俗科学講座』で、後の第5代中央気象台長の藤原町平博士が．、天気予報のあたりはずれについて、次のように述べている。　「お金がいくら出来ましても、これでよいということはないのと同様で、予報はだんだん上手になってまいりましても、なればなるほど世間様のご要求も上がり、もう少しうまくやれということになり、結局十分なるご満足を得る時代はほとんど来ないものではないかと思っております……」　天気予報の満足度は、国民の平均的な幸福感に似たとこうがあるように思う。　戦後しばらくはお米が1日に3合食べられたら大満足だったが、同じ物差しがいまの時代にあてはまらないのと一緒で、世の中の多くのことの満足度はいつも70点ぐらいで、残りの30点を埋めようと目指して進んでいくのではないだろうか。　ス運一1．海事労働基準4条約の採択会議が来年1月に開催ざれる　一ILO海事労働基準に関する三者構成会議の摸様一2．世界バルク輸送の現状3．減少傾向にあるわが国の商船船腹1，海事労働基準4条約の採択会議が来年1月に開催される　　一lLO海事労働基準に関する三者構成会議の模様一一．・（．「標記国際会議は、昨年11月28日より12月9日までの問、主要海運国3G力国の官労使が参加しジュネーブのILO本部で開催された。ILOの会議は、官労使の三者構成となっており、条約の採択および改正は、2回の討議を経ることが原則とされている。今回の会議は、下記4条約（勧告を含む）の改正に関する一次討議に当たり、改正草案を作成することが目的であり、わが国からは、運輸省加藤船員部長、全日海中西組合長、当協会増田理事長が各々の代表として参加した。　なお、二次討議すなわち条約採択会議は、1996年（平成8年）1月中旬に2週間にわたり開催される予定である。　改正草案の概要は次のとおりである。　（D　海員に対する職業紹介所設置に腰する条　　約（1920年第9号条約）の改正　　この条約では、船員に対する職業紹介は、　公の機関が無料で行うことを義務付けており、　営利を目的とした民間の職業紹介業を禁止し　ているが、．その内容について全面的見直しを　行い、民間の職業紹介業を公的な船員職業紹1介所と同様に認め、船員に対する職業の斡旋および紹介をできることとした。　新条約は、監督官庁が承認するための基準および紹介所の義務等を定めておP、これを補完する事項が勧告となっている。�A　海員の労務状態の監督についての一般原　則に関する勧告（1926年第28号勧告）の改正　わが国における船員労務官に関する勧告であるが、これを近代的なものとするための見直しが行われ、新たな条約およびこれを補足する勧告の形式とした。　条約の規定は、監督官（当局の認める代行機関の監督員を含む）の資格、任務、年次監督の実施、監督結果の報告等を内容とし、勧告は、労働条件等の監督が効果的に実施されるための具体的な協力体制、監督官組織の要件等が庫められている。　なお、本条約の労務監督は、自国籍船を対象としており、PSCには関連させていない。（3）商船における最低基準に関する条約　（1976年第147号条約）の改正　本条約は、船内の安全基準、労働条件等に（囮せんきょう　平成7年2月号）関する最低条件を定めた条約で、付属書に列挙されている他のILO条約を遵守することを条件としている。レかし、必ずしも付属書に列挙されている条約を批准することは要求されておらず、各国政府の実情に配慮したものとなっているが、条約の趣旨を尊重し、条約と同程度の規範を国内法により担保しなければならないこととなっている。　今回は、同付属書に発効済みのILO条約をさらに追加することについて審議が行われ、次の6条約を付属書として追加する議定書を採択した。　�@国の発給する船員身分証明に関する条　　約　�A船内船員設備に関する条約（補足規定）　�B企業における労働者代表に与えられる　　保護及び便宜に関する条約　�C船員の年次有給休暇に関する条約　�D　船員の健康の保護及び医療に関する条　　約　�E船員の送還に関する条約　　　ただし、加盟国はこれらのすべて、ま　　たは一部を実施するか否かについて選択　　することができることとなっている。（4）賃金、船内労働時間及び定員に関する条　約及び勧告（1958年第109号条約および勧　告）の改正　この条約は、賃金部分を分離し批准することができるよう過去に改正されたが、未だに発効しておらず、今回その内容を近代的な船内労働実態に合致したものに改めるとともに批准促進のための検討が行われ、労働時間、定員に関しては条約を改正することとし、賃金については、勧告とすることとした。　勧告の形式となった賃金については、賃金体系の原則、最低賃金の設定、AB船員の月額最低賃金等に関する規定を定め、改正条約の労働時間の規定については、［］を付し次期海事総会の審議に委ねる条項も多く残されたが、1日8時間、週1日の休日を基本原則とし、変形として、�@最大労働時間の規則（1日14時間、週72時間等）または�A最小休息時間の規則（1日10時間、週84時間等）を設けた。定員については、疲労防止、安全を考慮して決定することを骨子とした。�D　その他　三者会議終了後に開催された労使による合同海事委員会において、AB船員の月額最低賃金の改定が行われ、1995年1月1日より実施することが合意された。　これは、200万％以上の船舶を保有する国および多数の船員を供給する国である世界44力国（地域）における賃金事情、消費者物価指数等を勘案し決定されるものであり、現行の356ドル（1992年10月25日より実施）が385ドルに改定された。2．世界バルク輸送の現状不定期船とタンカーのブローカーであるファーンレイズ（Fearnleys）社は、毎年、世界のせんきょう　平成7年2月号バルク輸送の現状を取りまとめ、“World　BulkTrades”として発表しています。今般、1994年版が発行されたので、その一部を抜粋して概要を紹介します。　世界のバルク輸送量の推移　83年から93年までの10年間における原油の海上輸送量の年平均増加率は、トン数で3．8％、トン・マイルで5．1％であった。特に輸送量が低迷した85年と93年を比較すると、トン数で56％、トン・マイルでは84％と著しく増加したことになる。これは、イラクからトルコへのパイプラインの閉鎖が強く影響したものである。　また、．同期間における主要ドライバルク貨物5品目（鉄鉱石、石炭、穀物、ボーキサイト／アルミナ、燐鉱石）の海上輸送量を見ると、トン数では、年平均3．1％、全体量で36％の増加を示したが、84年時の対前年比最高伸び率14％【表】　�@荷動き量や86年の3％減少など、必ずしも一様ではない。また、トン・マイルでも同じ傾向が見られ、年平均3．2％、全体では37％の伸びが見られた。（表参照）　原　油．　93年の原油の海上輸送量は、3．3％の増加を示し、4，3DO万トン増の13億5，600万トンであっ原油の海上荷動き（1993年）畿鴇1蹴�g編　　　　　　　　　　　　　　穐．原油および5大バルク貨物の海上荷動き量の推移電電，　えヒホ趣、　　カリブ海　　て。。・、欧毒．近東m圃中東全荷動き量＝13億5，600万トン　（7兆3，910億トンマイル）（単位：100万トン）品目年19831984198519861987198819891990199119921993原油93093087三9589701，0421，120L190工，2471，313ち356鉄　　　　鉱石2573G6321311319348362347358334354石炭19723227227628330432134236937136ア穀物19920718116518619619219220G2081窪4ボーキサイト。アルミナ3644404145484952534851燐　　　　鉱石434443414244413531292了5大バルク貨物計7328338578348759409659681，G119909雲3（2＞　トン。マイル（単位：／Q億トン・マイル）品目年原油石炭物ナ石目　　　岐　物　　　力　貨　　　，　　ク鉱　　ト鉱レ　　　イ　　ノ　　　サ　バ　　　→大鉄石穀ボ燐51983　　1984　　！985　　1986　　王987　　1988　　1989　　1990　　1991　　1992　　19934，478　4，508　4，GO7　4，640　4，618　5，065　5，736　6，261　6，757　6，977　7，35て1，32G　　1，631　1，675　　1，671　1，728　　1，919　2，012　1，978　2，008　　1，896　2，0011，057　　1，270　　1．479　　1，586　　1，653　1，719　　1，752　1．849　1，999　2，DO1　1，9491，135　1，157　　1，004　　　914　1，061　1，117　　1，095　1．〔｝73　1，G69　1，091　　1，03ヨ　145　　　172　　　166　　　167　　　180　　　189　　　190　　　205　　　200　　　177　　　184　159　　　162　　　156　　　155　　　165　　　176　　　173　　　154　　　140　　　133　　　1243，816　4，392　4，480　4，畦93　4，787　5，120　5，222　5，259　5，416　5，298　5、296せんきょう　平成7年2月号た。これは、最高の輸送量を記録した79年の14億9．700万トンと比べ、9％の減少となる。　輸出を地域別で見ると、中東（4％）、近東　（36％）、カリブ海（7％）が増加、西アフリカ、東南アジアがわずかに滅少、北アフリカは6％の減少となった。その他の地域では、黒海（56％）、北海（4％〉からの輸出が増加している。一方、輸入では、地中海（一5％）を除く全地域で増加を示し、北・西欧（2％）、北米（U％）、南米（1％）、日本（2％〉が増加した。その他の地域は、極東の経済活動の成長に伴い3％の増加であった。　鉄鉱石　鉄鉱石は、93年、ドライバルク輸送量中では石炭を抜いて再び第1位となった。93年の鉄鉱石の海上輸送量は、前年比6．0％増の3億5，400万トンであった。　輸入を地域別で見ると、英国・欧州大陸で7％を超える減少が見られたため、全欧では0．9％の減少となった。日本はわずかながら増加に転じ、日本以外の極東（20．1％）、米国（13．5％）　も増加を示した。輸出では、北米（一4％）を鉄鉱石の海上荷動き（1993年）畿」禺1輪�gζ拓磯蒙ス。．急転・　　　　カナダ　1。　　　＝5陶　　　　　　　、　　　　ゐロお　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぎ　　　不国　．　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　日本　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほロ　り　　　　　ヒ　　　　ニ　ヨ　　　　　層1一　　　　　島＿・ノ　　　　　　　　　　　　全荷動き量：3億5，379万トン　　　　　　　　　　　　　　（2兆10億トンマイル）せんきょう　平成7年2月号除く全地域で増加に転じ、南米（4．1％）、豪州（5．9％）の増加となった。　石　炭　石炭の海上輸送量は、92年には前年比0．5％の減少であったが、93年は更に1．1％減の3億6，700万トンとなった。そのうち、エネルギー炭は2億600万トンから2億300万トンに、コークス炭も1億6，500万トンから1億6，400万トンにそれぞれ減少した。　輸出国では、豪州、ポーランドからの増加が顕著であり、インドネシア、コロンビア、カナダでも増加を示したが、米国からの輸出は25％減少した。輸入を地域別に見ると、欧州が2，200万トン（14％）の減少となったが、日本以外の極東は14％の増加、南米への輸入は前年とほぼ同じ伸びを示した。石炭の海上荷動き（1993年）増倍」織ま『議�gζ‡彦）。ご鶴・ポ認・　　　米国　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　日本71周　　　　，｝1陶　　　凋11吻　　　　　　　畠　　　　　　　　　　　　11ユ陶　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　極東　　　　　　　　　　　　　　　　．1陶　　　層’　　　　　　　　　　ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ　‘3目1　　　　　　　＝：酵　　　　　　　　．．　．　　　　　　↓印　　　　　　　　　　　　全荷動き量：3億5，669万トン　　　　　　　　　　　　　　（1兆9，490億トンマイル）　穀　物　93年における穀物の海上輸送量は、前年比7％減の1億9，400万トンであった。穀物輸送は、84年に2億700万トンを記録した後、86年までは減少を続けたが、その後92年にかけて回復している。穀物の海上荷動き（1993年）15L局訓四1‘防7〔．り欄両　5［匂151凶，31団単｛立＝IQO万メトリックトン（カッコ内はID億トンマイル）・・「1び　　稿．、中炉　　　欝　♂9陶B・]，　1署　　　　　　り　　リ　　　　　　　　　アくロ　　　　　　　はロ　　・・物！　・・　一、コ瀕『・　　　　・卸　　・ノ　　　全荷動き量：1億3，374万トン　　　　　（1兆380億トンマイル）　93年置穀物輸送の内訳は、小麦8，500万トン、とうもろこし5，600万トン、大豆2，800万トン、ソルガム800万トン、大麦／からす麦／ライ麦合計1，700万トンとなっている。92年との比較では、ほとんどの品目が減少を示す中で、小麦、とうもろこしの減少が目立っている。輸出を地域別に見ると、カナダ、米国、南米は減少したが、豪州は増加となった。また、その他の地域では中国は増加したが、トルコは減少した。輸入では、東欧、インド洋、アフリカ、日本以外の極東は減少、日本、西欧は増加した。　ボーキサイト・アルミナ　93年のボーキサイト・アルミナの海上輸送量は、前年比7％増の5，080万トンであった。ボーキサイトは、3，030万トンから3，320万トンに増加した。主要輸出国は、ギニア1，090万トン、ブラジル660万トン、ジャマイカ5QQ万トン、豪州340万トンと続き、主要輸入国は、米国1，310万トン、ベネズエラ300万トン、カナダ290万トン、旧ソ連260万トン、ドイツ260万トンであった。　アル．ミナも、1，730万トンから1，760万トンに増加した。輸出国では、豪州が950万トンと大半を占める。主要輸出先は、欧州480万トン、　　（米国380万トン、カナダ330万トンであった。　燐鉱石　燐鉱石は、苛性カリ、アンモニウム、尿素と並んで肥料工業にとって重要な主原料である。93年の燐鉱石の海上輸送量は2，910万トンから2，670万トンへと8％減少した。　主要輸出国のモロッコは8％、米国はU％、それぞれ減少となった。輸入を地域別に見ると、英国・欧州大陸、地中海、アメリカ大陸は大幅に減少したものの、他の欧州地域や、日本、豪州は増加を続けている。また、モロッコをはじめとするアフリカ地域は、海上輸送量の半分を占めている。3．減少傾向にあるわが国の商船船腹　当協会では、毎年7月1日現在における日本国籍を有する100総トン以上の鋼船（漁船、雑船を除く）の船腹量を取りまとめ、「日本商船船腹統計」として発表している。また、運輸省においては、去る2月1日、同統計の中から2，000総トン以上の外航商船の船腹量を抽出し、同省で把握している外国用船の船腹量を加えた「わが国外闇商船隊の現状」について公表した。そこで、これらの概要を紹介する。せんぎょう　平成7年2月号’）【表1】船種別構成船種タンカー船船船　ス品送が薬　化学油液化小計鉱／油兼用船旅　　客　船そ　の　他合計1993年隻数1，143220626ユ，g894　96　6　104　102　512，2392．598　7062，0297β23千％7，3801，8672709，5173986β92　2101．044　2451．4661，14610，7571．5641β5923，595千％OQJO88725531115，43374812，987　253　757　3531，4352，59118，376　5841，72636β671994年隻数1，1202146171．9511　86　5　93　76　492，2072，516　6942，0037，165千％6，7681，957　2538，9781286，242　206　908　工721．3821，15910，0691，598ユ，11521，888千％12，1171，634　55014β0111，80011，800　247　642　252L3672，64516，953　6051，73433，840対前年比増減隻数3疏U∩コ2△△△△38△　3（U11ρ0221　12　つe△△△△△△△82△12△26△158千％△　612　　90△　　17△　539△　270△　650△　　4△　136△　　73△　　84　　13△　68834△　244△1，707千％△1，163　　51△　　20△i，132△　501増減率�梶｢8．8　3．2△3．5△7．3△70．0王32R）71Qり25842　　12△△△△△765184←8　10ρ051　　111△△△△△77△342L△63128△3，027G．5△8．2（注）�@対前年比増減率は％ベースによる。1．日本籍商船の船腹量（1）総船腹量　1994年7月1日現在のEI本籍商船船腹量は、全体で7，165隻、21，888千総トン、33．840千重量トンとなり、前年と比較して158隻、1，707千総トン、3，027千重量トンの減少となって　いる（表1参照）。　これは、過去1年聞の減少船舶が4，988千【表2】　日本籍商船船腹の推移�A四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。年位又千％千％伸び率（％）19808，82539，O1566，288「19858，22538，14162，60019878，25032831　　，52，60919887，93929，19346β09△　且．0／9897，77726，36742，320△　9．6王9907，66825，18640，331△　4，719917，56824，74139431　　，△　2．219927，41工23，73637，351△　5．319937，32323，59536，867△　1．319947，16521888　　，33，840△　8．2重量トン（うち海外売船4，924千総トン）であったのに対し、新造船が1，876千重量トンと大幅に減少したため、総トン数・重量トン数とも86年以来9年連続の減少となった（表2参照）。�A　船種別構成　船種別構成は、重量トンベースで油送船が12，117千重量トンで全体の35．8％、次いでオア・バルクキャリアが11β00千重量トンで34．9％、一般貨物船が2，645千重量トンで7．8％となっており、これら3船種で全体の78．5％を占めている（表1参照〉。　このうち、船腹量が前年に比べて増加した二種は、一般貨物船が54千重量トン、液化ガス船が51千重量トンで、減少した船種は、オア・バルクキャリアが1，187千重量トン、油送船が1，163千重量トンなど、ほとんどの船種におよぶ。せんきょう　平成7年2月号図【表31　船型別構成（総トン区分）船型別（％）隻数千％千％100以上〜　　500未満5，2831，541325550Gη〜　1，0GG；ノ8？7646i，282LOOO〃〜　5，0GO〃5961，5832，1025，000〃〜10，000〃11278156910，000〃〜50，GOO〃1684，4554，6165G，000〃〜100，000〃675，0058，983ユ00，000　〃　　〜150，000　〃617，64012，547王5G，000以上1239484合　　　　　計7，16521，88833，840（注）　四捨五入の関係で末尾の計が合わない場合がある。（3）船型別構成　船型別構成は、500総トン未満の船舶が隻数で73％を超えていること、5万総トン以上の船舶の重量トンベースによるシェアが65％　となっていることなどが注目される（表3参照）。�求@船齢別構成　　船齢別構成は、重量トンベースで船齢5年　未満船は27．5％（前年は24．5％）、同5年以上　10年未満船は42．6％（実40．8％）で、両者で【表4】　船齢別構成（竣工べ一ス）船　齢隻数千％千％購戎比伊∂0〜4年2，0376，2649β0727．55〜9ηL9698，85ユ14，41442．6IO〜11〃5951，8802，6587．912〜13〃5881，7Q42，7528．114〜工5〃5089511，4684．316〜17〃2624577732．318〜19〃2258291，3053．920年以上9799521，1633．4不　　明2ユ．　　　00合　　計7，16521，88833β40100（注｝�@四捨五入の関係で末尾の計が合わない場含がある。　　�A構成比は％ベースによる。全体の70．1％を占めている。これは前年の65．3％から4．8ポイントの増加である。一方、10年以上の船舶の構成比は、10年以上15年未満船が22．1％から20．8％へ、16年以上船が14．0％から9．6％にそれぞれ減少している（表　4参照）。�D．航行区域別構成　航行区域別構成は、平水、沿海船が隻数で約90％を占めている。平水、沿海船は前年と比較して、隻数で79隻の減少であるが、トン数においては51千総トン、48千重量トン増加　した。一方、近海、遠洋船は前年に比較して79隻、L755千総トン、3，075千重量トン減少　し、737隻、17，654千総トン、27，338千重量　トンとなった。重量トンベースによる全体に　占める割合は前年の82．5％から80．8％に減少　している（表5参照）。【表51航行区域別構成航行区域隻数千％千％平　　　水?@　　海ﾟ　　　海a　　　洋1，245T，183SD7R30420R，813W61P6，793382U，120X25Q6，413合　　計7」6521，88833，840（注）四捨耳入の関係で末尾の計が合わない場合がある。2，外航商船隊の船腹量（112，000総トン以上の日本籍外航商船　上記日本籍商船のうち、旅客船、フェリー、　その他特殊船等を除く2，00�J総トン以上の外航商船は280隻、16，669千総トン、26，375千重量トンとなる。この船種別構成を見ると、重量トンベースでオア・バルクキャリアが　11，779千重量トンで全体の44．7％、次いで油（．（．せんきょう　平成7年2月号）【表6】　2，000％以上の日本籍外航船の船種別構成総　船　腹　量船　　　　種隻数千％千％講成比囎タンカー油　　送　　船t化ガス船ｻ学薬品船62Q65，950P，808@一10，408k455@　39．5T．5@一小　　　　計887，75811，86345．0鉱／油兼用船11282480．9乾貨物船オア・バルクキャリアﾘ材専．p船ｩ動車専用船笂?E冷蔵専用船tルコンテナ船齡ﾊ貨物船80T322435156，230Q06U89P25P，354P80ll，779@247@455@146蛛C335@30344．7O．9P．7O．6T．1Pユ小　　　　計1918，78414，26554．1合　　　　　計28016，66926β751GG（注）�@構成比は％ベースによる。　　�A四捨五入の関係で末尾の合計が合わない場合がある。　送船が10，4Q8千日目トンで39．5％、蔽化ガス　船が1，455千重量トンで5．5％、フルコンテナ　が1，335千重量トンで5．1％となっており、こ　れら4船種で全体の94．8％を占めている（表　6参照）。　　また、日本籍外航商船の船腹量の推移は表　7のとおりで、1994年央においては前年に対　し60隻、1，751千総トン、3，070千重量トンの【表7】わが国外四丁船隊の船腹量推移減少で、近年では1989年に次ぐ大き．な減少率となっている（表7参照）。�A　外国用船　運輸省において取りまとめた1994年央の外国用船の船腹量は、1，71Q隻、44，381千総トン、67，522千璽量トンで、前年の1，708隻、44，488千総トン、68，066千重量トンと比較して、2隻増加、108千総トン、544千重量トン減少している（表7参照）。（3）わが国外航商船隊の船腹量　上記（D、（2）によると、わが国外航商船隊の1994年目における船腹量は1，990隻、61，050千総トン、93，897千重量トンとなり、前年と比較して、58隻、1．857千総トン、3，614千重量トンの減少となっている。日本商船隊に占める日本籍船の比率は、1987年までは重量トンベースで50％以上を維持していたが、1988年以降は円高による日本引船のコスト競争力の低下などから急激に減少を続け、1994年は前年の30．2％から28，1％へとさらに減少した　（表7参照）。（2，000％以上の日本籍外航船ならび1こ外国用船の船腹量｝日　本　籍　　船外　　国　用　船合　　　　計年隻千％千％伸び率�叶ﾇ千％千％伸び率�叶ﾇ千％千％1989P990P991P992P993P994532S49S19R76R4GQ80〜1，691Q0，406P9，815P8，669P8，420ｫ6，669．35，260R3，163R2，188R0，039Q9，445Q6，375△　5．9｢　2．9｢　6．7｢　2．0｢．10．41，470k543､，641P，637P，708P，71G33，477R6，910S040GS2，997S4，488S4，38152，677T8，036U3，282U3，017U8，066U7，522　102@9．G｢　0，4@8，0｢　0，82，002P，992Q，G60Q，013Q，048P，99055，168T7，316T9，914U1，666U2，907U1，050871937X1200X5，470X3，056X7，511X3β97（注〉�@外国用船は運輸省調べによる。　�A年央の値である。せんきょう　平成7年2月号業界探訪［師謬姫舞一卜．M．．�_．．r．1訪問団体　日本タンカー協会設立昭和3年（1928年）8月21日沿　革　我が国でも19世紀の終わり頃から石油　　　　需要が増え、軍需用石油も大きく伸び　　　　たが、その頃には我が国で1万トン級　　　　の鋼製外航タンカーが建造され始め、　　　　石油会社、商社系の船主（5社）によ　　　　って8隻・8万％が所有されたという　　　　時代背景の中にあって、業界の意思疎　　　　通と協調を図るためと、海軍や逓信省　　　　などとの運賃、船腹調整の必要が生じ　　　　たため、昭和3年8月2旧に日本タン　　　　カー協会が設立された。昭和16年末に　　　　は会員23社、所属タンカーは48隻・63　　　　万％に達した。戦後昭和21年11月に近　　　　海油槽船協会が合体し、新生「日本タ　　　　ンカー協会」として合計30社余りのメ　　　　ンバーで再発足したが、その後、内航　　　　タンカーが分離し、現在は外航タンカ　　　　一業者のみで構成されている。そして　　　　経済の伸長とともに石油輸入は急増し、　　　　それに伴って外航タンカーは大量建造　　　　されるに至り、協会では安全運航と油土防止を永遠のテーマとして石油連盟や日本船主協会とも連携しながら業界　　．（．．の発展と国家経済への寄与のためのあらゆる活動を行ってきたのである。当協会メンバーとして、独立系船社とは別の石油会社系のタンカー会社も早くから加入しており、これがタンカー、石油両業界の関係円滑化を進め、前述の目的達成に大いに資するところとなっている。その間、昭和43年に協会創賦引醐駿離1ξ（．せんぎょう　平成7年2月号　　　　立40周年記念事業として、運輸省、海　　　　上保安庁、自衛隊の協力を得て、安全　　　　研修センターの事業を行い、1，355名　　　　の履修生を送り出したが、本事業は現　　　　在では海上災害防止センターに引き継　　　　がれている。会　長　南雲　四郎（川崎汽船会長）事務所　東京都千代田区平河町2−6−4　　　　　　　　　　　　　　　海運ビル6階事業外航タンカー事業全般に関して、関係　　　　機関に対し意見の開陳を行う一方、本　　　　邦タンカーバースにおける港費をワー　　　　ルドスケールに反映させる事業や海事　　　　法規ならびに保険の研究を行うほか、　　　　海山専門家による内・外地港湾事情の　　　　調査や油濁防止策の検討などを各専門　　　　委員会で行い、これら調査研究活動の　　　　成果は刊行物として関係者に配布され、　　　　その利便性は世の高い評価を受けてい　　　　る。当協会の諸活動の原点はタンカー　　　　の安全運航と油濁事故防止を達成することにあり、このために創立以来一貫して自己啓発に努めてきたのであり、これが近年の世界的要請である海洋環境保護という大命題にも沿うものとなっているのである。　平成7年度の専門委員会の活動は次のとおりである。1．タンカーの安全及び海洋汚染防止　対策検討委員会2．海運関係法並びに保険研究委員会3．ワールドスケール調査研究委員会4．タンカーチャーターパーティ研究　委員会5．タンカー海上交通並びに港湾安全　対策検討委員会6．外地（北米、中南米）港湾事情調　査研究委員会7．タンカー油濁事故に関する調査研　究委員会8．OCIMF出版物の翻訳、編集委員　会）組織図会員数30社（平成6年目現在）藤12雌事・社匠廻せんきょう　平成7年2月号江戸海運の発展に貢献した日本版ブルーリボン競争　帆船のスピード競走といえば19世紀のティークリッパーによるブルーリボン争奪戦が有名だが、日本でもかつて同じようなレースが行われていた。菱垣廻船による「新綿番船」と樽廻船による「新酒番船」がそれだ。どちらもその年の最初の綿や酒を近畿から江戸まで運ぶレースで、新綿番船は元禄年間（1688−17G3）、新酒番船は享保15年（1730）頃に始まった。　当時、廻船の主力となっていた船は別名「千石船」．とも呼ばれた「弁才船（べざいせん）」。横帆1枚の単純な帆装だが、帆と舵の巧みな操作で横風や逆風でも帆走が可能で、時代とともに速力も向上の一途をたどっていた。番船レースは、こうした速力や航海性能向上に貢献する　、　／）9こ技術開発競争の側面も持っていたようだ。　初期の頃（17世紀後半〉の弁才船は大阪〜江戸間（片道）を約1ヵ月もかけて航海していたが、寛政2年（1790）には新酒番船が西宮から江戸までわずか58時間で航海、平均速力6．5ノットという記録を樹立し、さらに安政6年（1895）には、新綿番船が大阪から浦賀まで50　（時間、平均速力7ノットの記録を残している。　毎年、この競走のために、船主は帆走技術や航海技術に様々な工夫を凝らし、改良を重ねた。こうした技術面での成果は、普段の廻船の運航にも生かされたため、菱垣廻船や樽廻船の運航も全般にスピードアップ。元禄期には大阪〜江戸間を1隻が年問4往復していたのに対し、天保年間（1830d843）には8往復と稼働率は倍増し、北は北海道から西は九州まで全国をくまなく網羅したその強力な輸送力は、江戸時代の経済や文化を支える上で大きな役割を果たした。　齢ooﾂ倍しや2　波の高さや波長を把握するための目安として用いられるのが「有義波」だ。これは一定の数の波の高さと波長を観測し、大きい方から3分の1の波の平均波高と平均波長を求めることによって得られる大きさの波を意味し、天気予報などで報じられる波の高さも、この有義波の高さを表す「有義波高」によって示される。　とはいっても、これはあくまで統計的な平均値であり、実際にこの高さや波長の波が連続してやって来るのではない。統計的には、100波に1波は有義波高の1．6倍、1，�J00波に1波はL9倍の波高の波が起こるといわれている。波高4mで波長が10秒なら、約17分に1回の割合で波．（、せんきょう　平成7年2月号　　．高6，4mの波が、2時・間40分に1回の割合で7，6　　　mの波がやって来る可能性があるわけだ。　　　　甲板．．トで作業していた船員や磯釣りをしてい　　　た入が高波にさらわれる事故も、こうした大波　　　に遭遇し、うっかり逃げそこねてしまうことに　　　よるものが多い。磯釣りを楽しむ人は、安全そ　　　うにみえる岩場でも、今打ち寄せている波の2．）@倍近い高さの波が突然やって来る可能性がある　　　ことを常に念頭に置いておくべきだろう。）．国際海上物流を一変させたトラック業者のユニークなアイデア「必要は発明の母」と言われるが、コンテナ船の登場は、まさにその典型的な一例だ。「発明者」は、個人トラック業者から身を起こし全米有数のトラック運送会社のオーナーとなったマルコム・マクリーン（Malcom　P．McLean）。せんきょう　平成7年2月号　第2次大戦後の先進諸国を中心とする急速な経済成長は、貨物量の増大とともに港湾労働者の不足をもたらした。人手不足で荷役作業が遅れ、貨物船の停泊時間は長引く。その結果、多くの船が着岸できずに沖待ちを余儀なくされた。それは当然トラックや鉄導などの陸上輸送機関の効率にも波及する。港湾荷役は、当時、物流の最大のボトルネックだったのである。　マクリーンは、陸上輸送業者としての経験から、異なる輸送機関の間で輸送単位を共通化することが物流合理化の決め手だと気付いていた。そこで1956年に中古のT2型タンカー（1万6，000重量トン〉を購入して改装。これにピギーバックと呼ばれる陸上トレーラーをそのまま積載して荷役時間を大幅に短縮した。ちょうど現在のRORO船に相当する輸送方式だ。　しかしこの方式では車両部分も同時に輸送するため積載効率が悪い。そこでマクリーンは、トレーラーをシャーシとコンテナに分離し、コンテナ部分だけを効率よく船倉内に固定するための画期的なセルガイド方式を開発した。この新方式による最初のコンテナ船は、1957年10月ニューアーク（ニューヨーク港）からヒューストンへの初航海に成功する。こうして国際貨物輸送の分野に海陸一貫輸送という大変革をもたらした「コンテナ革命」が始まったのである。　マクリーンは自らのコンテナ船運航会社を海陸一貫輸送を象徴する「シーランド」と命名し、1966年には北大西洋航路に進出。追うようにして欧州や日本の船会社も定期航路にコンテナ船を相次いで就航させ、1970年代には世界の主要航路のコンテナ化がほぼ完了した。　わずか10年程度でこれほど急激な輸送形態の変化が起こったのは海運史上でも他に例がない。一陸上輸送業者のユニークな視点が世界の物流．を一変させてしまったのである。¢○8叢書宅自・。　ベルギー、フランスそしてドイツに囲まれたヨーロッパの小国、ルクセンブルク大公国のことはご存じでしょう。南北約100km、東西約40�qで神奈川県とほぼ同一の大きさで人口約39万人とのことです。かっては鉄鋼産業で有名でしたが、現在はヨーロッパでも有数の金融センターですが、特に最近ではEUの諸機関、すなわち欧州議会事務局、欧州裁判所、EU統計局、欧州投資銀行などの機関があることで知られています。また、今年ユ月からEUの委員長になったサンテール氏の出身地でもあります。　ここの第一審裁判所でわれわれも関係しているEUの競争法に関するヒヤリングが行われましたので、1月のある日傍聴に行きました。欧州裁判所やその他の機関のある場所はルクセンブルク市の東北部にある高台にあり、付近にはこれら関係者のために建てられた新しいホテルが立ち並んでいます。ヒヤリングの前夜、そのホテルの一つに泊まりましたが、夜ともなるとロビーやバーには瀟洒なスーツに身を固め、グラス片手に英仏2力国語でウイットに富んだ会話を楽しむロイヤーで満ち溢れていました。紹介されてこれらのグループに加わっても会話についていくのが大変で、どうしても疎外感を味わうことになります。彼らに支払う高い弁護士費用のことなども頭をかすめ、これぞ別世界「ロイヤーズパラダイス」か、なぞと思いました。　さて、ヒヤリングは第一審裁判所の小法廷で開かれました。定刻になると、若い廷吏が入ってきてドアの呼び鈴を押します。文字通り『ピンボーン』と音がすると同時に、正面のドアが開いて平服の3人の裁判官が入ってきました。裁判官は原告／被告などの関係者と気軽に挨拶をすますと、何の前置きもなくいきなり本題に入ります。裁判長はポルトガル人でしたが、ヒヤリングは英語で行われました。しな．臣ぐ、囁．．、　め■σかしフランス関係の判例が引朋されたりして、フランス語も結構出てきます。　ここでちょっと法廷の説明をしますと、正面の高い席が3人の裁判官の席で、左右の壁には裁判所にあまり似合わない街の広告のような絵が掛かっています。一段下がって、左右に速記者や廷吏や裁判所の関係者が並びます。正面に向かい合うようにして右側が原告、左側が被告席で、それぞれ4人分の机と椅子、そして演壇が用意されています。陳述する場合、この演壇に書類を広げて立って行うわけです。その後ろが傍聴席で、60人程度の席がありました。今回は海運関係者のほか、法律事務所の関係者が多いのが目立つとのことでした。　裁判長は小柄な人で、ある時は大きな椅子に体を沈め、ある時は机に頬杖をついて少しもじっとしていません。話の途中でも、疑問点があるとその場ですぐ話を遮ウ質問します。裁判長は海運のことはほとんど知らないはずだと聞いておりましたが、質問を聞くかぎり、なかなかどうしてよく判っているようでした。原告／被告双方で5人の弁護士が陳述を　＿．行いましたが、いずれも欧州のやり手の弁護士とのことで話に説得力があり、時間の経つのも忘れるほどです。これで彼らの言っていることが100パーセント判ればどんなに面白いかと思いました。　ヒヤリングは途中15分のコーヒーブレークを挟んで、4時間にわたって行われました。最後に裁判長は『これは大変難しいケースである。判決は相当遅れるであろう』と言づて無造作に立ち上がると、さっさと入ってきた時と同じ正面のドアから出ていきました。　判決が待たれてなりません。　　　　　　　　（欧州地区事務局長　赤塚宏一）せんきょう　平成7年2月号）海運寧日7日　リンゴの輸入自由化を受け、輸入が本格　　化。米国ワシントン州産リンゴを積んだ船　　が東京と横浜に到着した。9日の食物検疫　　を経て、10日に店頭に並んだ。9日　運輸省は、94年12月の新造船建造許可実　　績を発表した。それによると、94年の日本　　の新造船受注量は343隻・1，162万％で、88　　年の第二次設備処理以後では最高の受注量　　を記録した。16日　IMOの第40回無線通信小委員会が20日　　までロンドンで開催され、既存船の無線設　　備をGMDSS（海上における遭難および安　　全の世界的な制度）へ早期に切り替えるこ　　とを、各国主管庁が船主に対して勧告する　　ことを決定した。17日　早朝、淡路島北部を震源地とする大地震　　が発生し、兵庫県南部を中心に大災害をも　　たらした。また、神戸港でもコンテナ埠頭　　をはじめ殆どの埠頭が使用不能となるなど、　　港湾施設が壊滅的なダメージを受けた。当　　協会は、増田理事長を本部長とする地震対　　策本部を設置し、被害状況の把握、関係方　　面との連絡・調整を行い、対策を検討した。　　（P．2特別欄参照）旧日　日本船舶輸出組合は、94年（1〜12月〉　　の輸出船契約実績を発表した。それによる　　と、249隻・992万2，00�J％で、過去20年間　　で最高となった。23日　IMOの第38回設計設備小委員会が27日麩1月　　までロンドンで開催され、船橋および機関　　室内の主要機器に関する配置標準化ガイド　　ライン、スラッジ専焼焼却炉の標準仕様書　　の策定、高速船の消防設備などについて審　　議した。24日　大蔵省は、94年（1月〜12月）の貿易統　　計速報（通関ベース）を発表した。それに　　よると、輸出額は3，955億4，100万ドル（対　　前年比9．6％増）、輸入額は2，743億7，400万　　ドル（同14．0％増〉で、輸出額から輸入額　　を差し引いた輸出超過額（貿易黒字）は　　1，211億6，800万ドル（同0．8％増）となつ　　た。25日　当協会は、阪神大震災の被災義援金とし　　て、神戸市に対して1億円、日本赤十字社　　に対して1，000万円の拠出を決定した。　　（P，2特別欄参照）30日　STCW条約改正のための第4回中間会　　合が、2月3日までロンドンで開催された。　　引き続き、第27回訓練当直基準小委員会が　　2月6日から10日まで開催され、STCW　　条約の全面改正のための改正案が審議され　　た。81日　通産省は、94年9月分の輸出入決済通貨　　建て動向調査を発表した。輸出における円　　建て比率（金額ベース）は39．7％で、前期　　　（94年3月）より1ポイント低下、輸入は　　19．2％で2．4ポイント低下した。輸入での　　マイナスは調査開始以来初めてのこと。せんきょう　平成7年2月号1月の定例理事会の模様（1月25日、日本船主協会役員会議室において開催〉阪神大震災への対応について1．義援金の拠出2．海外からの救援物資の輸送3．情報提供4．輸送協力5．船舶の提供6　港湾機能等の再構築への対応7　救援活動の提案8　要望事項　阪神大震災に対する義援金の拠出について1　神戸市に対する1億円の拠出について2　日本赤十字社に対する義援金について　　（P．2特別欄参照）副委員長　日　本　郵　船　　　田中　禎三委員乾汽船　乾英文　　　　　川崎汽船　新谷　功　　　　　ナビックスライン　　石井　和夫　　　　　大阪商船三井船舶　　轄法輪　奏　　　　　佐藤国汽船　　佐藤國吉　　　　　昭和海運　吉田耕三　　　　　東京タンカー　　　野田進一郎日本船主協会50年史編集実行委員会雄幸彦夫志進進彰敬洋一勲爵　　　　　　　　　　　　英　　　　　　　　章昭俊信紀正昭孝田石野川林田野田西木田居口囲明畑瀬小吉佐太大鈴茅臼植総務委員会関係報告事項1．日本船主協会創立50周年記念事業について　当協会は平成9年6月5日をもって創立50周年を迎えるため、平成8年5月頃、50周年記念事業準備委員会を設けて検討する方針であるが、日本海運振興会の補助金（平成7〜9年度）で実施を計画している。　50周期史の編纂については、先行させて実施することとし、別紙の通り編集委員会および編集実行委員会を設け作業に着手していくこととしたい。〔別紙〕　　日本船主協会50年史編纂委員会　委員長日本郵船　　根本二郎政策委員会関係報告事項1．運輸省外航海運・船員問題懇談会について　近年の急激な円高等により日本下船の隻数は現在280隻にまで減少し、ますますフラッギング・アウトが進行している。また日本人外航船員数も現在1万人を切っており外航海運は空洞化を通り越した状態に近づきつつあるとの認識のもと、運輸省では今般、別紙（省略）のメンバーによる「外航海運・船員問題懇談会」（海上交通局長の私的懇談会〉を設置し、基本的な生活物資の安定輸送の観点から何等かの対策を講じるべきか否か等について検討したいとしている。　同懇談会には海運業界からは大阪商船三井船舶・浜本専務、川崎汽船・里長専務、日本郵船（せんきょう　平成7年2月号．）「・河村副社長の3氏に参加の要請があったが、同懇談会での検討は業界全体に大きな影響を及ぼす可能性があること、また検討の進み具合によっては海造審の開催もあり得るので、その進展模様については3氏より必要に応じ政策委員会に報告願うこととしている。広報委員会関係報告事項1．平成7年度以降の広報活動方針について　当協会の広報活動については、昭和6G年12月開催の定例理事会において、「海運の役割と重要性の理解増進」を中心に、包括的に国民各層を対象として実施していく旨が定められ、この方針に基づいて活動してきた。しかしながら、近年における広報活動の実際は、オピニオンリーダー、マスコミ、学生・学校をも併せ対象としつつ、「海運の役割と重要性」は勿論のこと、「海運の現状と問題点」、また、時には「海運政策」についても、担当部門と連携しながら理解増進のための広報努力を行ってきている。　従って、平成7年度以降の広報活動方針としては、このような総合性こそが延いては広報活動の説得力を強め、広報効果を一層高めることとなるとの観点より、広報の方法・手段については更に検討を重ねることとし、目的b対象に対する従来の限定を取り払い、活動の範囲を拡大することといたしたい。また、個別事項について所掌の委員会／部門が、それぞれ独自の広報活動を行うことは当然あり得るが、そのような際にも当委員会／部門との一体性が十二分に保たれるよう広報関係者としても従来以上の努力を続けることとする。　さらに、2年後に控えた当’協会の創立50周年における各種記念事業についても、広報活動に関わるものについては全面的にサポートしていくこととし、必要な予備的調査を開始することといたしたい。せんきょう　平成7年2月号．2．平成7年度海運講習会の開催について　当委員会では、昭和32年より会員会社の陸上新入社員を対象に、社会人としての門出を祝するとともに、海運人として必要な心構えを育成する目的で海運講習会を実施している。本年度は、27社より総合職71名（男性70名、女性1名）、一般職23名（女性のみ）、合計94名の受講希望があったが、従来の半分以下の規模のため、総合職と一般職に分けずに実施することとし、来る3月28日�戟A海運ビル2階大ホールにおいて開催することとしている。　なお、講師および演題については、次の通りといたしたい。3月28日�戟@09：30〜16：15　挨　　拶　　日本船主協会会長　　　　　　轄法輪　奏　激励の言葉　　運輸省海上交通局海事産業課長　寺前　秀一　日本海運の現状と将来　日本船主協会副会長社会人としての心構え　　MSC・コンサルタント海運と経済船長雑感　日本郵船株式会社船長映画「日本の海運」新谷　　功三木　尚子　未　定水船　憲一労務委員会関係報告事項1．ILO海事基準に関する三者（官労使）会　議について（P，18海運ニュース1参照）2．20条問題小委員会の審議模様　（本誌1995年1月号P．24海運ニュース3参照）国際委員会関係報告事項1．アジア船主フォーラムトレード安定化委員会第2回中間会議ならびに航行安全委員会第1回中間会議の模様について（アジア船主フォーラムトレード安定化委員会第2回中間会議については、本誌1994年12月号P．2シッビングフラッシュ1参照〉会　員　異　動○退　会　平成6年12月31日付　大三海運株式会社（京浜地区所属）　平成7年2月1日現在の会員数158社　（京浜地区所属103社、阪神42社、九州13社〉陳情書・要望書（1月）宛　先：運輸大臣件　名＝阪神大震災に関する要望要　旨：阪神大震災に係る救援物資、復興に要　　　　する基礎物資などの円滑な輸送活動を　　　　確保するために必要な物流システムの　　　　確立、港湾機能、航行安全施設の早期　　　　回復などに関する要望。なお、今後の　　　　被害状況に応じて追加要望を行うこと　　　　も検討している。宛　先：日本赤十字社社長、兵庫県災害対策本　　　　部、神戸市災害対策本部、�血o済団体　　　　連合会会長件　名＝海外からの阪神大震災救援物資の無料　　　　海上輸送について要　旨：阪神大震災に際し、当協会として各種　　　　の救援活動を展開しているが、その一　　　　環として、海外から提供された生活関　　　　連救援物資を本邦向けに輸送する場合　　　　に邦船社の外航定期航路において無料　　　　海上輸送の提供を申し出た。海運関係の公布法令（1月）�R　船員法第60条第2項及び第62条第1項の労　　働時間に係る暫定措置に関する政令の一部　　を改正する政令　　（政令第1号、平成7年1月5日公布、平　　成7年4月1日施行）��　許可、認可等の整理及び合理化に関する法　　律の施行に伴う運輸省関係政令の整備に関　　する政令　　（政令第7号、平成7年1月2�J日公布、平　　＿　　成7年4月1日施行）�燕`則法施行規則の一部を改正する省令　　（運輸省令第2号、平成7年1月20日公布、　　平成7年2月1日施行）�堰@船員法施行規則の一部を改正する省令　　　（運輸省令第3号、平成7年1月20日公布、　　平成7年4月1日施行）国際会議の開催予定（3月）アジア船主フォーラム保険委員会第1回目間会議（ASF）　3月6日　香港CENSA理事会　3月8日　ブリュッセルIMO第39回復原性・満載喫水線・漁船安全小委員会（SLF）　3月13日〜17日　ロンドン国連欧州経済委員会貿易手続簡易化委員会（UN／ECE／WP，4）第41回会期　3月20日〜24日　ジュネーブIMO第34回コンテナ貨物（BC）および第26回救命・捜索救助小委員会（LSR）　3月27日〜31日　ロンドンSMDGサレルノ会合　3月29日〜30日　サレルノせんぎょう　平成7年2月号j．）　　　羅　　　　　一C運統計一一　一一一翻1．わが国貿易額の推移（単位　百万．ドル）2．対米ドル円相場の推移〔銀行間直物相場）輸　出輸　入前年比・前年同期比（％〉年　月講平均最高値最安値年　月入囚出超（FOB）（CIF）輸　出輸　入1985238．54200．50263．401989137．96124．10150．3519巳Q129，8Q714G　52S　　　，▲IG，72126．G27．01990144．81124．30160．101985175638　　　，129，53946099　　，3．2▲　　5．11991134．55126．35141．801991314525　　　，236737　　　，77789　　，9．60．81992126．62／19．15134．751992339，650233，021106628　　　，8．0▲　　1．61993／11．19100．50125．751993P994360872　　　，R95，53？240551　　　，Q74β68120318　　　，P21161　　　，6．2X．63．2P4．1／994／G2．2496．45109．001994年1月@　　　　　225968　　，Q9563　　，19β99P8652　　76069　　，10910　　，7．6T．75．2V21994年2月@　　　　　31D6．33P05．17102．20P03．15109．00H06．50336，54622578　　｝13967　　，5．46．14103．53105．05102．50432936　　，21779　　，11156　　，7．36．65103．99101．55105．05528，11621560　　，6，5554．412．56102．7299．05105．33633，72722355　　，11371　　，10．68．5798．5097．3099．75734487　　，22204　　，12283　　，7．08．8899．8597．70101．40831286　　，25，2116074　，12．323．7998．8197．82100．15936，16024184　　，11975　　78．516．21098．4296．80100．571034638　　，25374　　，9264　，10．424．21197．9696．4598．921134440　　髄25888　　，8552　，21．223．212100．1398．9510D．551237，67024684　　，12985　　，14．924．51995年1月99．7598．5510LO5（注）　通関統計による。3．不定期不自由市場の成約状況（単位　千MIT）区分航海用船定期用船シングル〔品　目別内　訳）年次合　　計連続航海航　海穀物石炭鉱石屑鉄砂糖肥料その他TripPeriod1989119708　　　，3373　，116335　　　，44629　　，21936　　，38448　　，1，0183326　，6814　，164103915　　　，24161　　，1990132265　　　，3091　，129174　　　，43613　　，32043　　，43626　　，8054716　，4173　，19890980　　，14326　　，1991127095　　　，2462　，124633　　　，35022　　，34538　　，44554　　，7613519　，5043　，1196　脚102775　　　，25，13／1992196312　　　，16996　　，179316　　　，54719　　，54731　　，61197　　，5763064　，4023　，LOO687，73516，5301993172768　　　，8，470164298　　　，56033　　742169　　，59167　　，4082，3533357　，811108，54626003　　脚1994180978　　　，11264　　「1697工4　　　冒44993　　冒44251　　968299　　髄2634　，3，4774，4301，630176，40746，8761994　513574　　，54013034　　，2022　，3813　，6349　，119178432王2112，9922707　，618，233018233　　，4660　，4672　，6994　，50156972711015，5642992　脚715620　　，01562D　　，3，8633976　，6620　，25237742610612，1463653　，8ll　369　　，152U，2玉73，09／3，35塁3，605168313546／4014，7394，928920210　　，5136　，15074　　，4913　93455　，5411　，3494135023119153　　75，4821012526　　，012526　　，3，4153157　，4510　，4s734547513718100　　，52081112438　　，44411994　　，3，4072819　，5165　，1491592217413420　　，4，8201214565　　，1375　，13190　　，3416　，2728　，6427　，162160289814775　　，4458　，1995　1王3，64327013373　　，4208　脚3869　74588　，2622321615311β805，336（注）�@マリタイム・リサーチ社資料による。�A品目別はシングルものの含計。�B年別は暦年。せんきょう　平成7年2月号250置。ロ1501�p〜D原油（ペルシヤ両／E体・ペルシヤ湾／駅米｝置附　　と〜�Pαi50旧。50口3��ε52015旧穀物｛ガル7／目本・北米酉岸／日本・ガルフ／西脚1蜘｛年，Ig，1白η「鱒319風距〔Fと305釦15」口5　　　oi99｝（！4．原油（ペルシャ湾／日本・ペルシャ湾／欧米）ペルシヤ湾／日本ペルシャ湾／欧米月次199319941995199319941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低158．00　49．0042，50　32．0060．00　54．5057．50　46．5037、50　30，0050．00　47．50253．00　47．5039，05　31．2545，00　42．5035．00　30．0035D．00　41，5046．00　37．5050．00　37．5046．00　32．50446．00　44，0038．50　3L8047．50　40．00．4．1．00　32．00546．00　38．0037，00　35．0042．50　37．5034．50　30．00653．00　38．0044．50　32．0048、50　36，0042．50　30．00764．00　59．5053，50　39．5056．25　45．0047，50　38．00847，50　40．5060，00　44．0047．50　39．00陵b、．50　38．00955．00　42．0051．50　40．0045．00　38，5042．50　35．001050，00　42．0555．50　．48，0045，00　39．0547．50　37．501146，05　40．0055，00．47．5042．D5　37．0557．50　45．001243．05　34．0058．00　48．504000　34005000　4500（注）�Bいずれも2D万DIW以上の船舶による�@日本郵船調査部資料による。�A単位はワールドスケールレート。1989年1月以降@　　　　　　　　　　　　　　　　　もの。�Cグラフの値はいずれも最高値。新ワールドスケールレート。．（．＝5．穀物（ガルフ／日本・北米西岸／日本・ガルフ／西欧）（単位　ドル）ガルフ／日本北米西岸／日本ガルフ／西欧月次199419951994199519941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低123．50　20．6533，00　29．00一一10．25　　9．1017，25　16．0022／．50　19，5012．009．30　　8．60319，30　18．2511．75　11．708．45　　8．QO419．80　19．25一10．25524．25　22，50一12．00623，30　20．25『10．50　　9，87725．00　21．50一1L50　10．25826，00　2L50一11．75　10．65925，00　22，20一15．68　11．OD1028．50　25．0015．50　14．7514．25　12，901130．75　26．0016．00　15．7517．00　13．501233．80　29．75一1700　1650（注）�@日本郵船調査部資料による。�Aいずれも5万D〆W以上8万D／W未満の船舶によるもの。�Bグラフの値はいずれも最高値。せんきょう平成7年2月号、‘）開［トとの路湘15L包石炭いンハンロー七型荊・鉄鉱石喝ツバロン／艮本・ツベロン／酋賦1旧き｝〔年｝1ヨヨ119ヨ21明コ1鱒4r鰭臨　　4�p署凸　　コoo刀　　25自で5舶　　　εDO15　　　脚50LO　　　1ひ0｝　　　　　晒O　　　　　o運貨指数1亀「しrLN1Lh｝｝1Ii111i11．、ンブ，，1i7．j一ジ」1圏「1’毛1：pJ聰L　hl　’　噛、r」）デ‘》1ノ層ノ1　　　’A、馳Lハ’レr，　　　」　　r　’　　　り@　7@　！秩f》ダーナ｛一L’　　　画幽、’1　　ノ》づ．翌　　／　　ノへレ〉’ノLIし、〈印’vkv一、、f一ヘノu！〜@　vJv！�d「1．［cF聾〔牟》　　　1930199F19ヨ2Ig931994‘m3002即2叩150L毅50o6．石炭（ハンプトンローズ／日本）・鉄鉱石（ツバロン／日本・ツバロン／西欧）（単位　ドル）ハンプトンローズ／日本（石炭）ツバロン／日本（鉄鉱石）ッバロン／西欧（鉄鉱石）月次199419951994／99519941995最高　　最低最高　　最低最高　　最低最高　　最低．最高　　最低最高　　最低19．45一8．8014．204．35一29．257．704．963一一5．60　　4．504一9．25　　7．906．25　　5．55513．10　　12、40／0．306．50　　5．756』9．50　　9．105．75　　5，30712．10／1．105．008一11．40　　10．856．00913．50ll．00　　10．30『Io15．80一10．50　　8．001／一13．459．35　　8．4012一12，75　11．759．25（注）�@目論郵船調査部資料による。�Aいずれも10万DIW以上15万DIW未満の船舶によるもの。　　�Bグラフの値はいずれも最高値。〃．j7．タンカー運賃指数タンカ一　　運任貝指数月次199219931994VLCC中型小型H・DH・CVLCC中型小型H・D1・1・CVLCC中型小型H・DH・C137．986．6120．6152．1183．752．298．3工38．6162．6193．237．690．6133．7161．9211．7248．991．2133．9184．7194．751．494．9130．1167．4181．634．288．8144．2171，0一221．．3341．183．8140．7208．5168．144．998．1126．517L7169．237．188．1130．8175．2219．2433．981．3U5、5158．3153．645．298．2132．2187．6167．837．988．2125．7工71．7203．5540．67／．6llO．2160．8／47．442．593．114工．2192．8153．736．6．93．6124．5169．1199．4639．470．7104．7155．4／60．039．7101．3153．8177．3170．134．2SS、6125．9175．6183．／736．D68．91D3．917L8153．645．9mL9140．7184．216L937．891．5129．7185．4188．5843．574．6110．4178．1154．752．189．4122．9184．1167．245．788．7123．9199．1181．9944．671．7113．6165．0162．34／．578．4110．8160．9171．947．893．1133．8201．7186．41043．472．9113．2156．4161．742．381．41ユ8．9154．0175．744．696．6142．2200．2196．41149．579．3115．9164．7148．642．592．0125．8152．7186．348．2102．1153．4188．6199．31256．864．5117．3174．2176．641．293．2120．4159．3210．247．5117．6173．12G9．4214．9平均43．076．4116．7169．2158．245．／93．4130．2171．2175．740．89．4．0136．7184．1200．5（注）�@ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・シップマネジャーによる。（シッビング・三ユーズ・インターナショナル　　はロイズ　オブ　ロンドンプレスと1987年11月に合併）�Aタンカー運貿はワールドスケールレート。�Bタンカー運賃　　指数の発表様式が87年正0月より次の5区分に変更された。カッコ内は旧区分　�CVLCC＝／5万IOO〔エトン（15万トン）　　以上　◎中型＝7万1000〜15万トン（6万〜15万トン）◎小型13万6000〜7万トン（3万〜6万トン〉��II・D　　＝ハンディ・ダーティ：3万5000トン（3万トン）未満　�羽・C＝ハンディ・クリーン：5万トン（3万トン）未満。せんきょう　平成7年2月号@　　．L．聾」　繍灘　」’．．鯉朧．．・．．・概蜜．ヒ．騰・．・．磁灘鍵欝羅用船料指数‘皿X℃3�oLヒ柚垢定隅用摩罎引r数ｫ旧訓譜跳〕’・、7陶噛　　　　　r＾へ【一一＿幽−r解、P、戸’2じn将ぐ　　貨鞠船航海鵬目脂敦　　〔1955．7噌1955．5邑【oω、　　　　一ノ　h一　，“’l10自oト、　　11　　　　　　　Fr　　．D　　　　　　　　11　　　引「953〔剃　　　　1明。13訓　　　　闘冨9記　　　旧曾313牙4‘a陣　　　　5αoo　　　万αw巴田ε圓即o10q，50004qoo30oo2000「oooa口。50αタンカー咽oo一へ．，．・・旨一∫、素1zoo　　　　　　　　　　　　　　琴　　　　　　　　　　　　　麟鴇臼OI。。1。、’電1、，I　I。1卍係船船腹読Fi…［　　「@　〆　》　　7@’DL’、、、「、�dA「一」　　r　」＼、）、．竺．．一ノ訪　」1｝ヨ3旧國F罎翻50004500呂ooo20ひolooo800600唱冊200ぴ（8．貨物船用船料指数94199319000000　　0000DO「　　　　　　　　　　　　　F　　　　　　　　　　−　　　．　　　．　　　」　　　，　　　「704084　　009337222113　264366333333　333333遵353000000　　000000，　　　　　　　　　　・　　　・　　　「　　　　　　「　　　．　　　．　　　」　　　．367669　568129222561　　342574333333　　33333354139219000000　　0000009　　　1　　　．　　　・　　　，　　　「　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　層360021　　583190422000　989080333333　2223239119400000　　000000，　　　「　　　．　　　．　　　」　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　，　　　1685542　　928559012344　　44／234333333　　333333』323物貨9019156735　703584」　　　p　　　　　　　　　　・　　　「　　　　　　　「　　　．　　　．　　　」　　　，　　　「967833　358921455845　422221333233　　333333ユ3438919007892　　783560．　　　・　　　．　　　．　　　．　　　」　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　・　　　9243966　864778136234　　132223333333　　333333941989919319000000　　000000．　　　．　　　，　　　「　　　「　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　−　　　．　　　」421459　646860999990　099890111112　21111239619219乃94工9119000000　　000000」　　　p　　　　　　　　　　・　　　9　　　　　　　．　　　．　　　，　　　，　　　「589755　866568199000　000000211222　222222705290／9333499　　400000．　　　」　　　「　　　．　　　」　　　，　　　　　　　　　　　　　　・　　　・　　　，　　　．483627　107579000709　999999222121　11／111つ9618919』032次月　　　　　　　　　012123456　　789　　　　　　　　　1　1　1均平．へ9．係船船腹量の推移199319941995月次貨物船タンカー貨物船タンカー貨物船　　　　　タンカー隻数千GIT千GIW隻数千G／T千G〆W隻数千GIT千GハV隻数千GIT千GハV隻数千G〆T千G／W隻数千G／T千G／W123456　　78910H12345　　2，328　3，048R48　　2，429　3，154R50　　2，481　3，204R31　2，317　2，988R24　　2，252　2，982R17　　2，232　　2，954R13　　2，217　2，997R15　　2，174　　2，906R15　　2，248　　3，069R13　　2，250　　3．041R20　　2，293　　2，975R33　　2，514　　3，273904，2828，395X44，0837，98／X73，8727，565X23、7377，285X63，3566，408X33，／796，054P00　　3，456　6，589X83．3276，308P06　　3，316　　6，279P03　　3，287　6，218X83，2196，052X43，0505，642329　　2，476　　3，203R10　　2．333　　3，017R12　　2，304　　3，000R03　　2，198　　2，808Q9／　2，158　　2，816Q88　　2，l18　　2、825Q93　2，工93　2，999Q82　2，272　3，／36Q78　2．244　3，077Q93　2，288　　3，115Q97　2，349　　3，210Q94　2，446　　3．315　912，9755，556W02β565．021W42β135β26W12，5344，749W22，6014，90／@852β004．215W62，6445，075D　88　　2，688　5，171W52、3334，4／2W42，5264，691V32，2044，040U61．9703，652289　　2，399　　3，238652，1954，134（注）ロイズ・オブ・ロンドンプレス発行のロイズ・マンスリーリスト・オブ・レイドアップベッセルズによる。せんきょう　平成7年2月号告目z密ゐ箪士　⊆甲辛蟹再（丁目1’「r工1’卜r乙’冒セ葦匡蟹同12｝騨ホ団）尉四興博瀞罵レ1・僻蟹冒聾）毅籍（∂轡目翰」4r試＊1・革・　（纏蟹目郵）鍛瓢（o聾留蕩国評cg・毎垂琶　8右密屯　目　エ　　　　　も6乙8”臼目目　　　　H鏑噛堕　目毎葺葺ε毎葺垂海玄力目由訪毎8εa、aa9目甘冒9目目冒凱麹塗冒恥画堕　　　、6目、a冒　　　　　♂〜　　髄甑回1囲まF　　　　　！r　　馳嘩亘］z齪」由　　　　　　！r　　　　　　’r　　　　　　！♂　　　　　　〃　　　　八戸巨f葺　　　　　〃　　　　　〃　　隠蟹回1囲由響蟹回1コ々瞳ホ國　　　　　！r　　　　　！’　　騨些些．［馳由臨　麹　・　凍　回　縢　蟹ビ　モ　し　エ　し　エ　エ　エ　エ　エ　エD68乙99ウε乙工068乙99レεZI昂図M日酵Z掛幕4王・半王・立α塀倖耐9日胤羅M鞠掌評4鴇喚く藍董藍毒評逝蝉暫埠宰當墾鞠留鴇国委顕冊4耶野野願国�F国票国興留蚕粟ωω募孫酬臨【器劉劉雛ω軍票轟将艶珊ω辮顕騨暫み再剥簸�Fω�F目王・董顕琳甥鴨喜王・團珊需ω留�F綜募箪箪矧甲煮智里脇留珊ω亜陪再Y軍酬耕舞購隊醇窮単習目ω一鯛再耕血ロ騨目粟09ﾒ鱗殴喀董百鍵様聯豫鍛籔轡目陥工載書�F魁・扇�F艶購耕甦曜毅陪騨慰累募静漁殴Y猛錫纂ω陪躍垂平�F耕ーーー畢理T「計・耕鍵厭嶺剴塒丁丁副用艇幣鱗暇琳製鞭・（一腰願皐濡　　黒喜鷹　　喜但曝一転O砂　　儲　　姦　　擢　　聡。真翠・UG満Q瑚�F2呈⊥写篇麹騨留（o綜壕聾量�F瞬「擢駿蚕無」（．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．一丁留瞬鰐§ぴ．1昇�F習辛一面�FY耳細�H。嶋遡臓糾ρア嚇Ddπ〆9M糊一年べ姻贈一三魍�d漸漸1幽課�H。撃肝脚註益／q。0ε↓ノDOOε�F。曾。受螺率土評鍋量b＝鴬辿彰盟羅鍵〆一砿�@’毛子4く広’留購（署）z乙9‘IIεor9　乙91Sセτ‘乙乙0τ‘セ　D6εS｛乙」OI　90ε」9　991乙90‘699ε‘98帥程86乙　　ε1セX91‘工969yO乙　　6εεXm」τ　死9ﾑgs‘II99ｳ90‘1セε9噬ﾑ6　　69セﾃZτ‘乙6ム0’Ihセ6　　89セUε7　　9εεOI署ｳｳ8aセtBτ死II896乙．　9乙7　　ZεnIZ　　Iウ1　　セz　‘9死1　正9乙　　69X乙9　　ε8ε　　セεW9乙　　乙乙セ　　oセｳZ6　　0ε監　　9ε｢ε‘τ91乙　　6セy99Eτεセ8　09四臼　SI8　　0セCセε　　981　　0Z6ga」10Dg　　D正Oセ0‘王Zτ9　ετr乙9　　酋ε　　6U91　　10／　　8ｳε8　0距　　ε1P乙ピ［6四　　ZIWτ乙’1エセ9　　9iyO9’1剛　　8丁ｳ死　　a曾ε　　6ﾃ炉0駈IIセ9　　08ﾃセ8　　0肺　　　9｛y［霞　669　　91Z6ε　　6貸し　　セLl8　　909　　09aSτ　　乙OI　　ε｛y9乙　　O乙1　　0乙�∠　　／仲　　1セWεセ　　z乙ε　　61UD9　　09ε　　乙ZUZ9　　01ε　　6εP06　　炉09　　1εｳ68　　66セ　　乙セ�∠　　ε即　　9セcI乙　　z6ε　　，ε90セ‘工969　　肛X6n　8乙6　　11l言　乙Zラ　　01Xεプτ8乙9　　91鉛b‘18乙乙　　セ1X5z　　∠91　　8Oε9‘19里　　ε乙nIO冗　ε09．　SLｳ齢　　0協　　OIW0§　0冒Z　　冒τWεz　　何1　　9W9ε　　Oセ1　　690Z」τ0乙9P69　　10セ嘯唐X　　98乙　．雪901　セε9T1セ　　99乙U98　　16セｳε9　　9乙εO86　　乙S雪yラ9　　66Z�６　　8乙9X8乙　　68セ�ｏ，　　68zzε噬ﾃhz純奄U1T9Wε｣�eεz9ε雪仲ZIhInIU8乙9婁εzI雌／〔1士↓〆9士風事」w（1士↓／9士野菊！をVq＝』↓／D士聯蚤1wq」．工／D」．鞭茸」Wq士工／9士削蹄」Wq士↓／D士縢窮一4べ6田舎幕雛一4べ〃鋒喚ム工躰一4／（4淀江幕誹取冒ウ661ε661a661多知�F再認匿ρ森｛≡ζ7γ＝’OLo口OF蹴00E脚旛7防I　　　　　EiEi　　　　　τ051　　　　　15｝I　　　　　o邑引　　　　〔甥晒に」L．　「　　　　i1　圏1　　　　　　　　　噛ｲ1／1！》厭　わ　　F吹@　が　　∴@1噛拶’）1d　1「　切『、蹴　　　旨　　　1一一焉e41　　　　ξ1蜀開‘イ44∠o凹1�p‘慨品！o髭（、　狛＝難　．・、！鞍灘撚．解欄…？警「．響羅‘鷲罵．丁餌　7−『「欄マ．「　・　脚i　1995年は、波乱の年明けとなった。　1月17日朝5時46分、神戸を襲ったマグニチュード7．2の巨大地震は、六甲の山並みを背景と．した美しい港町を一瞬のうちに崩壊させました。自然の力の大きさは、まさに人知の及ばないごとを、あらためて認識させられた思いがします。この未曾有め大災害は、5，400人を超える貴い命を奪い、35，000人近い方々がけがをされました。また建物の損壊は16万戸に及び、戦後最大の惨事となりました。ここに｛亡くなられました多くの方々のご冥福を謹んでお祈りするとと，もに、災害に遭われました方々に心よりお見舞い申し上げる次第です。　海運界にとりましても、今回の地震の影響は計り知れないものがあります。神戸港の機能はほとんどマヒ状態になっております。特．編．に外航定期航路にとっては、ポート・アイランドや六甲アイランドに集中していたコンテナ・ターミナルが全て壊滅状態となり、現段階では、その復旧も何時になるかはっきりした見通しも立っておりません。地震の発生直後は、神戸に配船していた各船会社はその対応に追われ、急遽代替港への振り替えを行いました。　しかしながら、発生直後の混乱状態を過ぎ、落ち着きを取り戻すとともに復旧の困難さが重い現実となってふりかかって来ています。単に港の機能だけでなく、今回の地震では鉄道や道路網もズタズタになっており、物流全般にわたってその影響の深刻さはまさに、呆然自失以外の何物でもありませんが、日本の物流の大切な大動脈の一刻も早い復旧が待たれます。港湾設備の復旧には、少なくとも2〜3年を要するとの見方がなされておりますが、現在の国力を持ってすればもっと早くに修復し、前にも増して立派な港の回復は十分可能と思われます。　神戸は、関西のみならず日本の表玄関の一つとして重要な都市であり、歴史的にも世界中の人々から愛された街です。美しい街並みと異国情緒は、後ろに山を控えた外国航路の港があってこそ神戸の良さが発揮されるものと確信します。　災害に遭われた皆様の一日も早い立ち直りと、美しい街神戸の復活を心からお祈りします。川　崎　汽船総務部長兼情報広報室長　　　　　　内野正彦（．せんきょう2月号　No．415（Vo1．36　No．2）　　　発行◆平成7年2月20日　　　創刊◆昭和35年8月10日　　発行所◆社団法人　日本船主協会　　　　　　〒LO2東京都千代田区平河町2−6−4（海運ピル）　　　　　　TEL．（03》3264一覧81（調査広報部》編集・発行人◆植　松　英　明　　　製作◆大洋印刷産業株式会社定価◆400円（消費税を含む。会員については会費に含めて購読料を徴収している｝せんきょう　平成7年2月号会社名：関汽外航�梶i英文名）KANSAI　STEAMSH［P　CO，，　LTD代表者（役職・氏名）：取締役社長　有井　晋当鰯会会員は158社。（平成7年2月現在）所有船状況遠洋・近海・沿海一隻一％一％運航船状況遠洋・?E沿海21隻324，437％303，日54％）．主たる配船先：東南アジア諸国事業概要：当社は関西汽船外航部から独立、タイ国、台湾地域を　　　　　中心に東南アジア向け輸出、および同地域からの輸入　　　　　において関係各位の最適のニーズに応えた配船を行っ　　　　　ております。また貸船業として8隻のPOO船を大阪　　　　　商船三井船舶に定期貸船しております。ρ’L．）．σ会社名：川崎近海汽船�梶i英文名）晒WASAKI　KINKAI　KISEN　KAISHA　LTD，代表者（役職・氏名）：取締役社長　松田和秀ρ．ノD本社所在地：東京都千代田区内幸町2−1−1飯野ビル資本金：11536．6百万円創立年月日：旧66年5月］日従業員数二海上201名　陸上134名　計335名讃｛売燃営噂所有船状況遠洋・��・�S12隻　45、475％47，5B9％運航船状況遠洋・浴E��51隻　26L日51％34E，23ア％主たる配船先：近海部門…ロシア極東地域、中国、タイ、インド　　　　　　　ネシア、マレーシア、パプアニューギニア　　　　　　　内航部門…国内諸港　　　　　　　フニリー部門…ハ戸、苫小牧、東京事業概要：　当社の運航船腹は51隻、34万％におよび、近海外航　　　　　・内航・フェリーの各部門で産業への原材料の安定供　　　　　給、各種製品、消費物資の輸送に従事しております。海への感謝をこめて、7月20Elを国民の祝日「海の日」に。（．↑．一．

